
令和２年度 

 

地域密着型サービス事業者 

集  団  指  導  資  料 

 

～ 各 サ ー ビ ス 共 通 ～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

久留米市健康福祉部介護保険課 育成・支援チーム 

 



目  次 

第１部 令和２年度説明資料 

（１） 新型コロナウイルスに係る介護サービス事業所の対応について・・・・・・１ 

（２） 新型コロナウイルス等の感染症対策について・・・・・・・・・・・・・・９ 

（３） 地域密着型サービスの運営全般について・・・・・・・・・・・・・・・１５ 

（４） 介護サービス事故報告について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４２ 

（５） 令和２年度指導監査実施方針等について・・・・・・・・・・・・・・・５５ 

（６） 介護事故防止対応マニュアル作成の手引・・・・・・・・・・・・・・・６１ 

（７） 行政処分事例について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６１ 

（８） 非常災害対策等について（防災対策課）・・・・・・・・・・・・・・・ ６５ 

（９） 人材確保のための働き方改革について（労働安定センター）・・・・・ １０７ 

 

第２部 運営（手続き・対策など） 

（１０） 指定申請・変更届等・加算届の手続等・指定更新について・・・・・１１５ 

（１１） 介護職員処遇改善加算及び特定処遇改善加算について・・・・・・・１２３ 

（１２） 防災計画の策定・見直し及び被災状況報告について・・・・・・・・１２８ 

（１３） 防犯対策について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２９ 

（１４） 消費生活用製品（福祉用具）の重大製品事故に係る公表について・・１２９ 

（１５） 介護サービスの情報公表制度について・・・・・・・・・・・・・・１３０ 

（１６） 介護職員等による喀痰吸引等の実施について・・・・・・・・・・・１３１ 

（１７） 医師・歯科医師・看護師等の免許を有さない者による医行為等について・ ・１３２ 

（１８） 「共生型サービス」の概要について・・・・・・・・・・・・・・・１３３ 

 

第３部 人材啓発等 

（１９） 人権啓発について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３４ 

（２０） 高齢者虐待防止・身体拘束廃止について・・・・・・・・・・・・・１４１ 

（２１） 個人情報の保護について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４９ 

（２２） 社会福祉法人等による利用者負担軽減事業について・・・・・・・・１５０ 

（２３） 福岡県が行う介護人材確保・定着に係る主な取組みについて・・・・１５１ 

付 録  運営推進会議の手引き・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１５４ 



1

久留米市 健康福祉部 介護保険課 育成・支援チーム

新型コロナウイルス感染症に
係る臨時的な取扱いについて

令和２年度久留米市地域密着型サービス集団指導

感染拡大防止のために

密閉・密集・密接を
避ける

不要不急の外出を
避ける

症状がある時の
自宅待機
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• 新型コロナウイルス感染症の患者等への対応等により、一時的に人員基準を満た
すことができなくなる場合等が想定されます。

• この場合について、介護報酬、人員、施設・設備及び運営基準などについては、柔
軟な取扱いを可能としますので、管内市町村、サービス事業所等に周知を図るよう
よろしくお願い致します。

• なお、具体的な取扱いについては、「令和元年度台風第19号に伴う災害における
介護報酬等の取扱いについて」（令和元年10月15日付厚生労働省老健局総
務課認知症施策推進室ほか連名事務連絡）における取扱いの考え方を参考にし
て頂きますようよろしくお願いいたします。

感染拡大防止のための臨時的取扱い

令和２年２月１７日付 厚生労働省 事務連絡「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の
人員基準等の臨時的な取扱いについて」より抜粋

接触を減らすための臨時的取扱い
感染拡大防止のために…

感染防止のため、対面で会うことを避ける対策を
とっていただいて差し支えありません。
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接触を減らすための臨時的取扱い
感染拡大防止のために…

計画書など書類の署名 同意については、最終的には文書による必要があるが、

サービス提供前に説明を行い、同意を得ていれば、文書

はサービス提供後に得ることでよい。

※文書による同意の日付は、実際に同意を得られた日

付を記載してもらってください。

※サービス提供前に説明し同意を得られたことは、支援

経過記録等に記載してください。

令和２年４月２１日付久留米市事務連絡 別紙より

【注意】以降本資料では、わかりやすいように各種通知を抜粋してお伝えしていますが、
運用の際は必ず通知本文を確認してください。

接触を減らすための臨時的取扱い
感染拡大防止のために…

モニタリング
電話等による状況確認等で対応することも良いも
のとします。
他のサービス事業所との連携によるサービス実施
状況の把握や本人や家族から聞き取った内容に
ついては、支援経過等に確実に記録してください。

サービス担当者会議 利用者の自宅以外での開催や電話・メールなどを
活用するなどにより、柔軟に対応することが可能で
ある。

令和２年２月２６日付久留米市事務連絡より

令和２年２月２８日付介護保険最新情報vol.773より
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接触を減らすための臨時的取扱い
感染拡大防止のために…

運営推進会議 文書による情報提供・報告、延期、中止等、事業所や

地域の実情を勘案し、柔軟に取り扱って差し支えない。

令和２年２月２８日付介護保険最新情報vol.773より

※介護・医療連携推進会議、安全・サービス提供管理委員会も

同様です。

❶文書による情報提供・報告……委員、市、包括に郵送やFAXなどで送付してください。

❷延期……次回の運営推進会議で複数回分をまとめて報告してください。

❸中止……既に予定していた会議は中止の旨連絡し、上記❶❷の対応をとってください。

（事業所内に感染者が発生した等報告が困難な場合はこの限りではありません）

▶︎ 具体的には

接触を減らすための臨時的取扱い
感染拡大防止のために…

外部評価

文書による情報提供・報告、延期、中止等、事業所や

地域の実情を勘案し、柔軟に取り扱って差し支えない。

令和２年２月２８日付介護保険最新情報vol.773より

（運営推進会議等での評価が義務付けられているサービス）

※考え方は運営推進会議と同様です。

（外部評価の緩和要件となっている年６回の運営推進会議について）

書面会議の開催や次年度の第１回目の運営推進会議と合同で実施するなど代替手段を

講じた場合には、年６回のカウントに含めることを認めるものとします。

（グループホーム）

令和２年２月２６日付久留米市事務連絡より
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接触を減らすための臨時的取扱い
感染拡大防止のために…

通所介護系サービス
健康状態、直近の食事の内容や時間、直近の入浴
の有無や時間、当日の外出の有無と外出先、希望す
るサービスの提供内容や頻度等について、電話により
確認した場合、あらかじめケアプランに位置付けた利用
日については、１日１回まで、相応の介護報酬の算
定が可能である。

※休業要請を受けて休業している場合は１日２回まで

令和２年４月７日付介護保険最新情報vol.809より

提供したサービス時間の区分に対応した報酬区分(通所系サービスの報酬区分) を算定する。ただし、サービス提供

時間が短時間(通所介護であれば２時間未満、通所リハであれば１時間未満)の場合は、

それぞれのサービスの最短時間の報酬区分(通所介護であれば２時間以上3時間未満、通所リハであれば１時間

以上2時間未満の報酬区分)で算定する。

▶︎ 算定方法

令和２年２月24日付介護保険最新情報vol.770より

接触を減らすための臨時的取扱い
感染拡大防止のために…

（看護）小規模多機能 個別サービス計画の内容を踏まえた上で、できる限り

訪問サービスの提供を行っている場合は、サービス提供

が過小である場合の減算を行う必要はない。 そのた

め、電話での安否確認のみで月額包括報酬の算定も

可能ではあるが、本取扱いについては、あらかじめ利用

者に説明しておくこと。また、利用者の希望及び必要

性に応じて、通常の訪問サービスの提供も行うよう努め

ていただきたい。

令和２年４月２１日付久留米市事務連絡 別紙より
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接触を減らすための臨時的取扱い
感染拡大防止のために…

外部の専門職との連携による加算

算定可能である。（中略）やむを得ず理学療法士等の訪問が受けられない場合であって
も、できる限り電話や文書、メール等の対面を伴わない代替手段により連携を行い、共同
で評価した上で、訓練内容の見直し等を行うこと。

令和２年４月２１日付久留米市事務連絡 別紙より

○ 生活機能向上連携加算

やむを得ず歯科衛生士の訪問が受けられない場合であっても、できる限り電話や文書、
メール等の対面を伴わない代替手段により連携を行い、介護職員に対する技術的助言及
び指導が行えていれば算定可能である。

○ 口腔衛生管理体制加算

やむを得ず人員基準が満たせない場合の取扱い

新型コロナウイルス感染症に関連した要因から…

発熱等、感染症に関連したやむを得ない事情があり、
職員を休ませる又は自宅勤務させた場合、

人員基準を一時的に満たさなくても、減算をする必要はありません。
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やむを得ず人員基準が満たせない場合の取扱い

新型コロナウイルス感染症に関連した要因から…

• 基本的には、居宅サービス計画書に基づいて通常提供しているサービス

が提供されていた場合に算定できていた体制に係る加算・減算について

は、引き続き、加算・減算を行うこととなる。

• 指定基準や基本サービス費に係る施設基準、基準以上の人員配置をし

た場合に算定可能となる加算（看護体制加算など）、有資格者等を

配置した上で規定の行為を実施した場合に算定可能となる加算（個別

機能訓練加算など）については、利用者の処遇に配慮した上で柔軟な

対応が可能である。

令和２年２月２４日付介護保険最新情報vol.770より

令和元年１０月１５日付厚生労働省事務連絡より

やむを得ず人員基準が満たせない場合の取扱い

新型コロナウイルス感染症に関連した要因から…

〈平常時〉
人員体制がとれていた

〈感染症の対応〉
人員体制が確保できない

コロナウイル
スの影響

引き続き、加算を取ることができます。

ただし、

人員体制を確保した上で、行為の実施が必要な加算については、実
施がないと加算ができません。

（例）口腔衛生管理加算については、歯科衛生士による入所者に対する口腔
ケアが月2回以上行えない場合は算定できない。

令和２年４月２１日付久留米市事務連絡 別紙より
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各種通知の参照について

新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業者の対応について

トップ> 組織から探す > 健康福祉部介護保険課 > お知らせ > 新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業

者の対応について

久留米市ホームページ

介護事業所等における新型コロナウイルス感染症への対応等について

ホーム > 政策について > 分野別の政策一覧 > 福祉・介護 > 介護・高齢者福祉 > 介護事業所等における新型

コロナウイルス感染症への対応等について

厚生労働省ホームページ

久留米市のホームページでは、厚生労働省からの通知や久留米市からの通知を随時更新
しています。通知が多いため、一覧表も付けていますので、それらを参考にしながら、通知の
内容をご確認ください。

管理者の方へ

• できるだけ接触機会を減らせるよう、サービスの利用調
整をしてください。

• 感染者が出る可能性に備えて、リスク回避できるような
人員配置の工夫をお願いします（２チーム体制な
ど）。

• 職員の体調や育児・介護環境については、平常時以
上にご配慮ください。

• 感染者が出ても、業務の維持ができるよう、法人内外
でのご協力をお願いします。
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感染症対策等について 
 

高齢者は、感染症等に対する抵抗力が弱く、また、罹患することにより重篤化しやすいことから、特に注意

が必要であり、介護サービス事業所においては、感染症の発生及びまん延の防止について必要な措置を講じる

必要があります。 
下記のホームページは、感染症対策等に関する厚生労働省等のホームページになりますので、最新の情報を

随時確認し、事業所での対策に役立ててください。 
また、県及び各保険者のホームページ等にも、各種情報が掲載されていますので、参考にしてください。 

 

１ 衛生管理 

 ○社会福祉施設等における感染症等発生時に係る報告について 

  （平成17年２月22日老発第0222001号厚生労働省老健局長等連盟通知）   https://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou19/norovirus/dl/h170222.pdf 

○厚生労働省 高齢者介護施設における感染対策マニュアル（2019年３月） 
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/ninchi/index
_00003.html 

   

２ 新型コロナウイルス 

 〇新型コロナウイルス感染症の対応について（内閣官房) 

http://www.cas.go.jp/jp/influenza/novel_coronavirus.html 

〇新型コロナウイルス感染症について（厚労省） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000164708_00001.html 

〇新型コロナウイルスに関する Q＆A  

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/dengue_fever_qa_00001.html 

〇「新型コロナウイルスについての相談・受診の目安」を踏まえた対応について 

https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000597518.pdf 

〇新型コロナウイルスに関する帰国者・接触者相談センター 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/covid19-

kikokusyasessyokusya.html 

〇社会福祉施設等における新型コロナウイルスへの対応について（令和２年３月７日現在） 

 https://www.mhlw.go.jp/content/000605804.pdf 

 〇社会福祉施設等における感染拡大防止のための留意点について（令和２年３月６日現在） 

https://www.mhlw.go.jp/content/000605425.pdf 

〇社会福祉施設・事業所における新型インフルエンザ等発生時の業務継続ガイドライン 

 https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000108629.html 

※ 新型コロナウイルスの発生に備え、各事業所においても実際に新型コロナウイルスが発生したとき
に適切に対応できるよう「事業継続計画」を策定してください。事業継続計画の策定については、社

会福祉施設・事業所における新型インフルエンザ等発生時の業務継続ガイドライン等を参考にしてく

ださい。 

 

３ 新型インフルエンザ関連 

○厚生労働省：新型インフルエンザA(H1N1)pdm09対策関連情報 （２００９年時点） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/kekkaku-

kansenshou04/index.html 

○内閣官房：新型インフルエンザ等対策 

http://www.cas.go.jp/jp/influenza/index.html 

○厚生労働省：特定接種（国民生活・国民経済安定分野） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000108661.html 

〇社会福祉施設・事業所における新型インフルエンザ等発生時の業務継続ガイドライン 

 https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000108629.html 
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４ ノロウイルス 

○厚生労働省：感染性胃腸炎（特にノロウイルス）について 

https://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou19/norovirus/ 

○厚生労働省：ノロウイルスに関するＱ＆Ａ 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/shokuhin/syokuchu/kanren/yobou/

040204-1.html 

 

５ インフルエンザ 

○厚生労働省：令和元年度 今冬のインフルエンザ総合対策について 

https://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/influenza/index.html 

○厚生労働省：インフルエンザ施設内感染予防の手引き（平成25年11月改訂） 

https://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou01/dl/tebiki.pdf 

○厚生労働省：令和元年度インフルエンザＱ＆Ａ 

https://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou01/qa.html 
 

６ 結核 

 ○厚生労働省：結核（BCGワクチン） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/kekkaku-

kansenshou03/index.html 
 

７ レジオネラ症 

○厚生労働省：レジオネラ症を予防するために必要な措置に関する技術上の指針（厚生労働省告示第264号） 

https://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/kenkou/legionella/030725-1.html 

○厚生労働省：循環式浴槽におけるレジオネラ症発生防止対策マニュアルについて（令和元年12月17日改正） 

https://www.mhlw.go.jp/content/11130500/000577571.pdf 

 

８ 食中毒 

○厚生労働省：食中毒 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/shokuhin/syokuchu/ 
 

９ 麻しん（はしか）・風しん 

○厚生労働省：麻しんについて 

https://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/kekkaku-

kansenshou/measles/index.html 

○厚生労働省：風しんについて 

https://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/kekkaku-kansenshou/rubella/ 
 

10 熱中症 

○厚生労働省：熱中症関連情報 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/nettyuu/ 

○厚生労働省：熱中症予防のために（リーフレット） 

https://www.mhlw.go.jp/file/04-Houdouhappyou-10901000-Kenkoukyoku-

Soumuka/nettyuu_leaflet26.pdf 
 
  

11 ヒートショック 

○ヒートショックを予防しましょう 

 https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/heatshock2.html 

○東京都健康長寿医療センター研究所：ヒートショックを予防しましょう（リーフレット） 

https://www.tmghig.jp/research/cms_upload/heatshock.pdf 

- 10 -

https://www.mhlw.go.jp/content/11130500/000577571.pdf


 

 

 

12 ＨＩＶ／エイズについて 

 ○厚生労働省：ＨＩＶ／エイズ予防対策 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/kekkaku-kansenshou/aids/ 
 

13 大気汚染（PM2.5、光化学オキシダント等） 

○福岡県：福岡県の大気環境状況 
http://www.taiki.pref.fukuoka.lg.jp/homepage/Jiho/OyWbJiho01.htm 

○福岡県：微小粒子状物質（PM2.5）に係る注意喚起について 

https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/pm25-tyuuikanki.html 

○福岡県：【随時更新中】光化学オキシダント情報 

https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/ox-info.html 

 

○北九州市：PM2.5とは 

https://www.city.kitakyushu.lg.jp/kankyou/00600065.html 

○北九州市：黄砂について 

https://www.city.kitakyushu.lg.jp/kankyou/00600300.html 

 

○福岡市：福岡市PM2.5予測情報 

https://www.city.fukuoka.lg.jp/kankyo/k-hozen/life/kankyohozen/PM25information.html 

○福岡市：福岡市黄砂情報 

https://www.city.fukuoka.lg.jp/kankyo/k-hozen/life/kankyohozen/kousajouhou_2_2.html 

 

○久留米市：PM2.5・光化学オキシダント 

http://www.city.kurume.fukuoka.jp/1050kurashi/2100kankyougomi/3143pm25/ 

 

 

口腔ケアについて 

 

ここ数年、事業所からの事故報告で誤嚥による事故が多く見受けられます。誤嚥を防止するためには、 
日ごろからの口腔ケアが必要です。  福岡県では高齢者施設の施設職員を対象に専門的口腔ケアの手法の定着を図ることを目的に口腔ケア定着
促進事業に取り組んでいます。福岡県歯科医師会に委託し、毎年研修会を開催しています。 

 

また、下記のホームページは、口腔ケアに関するホームページになりますので、事業所での対策に役立て

てください。 
 

○要介護高齢者の口腔ケア ｅ-ヘルスネット（厚生労働省） 

 https://www.e-healthnet.mhlw.go.jp/information/teeth/h-08-003.html 

 

○8020推進財団 

https://www.8020zaidan.or.jp/index.html 
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新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
を
防
ぐ
に
は

ウ
イ
ル
ス
性
の
風
邪
の
一
種
で
す
。
発
熱
や
の
ど
の
痛
み
、
咳
が
長
引
く
こ
と
（
１
週
間

前
後
）
が
多
く
、
強
い
だ
る
さ
（
倦
怠
感
）
を
訴
え
る
方
が
多
い
こ
と
が
特
徴
で
す
。

感
染
か
ら
発
症
ま
で
の
潜
伏
期
間
は
1
日
か
ら
1
2
.5
日
（
多
く
は
5
日
か
ら
6
日
）
と
い
わ

れ
て
い
ま
す
。

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
は
飛
沫
感
染
と
接
触
感
染
に
よ
り
う
つ
る
と
い
わ
れ
て
い
ま
す
。

重
症
化
す
る
と
肺
炎
と
な
り
、
死
亡
例
も
確
認
さ
れ
て
い
る
の
で
注
意
し
ま
し
ょ
う
。

特
に
ご
高
齢
の
方
や
基
礎
疾
患
の
あ
る
方
は
重
症
化
し
や
す
い
可
能
性
が
考
え
ら
れ
ま
す
。

ま
ず
は
手
洗
い
が
大
切
で
す
。
外
出
先
か
ら
の
帰
宅
時
や
調
理
の
前
後
、
食
事
前
な
ど
に

こ
ま
め
に
石
け
ん
や
ア
ル
コ
ー
ル
消
毒
液
な
ど
で
手
を
洗
い
ま
し
ょ
う
。

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
と
は

日
常
生
活
で
気
を
付
け
る
こ
と

飛
沫
感
染

感
染
者
の
飛
沫
（
く
し
ゃ
み
、
咳
、
つ
ば
な
ど
）
と
一
緒
に
ウ
イ
ル

ス
が
放
出
さ
れ
、
他
の
方
が
そ
の
ウ
イ
ル
ス
を
口
や
鼻
な
ど
か
ら
吸

い
込
ん
で
感
染
し
ま
す
。

接
触
感
染

感
染
者
が
く
し
ゃ
み
や
咳
を
手
で
押
さ
え
た
後
、
そ
の
手
で
周
り
の

物
に
触
れ
る
と
ウ
イ
ル
ス
が
つ
き
ま
す
。
他
の
方
が
そ
れ
を
触
る
と

ウ
イ
ル
ス
が
手
に
付
着
し
、
そ
の
手
で
口
や
鼻
を
触
る
と
粘
膜
か
ら

感
染
し
ま
す
。

ひ
ま
つ

せ
き

け
ん
た
い
か
ん

発
熱
等
の
風
邪
の
症
状
が
見
ら
れ
る
と
き
は
、
学
校
や
会
社
を
休
ん
で
く
だ
さ
い
。

発
熱
等
の
風
邪
症
状
が
見
ら
れ
た
ら
、
毎
日
、
体
温
を
測
定
し
て
記
録
し
て
く
だ
さ
い
。

持
病
が
あ
る
方
、
ご
高
齢
の
方
は
、
で
き
る
だ
け
人
混
み
の
多
い
場
所
を
避
け
る
な
ど
、

よ
り
一
層
注
意
し
て
く
だ
さ
い
。

咳
な
ど
の
症
状
が
あ
る
方
は
、
咳
や
く
し
ゃ
み
を
手
で
押
さ
え
る
と
、
そ
の
手
で
触
っ
た

も
の
に
ウ
イ
ル
ス
が
付
着
し
、
ド
ア
ノ
ブ
な
ど
を
介
し
て
他
の
方
に
病
気
を
う
つ
す
可
能

性
が
あ
り
ま
す
の
で
、
咳
エ
チ
ケ
ッ
ト
を
行
っ
て
く
だ
さ
い
。

そ
の
他
、
ご
自
身
の
症
状
に
不
安
が
あ
る
場
合
な
ど
、
一
般
的
な
お
問
い
合
わ
せ
に
つ
い
て

は
、
次
の
窓
口
に
ご
相
談
く
だ
さ
い
。

こ
ん
な
方
は
ご
注
意
く
だ
さ
い

一
般
的
な
お
問
い
合
わ
せ
な
ど
は
こ
ち
ら

＜
都
道
府
県
の
連
絡
欄
＞

次
の
症
状
が
あ
る
方
は
「
帰
国
者
・
接
触
者
相
談
セ
ン
タ
ー
」
に
ご
相
談
く
だ
さ
い
。

風
邪
の
症
状
や
3
7
.5
℃
以
上
の
発
熱
が
４
日
以
上
続
い
て
い
る

（
解
熱
剤
を
飲
み
続
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
き
を
含
み
ま
す
）

強
い
だ
る
さ
（
倦
怠
感
）
や
息
苦
し
さ
（
呼
吸
困
難
）
が
あ
る

令
和
2
年
2
月
1
7
日
改
訂
版

h
tt
p
s:
//
w
w
w
.m
h
lw
.g
o
.j
p
/s
tf
/s
e
is
a
k
u
n
it
su
it
e
/b
u
n
y
a
/

ke
n
ko
u
_
ir
y
o
u
/c
o
v
id
1
9
-k
ik
o
k
u
sy
a
se
ss
y
o
k
u
sy
a
.h
tm
l

セ
ン
タ
ー
で
ご
相
談
の
結
果
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
の
疑
い
の
あ
る
場
合
に
は
、

専
門
の
「
帰
国
者
・
接
触
者
外
来
」
を
ご
紹
介
し
て
い
ま
す
。

マ
ス
ク
を
着
用
し
、
公
共
交
通
機
関
の
利
用
を
避
け
て
受
診
し
て
く
だ
さ
い
。

「
帰
国
者
・
接
触
者
相
談
セ
ン
タ
ー
」
は
す
べ
て
の
都
道
府
県
で
設
置
し
て
い
ま
す
。

詳
し
く
は
以
下
の
U
R
L
ま
た
は
Q
R
コ
ー
ド
か
ら
ご
覧
い
た
だ
け
ま
す
。

※
高
齢
者
や
基
礎
疾
患
等
の
あ
る
方
は
、
上
の
状
態
が
２
日
程
度
続
く
場
合

聴
覚
に
障
害
の
あ
る
方
を
は
じ
め
、
電
話
で
の
ご
相
談
が
難
し
い
方
FA
X
0
3
-3
5
9
5
-2
7
5
6

厚
生
労
働
省
相
談
窓
口
電
話
番
号
0
1
2
0
-5
6
5
6
5
3
（
フ
リ
―
ダ
イ
ヤ
ル
）

受
付
時
間
9
:0
0
～
2
1
:0
0
（
土
日
・
祝
日
も
実
施
）
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一
般
的
な
こ
と
に
関
す
る
ご
相
談

 

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
に
関
す
る
一
般
的
な
相
談
は
、
下
記
相
談
窓
口
で
対
応
し
て
い
ま
す
。
 

福
岡
県
庁
が
ん
感
染
症
疾
病
対
策
課
感
染
症
対
策
係
０
９
２
－
６
４
３
－
３
２
８
８

 

（
対
応
時
間
は
、
平
日
８
時
３
０
分
か
ら
１
７
時
１
５
分
）

 

フ
ァ
ク
シ
ミ
リ
番
号
 

0
9
2
-6

4
3
-3

3
3
1

 

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
が
疑
わ
れ
る
場
合
の
受
診
・
相
談
に
つ
い
て

 

 県
で
は
、
各
保
健
所
に
「
帰
国
者
・
接
触
者
相
談
セ
ン
タ
ー
」
を
設
置
し
て
い
ま
す
。
「
帰

国

者
・
接
触
者
相
談
セ
ン
タ
ー
」
で
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
が
疑
わ
れ
る
方
の
相
談

を
受
け
付
け
て
い
ま
す
。
 

下
記
の
症
状
が
あ
る
場
合
は
、
同
セ
ン
タ
ー
に
ご
相
談
く
だ
さ
い
。

 

 
１
 
風
邪
の
症
状
や
３
７
．
５
℃
以
上
の
発
熱
が
４
日
以
上
続
い
て
い
る
（
解
熱
剤
を
飲
み

続
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
き
を
含
み
ま
す
）
 

 
２
 
つ
よ
い
だ
る
さ
（
倦
怠
感
）
や
息
苦
し
さ
（
呼
吸
困
難
）
が
あ
る

 

＊
高
齢
者
や
基
礎
疾
患
等
の
あ
る
方
は
、
上
記
の
状
態
が
２
日
程
度
続
く
場
合

 

セ
ン
タ
ー
で
ご
相
談
の
結
果
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
の
疑
い
が
あ
る
場
合
に
は
、「

帰

国
者
・
接
触
者
外
来
」
を
ご
紹
介
し
て
い
ま
す
。
マ
ス
ク
を
着
用
し
、
公
共
交
通
機
関
の
利
用

を
避
け
て
受
診
し
て
く
だ
さ
い
。
 

 

県
域
保
健
所
（
帰
国
者
・
接
触
者
相
談
セ
ン
タ
ー
）
の
連
絡
先
一
覧
 

保
健
所
名
 

電
話
番
号

 
夜
間
・
休
日

 

筑
紫
保
健
福
祉
環
境
事
務
所
 

0
9
2
-7

0
7
-0

5
2
4
 

  福
岡

県
保

健
所

夜

間
休
日
 

緊
急
連
絡
番
号
 

0
9
2
-4

7
1
-0

2
6
4
 

粕
屋
保
健
福
祉
事
務
所
 

0
9
2
-9

3
9
-1

7
4
6
 

糸
島
保
健
福
祉
事
務
所
 

0
9
2
-3

2
2
-5

5
7
9
 

宗
像
・
遠
賀
保
健
福
祉
環
境
事
務
所

 
0
9
4
0
-3

6
-6

0
9
8
 

嘉
穂
・
鞍
手
保
健
福
祉
環
境
事
務
所

 
0
9
4
8
-3

2
-4

9
7
2
 

田
川
保
健
福
祉
事
務
所
 

0
9
4
7
-4

2
-9

3
7
9
 

北
筑
後
保
健
福
祉
環
境
事
務
所
 

0
9
4
6
-2

2
-9

8
8
6
 

南
筑
後
保
健
福
祉
環
境
事
務
所
 

0
9
4
4
-6

8
-5

2
2
4
 

京
築
保
健
福
祉
環
境
事
務
所
 

0
9
3
0
-2

3
-3

9
3
5
 

       

北
九
州
市
、
福
岡
市
及
び
久
留
米
市
に
お
住
い
の
方
は
各
市
の
保
健
所
に
設
置
し
て
い
る
「
帰

国
者
・
接
触
者
相
談
セ
ン
タ
ー
」
ご
相
談
く
だ
さ
い
。
 

 

各
市
保
健
所
（
帰
国
者
・
接
触
者
相
談
セ
ン
タ
ー
）

 

保
健
所
名

 
電
話
番
号
 

夜
間
・
休
日

 

北
九
州

市
新

型
コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル
ス

専
用

ダ
イ
ヤ
ル
 

0
9
2
-5

2
2
-8

7
4
5
 

(2
4
時
間
対
応

) 
 

＊
F

A
X
番

号
：

0
9
3
-5

2
2
-

8
7
7
5

 

 
 

 

″
 

福
岡
市
東
区
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー
 

 

0
9
2
-6

4
5
-1

0
7
8
 

         中
央
区
夜
間
相
談
員

 

0
9
2
-7

6
1
-7

3
6
1
 

 

福
岡
市
博
多
区
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー

 

  

0
9
2
-4

1
9
-1

0
9
1
 

福
岡
市
中
央
区
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー

 

 

0
9
2
-7

6
1
-7

3
4
0
 

福
岡
市
南
区
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー
 

 

0
9
2
-5

5
9
-5

1
1
6
 

福
岡
市
城
南
区
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー

 

 

0
9
2
-8

3
1
-4

2
6
1
 

福
岡
市
早
良
区
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー

 

 

0
9
2
-8

5
1
-6

0
1
2
 

福
岡
市
西
区
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー
 

 

0
9
2
-8

9
5
-7

0
7
3
 

久
留
米

市
新

型
コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル
ス

相
談

セ
ン
タ
ー
 

0
9
4
2
-3

0
-9

3
3
5
 

0
9
4
2
-3

0
-9

0
0
0
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1

地域密着型サービスの運営全般について

 地域密着型サービスの一般原則 他

身体拘束について

 ハラスメント対策について

令和２年５月

久留米市健康福祉部介護保険課 育成・支援チーム

久留米市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運

営等の基準に関する条例（平成２４年１２月１４日久留米市

条例第４１号）

 第３条 指定地域密着型サービス事業者は、利用者の意思及び人格

を尊重して、常に利用者の立場に立ったサービスの提供に努めなけ

ればならない。

 ２ 指定地域密着型サービス事業者は、指定地域密着型サービスの

事業を運営するに当たっては、地域との結び付きを重視し、市町村

（特別区を含む。以下同じ。）、他の地域密着型サービス事業者又

は居宅サービス事業者（居宅サービス事業を行う者をいう。以下同

じ。）その他の保健医療サービス及び福祉サービスを提供する者と

の連携に努めなければならない。

指定地域密着型サービスの事業の一般原則

2
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 ３ 指定地域密着型サービス事業者は、利用者の人権の擁護、虐

待の防止等のため、責任者を設置する等必要な体制の整備を行う

とともに、その職員に対し、研修を実施する等の措置を講ずるよ

う努めなければならない。

 ４ 指定地域密着型サービス事業者は、その社会的責任に鑑み、

暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成

３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下

同じ。）又は暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関

する法律第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）

と密接な関係を有してはならない。

 第４条 法第７８条の２第４項第１号の規定により条例で定める

者は、法人（当該法人の役員が暴力団員であるもの及び暴力団又

は暴力団員と密接な関係を有するものを除く。）であることとす

る。

指定地域密着型サービスの事業の一般原則

3

 暴力団の排除
市民の安全・安心の確保を図るため、暴力団排除に関する

規定を追加。

 人権の尊重
利用者の人権の擁護、虐待の防止等のための必要な措置を

講じるよう努めることを一般原則や基本方針に追加。

 非常災害対策
具体的な災害の種類を明記し、それぞれの災害を想定した

対応計画を作成。

（指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所は除く。）

久留米市独自基準について

4
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 サービス提供の記録等の保存期間

過払いの場合（不正請求の場合を含まない。）の返還請求の

消滅時効が５年であることから、請求の根拠となる資料（サー

ビス計画、サービス提供の記録等）については、保存期間を

サービス費（保険給付）の支給の日から５年間とする。

 地域密着型介護老人福祉施設の居室定員

市長が特に認める場合は４人以下とすることができる規定の

追加（ユニット型を除く。）

 住宅地の定義

小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護及び看

護小規模多機能型居宅介護サービスの設備基準に住宅地要件を

追加。

久留米市独自基準について

5

７サービス１８９事業所（令和２年４月１日現在）

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護・・・・・１０

 認知症対応型通所介護・・・・・・・・・・・１５

(単独型５、共用型１０)

 小規模多機能型居宅介護・・・・・・・・・・４１

 認知症対応型共同生活介護・・・・・・・・・５２

 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護・１９

 看護小規模多機能型居宅介護・・・・・・・・１２

 地域密着型通所介護・・・・・・・・・・・・４０

6

市内の指定地域密着型サービスの事業所数
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 全サービス共通
・提出時、年度の記載がない

⇒ いつの年度かわかるよう、必ず記載してください

 グループホーム
・評価結果確定日、訪問調査日の記載がない
・評価結果確定日が未確定のまま

⇒ 評価結果が確定してから、提出してください

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護
・実施日、事業所名の記載がない

7

外部評価の提出について

ご提出の際は、下記のよくある記載もれにご注意ください。

 小規模多機能型居宅介護
・自己評価シートに、実施日、メンバーの記載がない

⇒ 実施日が複数ある場合は、期間でも構いません

・自己評価シートで、メンバーの無回答が多い
⇒ 無回答をさけるよう、メンバーに伝えましょう

・自己評価シートのできる点、できない点の記載がない
⇒ できる点、できない点の両方を記載します

 看護小規模多機能型居宅介護
・実施日の記載がない

8

外部評価の提出について

外部評価は、一般に公表するものです。多くの方にわかって

もらえるように、提出前にもう一度、再確認ください。
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身体拘束について

9

身体拘束禁止規定と高齢者虐待

・介護保険施設等では、利用者本人や他の利用者等の生命や

身体を保護するために「緊急やむを得ない」場合を除いて、

身体拘束その他の行動制限は原則禁止（基準条例による）

・本人への精神的苦痛・身体機能の低下等の大きな弊害

・家族・親族等への精神的苦痛、ケアを行う側の士気の低下

「緊急やむを得ない」場合を除いて、

身体拘束は原則すべて高齢者虐待に該当

10

身体拘束禁止規定と高齢者虐待の関係
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1. 身体的弊害

11

身体拘束はなぜ問題なのか？

 関節の拘縮筋力の低下
 身体機能の低下
 食欲の低下
 心肺機能の低下
 感染症への抵抗力の低下

 圧迫部位の褥創の発生
 ベッド柵の乗り越えによる
転落事故

 車いすからの無理な立ち上
がりによる、事故等の発生
リスク大

2. 精神的弊害

12

身体拘束はなぜ問題なのか？

 意思に反して行動を抑制されることに
よる屈辱、あきらめ、怒り等
⇒せん妄等認知症症状の悪化、
精神的苦痛、尊厳の侵害

 家族への精神的ダメージ
⇒入所させたことに対する罪悪感、
怒り、後悔

 安易な拘束が常態化することによる
従事者の士気・対応スキルの低下
⇒介護の質低下

3. 社会的弊害 介護保険事業所、施設等に対する
社会的な不信、偏見
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① 徘徊しないように、車いすやイス、ベッドに体幹や四肢を

ひも等で縛る

② 転落しないように、ベッドに体幹や四肢をひも等で縛る

③ 自分で降りられないように、ベッドを柵（サイドレール）

で囲む

④ 点滴・経管栄養等のチューブを抜かないように、四肢をひ

も等で縛る

⑤ 点滴・経管栄養等のチューブを抜かないように、または皮

膚をかきむしらないように、手指の機能を制限するミトン

型の手袋等をつける

⑥ 車いすや椅子からずり落ちたり、立ち上がったりしないよ

うに、Ｙ字型拘束帯や腰ベルト、車いすテーブルをつける13

身体拘束の対象となる行為

⑦ 立ち上がる能力のある人の、立ち上がりを妨げるような

イスを使用する

⑧ 脱衣やおむつはずしを制限するために、介護衣（つな

ぎ服）を着せる

⑨ 他人への迷惑行為を防ぐために、ベッドなどに体幹や

四肢をひも等で縛る

⑩ 行動を落ち着かせるために、向精神薬を過剰に服用さ

せる

⑪ 自分の意思で開けることのできない居室等に隔離する

14

身体拘束の対象となる行為
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組織のトップである経営者や管理者が、「身体拘束廃止」を決

意し、現場をバックアップする方針を徹底する。

これにより、現場スタッフは安心して身体拘束廃止に向け取

り組むことができる。

15

身体拘束廃止に向けてなすべき５つの方針

一、トップが決意し、施設や病院が一丸となって取り組む

身体拘束の弊害をしっかり認識し、どうすれば廃止できるの

かをトップも含めスタッフ間で十分議論する。その際に最も大

事なのは「利用者中心」という考え方である。

二、みんなで議論し、共通の意識をもつ

一人ひとりの高齢者について、もう一度、心身の状態を正確に

アセスメントし、身体拘束をしない状態を追求する。

問題行動がある場合も、そこには何らかの原因がある場合も

多く、その原因を取り除くことが大切である（職員の言葉かけ、

対応が適切か？利用者が不安や苦痛を感じていないか？）

16

身体拘束廃止に向けてなすべき５つの方針

三、身体拘束を必要としない状態の実現をめざす

手すりをつける、利用者の動線に物を置かない、ベッドの高

さを調整するなどの工夫。スタッフ全員で助け合える柔軟性の

ある応援態勢を確保する。

四、事故の起きない環境を準備し、柔軟な応援態勢を確保する
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本当に代替する方法はないのかを、真剣に検討する。「仕方が

ない」とみなされて拘束されている人はいないか。解決方法が

得られない場合には、外部の研修会に参加したり、参考書など

必要な情報を入手し参考にする。

基準条例上、身体拘束が認められているのは「生命又は身体

を保護するため緊急やむを得ない場合」である。

極めて限定的に考え、すべての場合について身体拘束を廃止

していく姿勢を堅持する。

17

身体拘束廃止に向けてなすべき５つの方針

五、常に代替的な方法を考え、
身体拘束するケースは極めて限定的に

「切迫性」「非代替性」「一時性」の３つの要件を満たし、

かつ、それらの要件の確認等の手続きが極めて慎重に実施

されているケースに限られる。

18

緊急やむを得ない場合の対応

■基準条例における身体拘束禁止規定

「サービスの提供にあたっては、当該入所者（利用者）又は

他の入所者（利用者）の生命又は身体を保護するため緊急や

むを得ない場合を除き、身体的拘束その他入所者（利用者）

の行動を制限する行為を行ってはならない」
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① ３つの要件をすべて満たすことが必要

● 切迫性

利用者本人または他の利用者等の生命または

身体が危険にさらされる可能性が著しく高いこと

【判断の留意点】

「切迫性」の判断を行う場合には、身体拘束を行うことにより

本人の日常生活等に与える悪影響を勘案し、それでもなお、身体

拘束を行うことが必要となる程度まで利用者本人等の生命または

身体が危険にさらされる可能性が高いことを確認する必要がある

19

緊急やむを得ない場合の対応

● 非代替性

身体拘束その他の行動制限を行う以外に、

代替する介護方法がないこと

【判断の留意点】

「非代替性」の判断を行う場合には、いかなるときでも、

まずは身体拘束を行わずにすべての方法の可能性を検討し、

利用者本人等の生命または身体を保護する観点から、他に代

替手法が存在しないことを複数のスタッフで確認する必要が

ある。また、拘束の方法自体も、本人の状態像等に応じて最

も制限の少ない方法により行わなければならない。

20

緊急やむを得ない場合の対応
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● 一時性

身体拘束その他の行動制限が一時的なもの

【判断の留意点】

「一時性」の判断を行う場合には、本人の状態像等に応じ

て必要とされる最も短い拘束期間・拘束時間を想定する必要

がある。

21

緊急やむを得ない場合の対応

② 手続きの面でも慎重な取り扱いが求められる
○「緊急やむを得ない場合」に該当するかどうかの判断は、「身体拘

束廃止委員会」等において協議するなど、施設全体としての判断

を行う。

○ 利用者本人や家族に対して、身体拘束の内容、目的、理由、拘束

の時間帯、期間等をできる限り詳細に書面をもって説明し、十分

な理解を得る。入所時や利用開始時に「必要な身体拘束を行う」

等の包括的な同意をもらっている場合においても、身体拘束を行

う時点で個別に説明を行う。

○ 緊急やむを得ず身体拘束を実施した場合、「緊急やむを得ない場

合」に該当するか常に観察、再検討し、要件に該当しなくなった

場合には直ちに解除すること。
22

緊急やむを得ない場合の対応
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③ 身体拘束に関する記録が義務づけられている

※①～③の適正な手続きがないままに行う身体拘束は、

高齢者虐待に該当します。

23

緊急やむを得ない場合の対応

■基準条例

「身体拘束等を行う場合には、その態様、時間、その際の利

用者の心身の状況、緊急やむを得なかった理由を記録しなけ

ればならない」

（２年間の記録の保存義務）

何もせずに車椅子に長時間座らせられたら…

何日間も手袋をはめさせられたら…

ベッドにひもで縛られ、自由を奪われたら…

自分の意思に反し、薬を飲まされたら…

家族から「危ないから身体を拘束する」と
言われたら…

24

あなたなら・・・
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？ 身体拘束をやむを得ず行う理由は・・・

徘徊、他者への迷惑行為、転倒防止、かきむしり など

これらの行為には、その人なりの理由や原因があり、ケアする

側の関わり方や環境に問題があることも少なくない。

その人なりの理由や原因を探り、除去するケアが必要。

25

身体拘束をせずに行うケア・３つの原則

《１》身体拘束を誘発する原因を探り、除去する

①起きる、②食べる、③排泄する、④清潔にする、⑤活動する

これら基本的なケアを十分に行い、生活のリズムを整える。

個々の状態に合わせた個人ごとの適切なケアを検討する。

《２》５つの基本的ケアを徹底する

身体拘束の廃止を実現していく取り組みは、介護施設等

におけるケア全体の向上や、生活環境の改善のきっかけ

となり得る。

「身体拘束廃止」を最終ゴールとせず、身体拘束

を廃止していく過程で出てきた課題を真摯に受け

止め、より良いケアの実現を目指す。

26

身体拘束をせずに行うケア・３つの原則

《３》身体拘束廃止をきっかけに「より良いケア」の実現を

（出典：身体拘束ゼロへの手引きより引用）
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負担やストレス・組織風土の改善

「負担の多さ」

の問題への対策

①柔軟な人員配置を検討する

②効率優先や一斉介護・流れ作業を見直し、個別ケア
を推進する

③もっとも負担が高まる夜勤時に特段の配慮を行う

「ストレス」

の問題への対策

①職員のストレスを把握する

②上司や先輩が積極的に声をかけ悩みを聞く

「組織風土」

の問題への対策

①組織的な対策に１つずつ丁寧に取り組んでいく

②取り組みの過程を職員間で体験的に共有する

③負担の多さやストレスへの対策を十分にはかる

（出典：認知症介護研究・研修仙台センター高齢者虐待防止教育システムより引用）
27

不適切なケアの防止策

（各サービス）事業者は、

要介護者の人格を尊重するとともに、

この法律に基づく命令を遵守し、要介護者のため

に忠実にその職務を遂行しなければならない

と定められており、

この義務に違反したと認められる場合は、

指定の取り消し等をすることができる

28

高齢者虐待と判断された場合

介護保険法では・・・

と定められています。
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概要 詳細

身体的虐待

虐待防止措置
義務違反

通報義務違反

職員が利用者に対し頭や首を押さえ込み頬をはたく、頭を叩くな
どの身体的虐待を行った。メンタルヘルスケア等に関する取り組
み、苦情体制の整備、危機管理体制の整備が行われていなかった
等、高齢者虐待を適切に防止する措置を怠った。利用者に対する
身体的虐待の事実について、市へ通報することを怠った。

身体的虐待
虐待防止措置
を怠った

職員が入所者１名に対して身体的虐待を行った。また、これとは
別に当該職員以外の職員が別の入所者１名に対して虐待を行った。
高齢者虐待防止に関する職員研修が徹底されていなかったこと、
多職種協同によるチームケアの取り組み不十分であること、施設
としての危機管理体制も不十分であること等、高齢者虐待を適切
に防止するための措置を怠った。

身体的虐待

心理的虐待

職員が入所者の入浴時に当人が抵抗した際、頭をたたいた。また、
入居者に対して強い口調とともに頬や背中をたたいた。複数の介
護職員が入居者を怒鳴りつけたり暴言を吐いた。

29

※処分理由はすべて「人格尊重義務違反」
での指定取消、一部効力停止です。

実際の処分事例

概要 詳細

身体的虐待

心理的虐待

職員が入居者のオムツ交換時に当人が抵抗した際、おとなしくさせ
るため鼻をつまむなど複数回あった。複数の介護職員が入居者を怒
鳴りつけていた。

身体的虐待

心理的虐待

虐待防止措置
を怠った

職員1名が利用者を侮辱する発言の心理的虐待と、身体をたたくな
どの身体的虐待を行った。また、職員１名が利用者を侮辱・威嚇す
る発言の心理的虐待を行った。高齢者虐待防止に関する職員研修が
徹底されていなく、高齢者虐待を防止するための措置を怠った。

長時間にわた
る拘束・睡眠
剤服用・放置
等・無資格者
による経管栄
養及び虚偽の
答弁

車いす利用者に対し、長時間にわたり拘束ベルトにより拘束し、ま
た、夜間入眠しない一部利用者には睡眠剤を服用させ、就眠しない
利用者は車いすに拘束したまま放置等していた。利用者２名に対し
て登録を受けないまま無資格者が経鼻経管栄養を実施していた。そ
の事実について、管理者は虚偽の答弁を繰り返し、また、従業者に
対し虚偽の報告をするよう指示した。

30

実際の処分事例 ※処分理由はすべて「人格尊重義務違反」
での指定取消、一部効力停止です。
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グループホーム
密着型介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）

31

身体拘束廃止未実施減算

身体的拘束等の適正化を図るため、
次に掲げる措置を講じなければなりません。

一．身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、

その際の入所者の心身の状況、並びに緊急やむを得

ない理由を記録すること。

32

身体拘束廃止未実施減算

二．身体的拘束等の適正化のための対策を検討

する委員会 を、３月に1回以上開催するとと

もに、その結果について、介護職員その他従業者に

周知徹底を図ること。

（グループホーム、密着型介護老人福祉施設においては、運

営推進会議を活用することができる）
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33

身体拘束廃止未実施減算

三．身体的拘束等の適正化のための指針を整備

すること。

四．介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適

正化のための研修を定期的に実施すること。

基準を満たさない場合においては、

身体的拘束廃止未実施減算として、

所定単位数の100分の10に相当する単位数を

所定単位数から減算する。

介護現場におけるハラスメント対策

34

この資料は平成30年度厚生労働省老人保健健康増進等事業により、平成３１年３月に株式会
社三菱総合研究所より発行された「介護現場におけるハラスメント対策マニュアル」より作成
しています
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○身体的暴力

身体的な力を使って危害を及ぼす行為

（職員が回避したため危害を免れたケースを含む）

例・コップをなげつける

・蹴られる、たたかれる

・手を払いのけられる

・手をひっかく、つねる

・唾を吐く など

35

マニュアルにおけるハラスメントの定義①

○精神的暴力

個人の尊厳や人格を言葉や態度によって傷つけたり、
おとしめたりする行為

例・怒鳴る

・気に入っている職員以外に批判的な言動をする

・威圧的な態度で文句を言い続ける

・「この程度できて当然と」理不尽なサービスを

要求する

・家族が利用者の発言をうのみにし、理不尽な要

求をする

・特定の介護職員にいやがらせをする など
36

マニュアルにおけるハラスメントの定義②
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○セクシャルハラスメント

意に添わない性的誘いかけ、好意的態度の要求等

性的ないやがらせ行為

例・必要もなく手や腕をさわる

・抱きしめる

・入浴介助中、あからさまに性的な話をする

・サービス提供に無関係に下半身を見せる

・卑猥な言動を繰り返す など

37

マニュアルにおけるハラスメントの定義③

出典：「訪問看護師・訪問介護員が受ける暴力等対策マニュアル（公益社団法人
兵庫県看護協会、兵庫県）」をもとに三菱総合研究所が作成

介護現場における利用者や家族等による
ハラスメントの実態（調査研究事業の実態調査より）

１ ハラスメントの実態

利用者や家族等から、ハラスメントを受けた経験のある職員は、

サービス種別により違いがあるものの、利用者からでは４～7割

家族等からでは1～3割となっている。

・地域密着型サービスでは

利用者から 介護老人福祉施設（密着特養含む） ７１％

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 ６１％

認知症対応型通所介護 ６４%

家族等から 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 ２７％

小規模多機能型居宅介護 ２２％

看護小規模多機能型居宅介護 ２０％

訪問系サービスは、「精神的暴力」の割合が高い傾向が見られ、

入所系は「身体的暴力」と「精神的暴力」がいずれも高い傾向

となっている。

38

- 33 -



20

２ ハラスメントによる職員への影響
ハラスメントを受けたことにより、
・けがや病気になった職員 1～2割
・仕事をやめたいと思ったことのある職員 ２～４割
となっている。

３ ハラスメントの発生要因や取り組みに向けた課題
①管理者等から見た発生要因
・利用者、家族等の生活又は生活暦
・利用者、家族等がサービスの範囲を理解していないから
・利用者、家族等がサービスへの過剰な期待をしているから
・利用者、家族等の認知症等の病気又は障害によるもの
が上位に考えられるとなっている。

未然防止や解決に向けた取り組みを行う上での課題
・ハラスメントかどうかの判断が難しい

39

介護現場における利用者や家族等による
ハラスメントの実態（調査研究事業の実態調査より）

②ヒアリングによる職員からの意見（発生要因等）

・ハラスメントを受けても管理者等が十分に話を聞くことが

できていない

・職員の側に問題があるかのように対応するケースがある

・ハラスメントを受けたことを相談しにくい雰囲気が職場に

ある

・自分さえ我慢すればおさまる

・自分が未熟だから等と考え、ハラスメントを受けても自分

の中だけで抱え込んでしまいがちになる

介護の現場で働く人は親切な人が多く、そのことが
我慢につながっている面もあるのではないか･･･。

40

介護現場における利用者や家族等による
ハラスメントの実態（調査研究事業の実態調査より）
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４ 介護事業者のハラスメントの把握状況と職員の相談状況
・3～5割程度の事業者がハラスメントの発生を把握しており、
1割程度の事業者がハラスメントの有無を把握できていない。

・ハラスメントを受けた際に些細な内容でも相談したケースは
２～5割程度、相談しなかったケースは２～４割程度。

５ 介護事業者におけるハラスメントへの対応
①防止対策
・利用者・家族等の様々な状況からハラスメントのリスクを施
設事業所内で検討する体制整備

・特定の職員が長期間固定して特定の利用者を担当しない
・同性介助が実施できるような職員配置
・ハラスメントの発生ケースを振返り施設・事業所内で再発防
止を検討する体制整備

などの取り組みが行われている。

41

介護現場における利用者や家族等による
ハラスメントの実態（調査研究事業の実態調査より）

②発生時の対応方法

・施設・事業所として把握した際、事実確認を行う

・職員と具体的対応について話し合う場を設定する

・職員に今後の対応について明確に示す

・利用者・家族等と速やかに話し合いを行い、再発防止策を検

討する

などの取り組みが行われている。

③職員が事業者に希望する対応

・相談しやすい体制と今後の対応への明確な方針の提示

・事業者内での情報共有

・利用者・家族等への啓発や再発防止の働きかけ

が特に求められている。

42

介護現場における利用者や家族等による
ハラスメントの実態（調査研究事業の実態調査より）
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１ ハラスメント対策の必要性

ハラスメントは、暴行罪、傷害罪、脅迫罪、強制わいせつ罪
等の刑事法の構成要件に該当しうる行為です。

事業者は、労働契約法に定められる職員に対する安全配慮義
務等があることから、その責務として利用者、家族等からのハ
ラスメントに対応する必要があります。

ハラスメント対策は介護職員を守るだけでなく、利用者にと
っても介護サービスの継続的で円滑な利用にも繋がる重要な対
策です。

※著しい迷惑行為を行っていると認識していない人が中には

いること、疾患、障害、生活困難などを抱えており、心身

が不安定な人もいることには留意した上で、客観的に発生

の有無を捉え、再発防止策を講じることが必要です。

43

介護現場におけるハラスメント対策の必要性等

２ ハラスメント対策の基本的な考え方

・職員による利用者への虐待行為と同様、介護現場における権

利侵害として捉える。

・適切なケア技術の習得に向けた研修、疾病や障害等に関する

共同学習の機会提供等により様々なトラブルの防止につなげ

る。

・医師等の他職種、法律の専門家、行政、地域包括支援セン

ター、警察等とも連携して毅然と取り組む。

・対応経過等について、できるだけ正確に事実を捉えた上で、

事業所全体でよく議論し、ケースに沿った対策を立てる。

44

介護現場におけるハラスメント対策の必要性等
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１ ハラスメントに対する事業者としての基本方針の決定

ハラスメントに対する基本的な考え方やその対応について事業

運営の基本方針として決定し、それに基づいた取り組み等を行

う。例えば、

・ハラスメントは組織として許さない

・職員による虐待と職員へのハラスメントはどちらもあっては

ならない など。

２ 基本方針の職員、利用者及び家族等への周知

基本方針を職員と共有するとともに、事業所内での意識の統一

を図る。また、契約時等に利用者や家族等にも周知していく。

45

事業者が具体的に取り組むべきこと

３ マニュアル等の作成・共有

未然防止のための対応マニュアルの作成・共有、管理者等の役

割の明確化、発生した場合の対処方法等のルールの作成・共有

などの取り組み。職員の意見も取り入れつつ、適宜見直しや更

新を行う。

４ 報告・相談しやすい窓口の設置

明らかなハラスメントが発生した場合だけでなく、可能性があ

ると思われる場合も含め、報告、相談をしやすい窓口を設置し

周知する。

46

事業者が具体的に取り組むべきこと
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47

５ 介護保険サービスの業務範囲等のしっかりとした理解と統一
介護保険のサービスの範囲を理解し、その対応や説明方法の事
業者内での統一を図り、契約範囲外のサービスが強要されない
ようにする。

６ ＰＤＣＡサイクルの考え方を応用した対策等の更新
発生したハラスメント事案について、背景などをできるだけ把
握し、それを踏まえて体制や対策等を適宜見直していく。

※PDCAサイクル：Plan（計画）、Do（実行）、Check（評価）、Act（改善）
を継続的に行い改善していくこと。

事業者が具体的に取り組むべきこと

○利用者・家族等に対する周知にあたって

・周知にあたっては、例えば「著しい迷惑行為」などわかり

やすい表現を用いる。

・文書で渡すだけでなく、読み上げて説明するなど、相手に

伝わり、理解いただける方法で行う。

・安心してサービスを受けられるよう、虐待防止やケア技術

の向上に努めていることも伝える。

・場合によっては、医師やケアマネなど第三者の協力を得な

がら繰り返し伝える。

48

取り組みのポイント《周知》
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○発生した場合の初期対応及び発生後の対応

・職員の安全を第一に、即座に対応する。そのために「初動

マニュアル」のようなものを整備することも有効です。

・的確に状況を判断した上で、できる限り早く、職員はもと

より、関係する利用者や家族等に対応していく。

※早期に対応することは、状況のさらなる悪化を防ぐのに

有効です。

○発生後の対応

・ハラスメントが発生した原因や経過をできるだけ明らかに

する。

・被害者である職員の心のケアや従業上の配慮等をしっかり

と行う。

49

取り組みのポイント《対応》

○管理者等への過度な負担の回避

ハラスメントが生じた場合は、管理者等がハラスメントの当

事者と相対することになり、また、ハラスメントが生じた、

あるいは生じる懸念のある利用者や家族等を管理者等が担当

することになるケースもあるとの意見もあります。

このため、現場の管理者等に過度な負担がかからないよう、

法人の代表等、組織的に関与する体制を構築することが重要

です。

50

取り組みのポイント《組織としての対応》
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○必要な情報の周知徹底

・職員に、事業者としてのハラスメントに対する基本的な考

え方をわかりやすく、適切に伝える。

・日々の業務が忙しく、情報の周知に十分な時間を確保でき

ない場合でも資料を配布するだけではなく、基本的には対

面で説明を行い、質疑や意見交換を十分に行う。

※基本的な姿勢や取り組みを職員に伝えることにより、

職員が安心して働ける環境であると感じさせること

が重要。

51

取り組みのポイント《職員の対応》

○介護保険サービスの業務範囲の適切な理解の促進

・職員が、介護保険サービスにおいて提供できるサービスの

内容や範囲を適切に理解し、どの職員でも利用者・家族等

への対応や説明ができるようにする。

・介護保険サービスの仕組みや内容、特に提供できるサービ

スの範囲や要件、利用者・家族等への説明の仕方などにつ

いて、しっかりと学ぶ機会を提供する。

○職員への研修の実施、充実

・疾病による影響などに関する研修などを定期的に開催。

・新人職員に対する研修プログラムとして位置づける。

・管理者等を対象とした外部も含めた専門的な研修の実施。

52

取り組みのポイント《職員育成、研修》
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53

○行政や他職種・関係機関との連携
ハラスメントを繰り返す利用者や家族等に対し、特定の利
用者のみがその影響を過度に受けることは望ましくありま
せん。そのためにも、個人情報の取り扱いは十分に留意し
たうえで、日頃から他職種・関係機関と連携できる体制を
築いておくことが重要です。

（連携の例）
・久留米市
・地域包括支援センター
・医師
・介護支援専門員、他のサービス提供事業者
・警察 など

取り組みのポイント《連携》

職員による虐待と職員へのハラスメントは、人の尊厳や
心身を傷つけるものであり、どちらもあってはならないこ
とです。

だれもが安心して住みなれた地域で安心して暮らし続け
ることができる「住みやすさ日本一」の久留米を目指す上
では、介護現場の皆様が適切なケア技術を発揮し、利用者
・家族等から尊重され、安心して働ける職場環境を構築さ
れることが重要であると考えます。

ハラスメントの原因は、複合的な課題を抱えている場合
など、多岐に渡ると考えられます。安易な契約解除となら
ないように、判断に迷う場合は、介護保険課へご相談くだ
さい。共に考え、できる限りの支援に努めます。

54

おわりに

- 41 -



1

介護サービス
事故報告について

令和２年５月

久留米市健康福祉部介護保険課 育成・支援チーム

（事故発生の防止及び発生時の対応）

第１７８条 指定地域密着型介護老人福祉施設は、事故の発生又はその再発を防止す
るため、次の各号に定める措置を講じなければならない。

（１）事故が発生した場合の対応、次号に規定する報告の方法等が記載された事故発
生の防止のための指針を整備すること。

（２）事故が発生した場合又はそれに至る危険性がある事態が生じた場合に、当該事
実が報告され、その分析を通した改善策について、従業者に周知徹底を図る体制
を整備すること。

（３）事故発生の防止のための委員会及び従業者に対する研修を定期的に行うこと。

２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者に対する指定地域密着型介護老人福
祉施設入所者生活介護の提供により事故が発生した場合は、速やかに市町村、入
所者の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。

３ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、前項の事故の状況及び事故に際して採った
処置について記録しなければならない。

４ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者に対する指定地域密着型介護老人福
祉施設入所者生活介護の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償
を速やかに行わなければならない。

事故発生時の対応について

※久留米市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営等に基準に関する条例

（平成２４年１２月１４日久留米市条例第４１号）の地域密着型介護老人福祉施設から抜粋
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 令和元年度の事故報告受付件数

１６サービス 1225件

※H31.4.1～R2.3.31受付分

※地域密着型サービスを含む全サービスの合計

 サービス種別毎の件数（一部抜粋）
① グループホーム・・・・・・・・・・・・・・３０５件

② 特別養護老人ホーム（地域密着型含む）・・・２９６件

③ 通所介護（地域密着型含む）・・・・・・・・１２６件

④ 特定施設（介護付有料老人ホーム等）・・・・１１１件

⑤ 小規模多機能型居宅介護・・・・・・・・・・・９１件

⑥ 看護小規模多機能型居宅介護・・・・・・・・・２５件

⑦ 認知症対応型通所介護・・・・・・・・・・・・１３件

⑧ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護・・・・・・１２件

市内の介護事故の現状

 平成２９年～令和元年度の事故報告件数 比較

0 200 400 600 800 1000 1200 1400

通所（密着型含む）

小規模

特定（有料含む）

特養（密着型含む）

グループホーム

総計

R1 H30 H29

事故報告からみた傾向
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事故の種別

①転倒 ５１５件(４２%)

②誤薬 １８５件(１５%)

③転落 ９６件(８%)

④接触 ８３件(７%)

⑤離設 ４６件(４%)

事故結果の種別
①異常なし ４４１件(３６%)

②骨折 ２９３件(２４%)

③打撲 ２４４件(２０%)

④切り傷 ５１件( ４%)

⑤その他 １９６件(１６%)

事故報告からみた傾向

転倒

42%

誤薬

15%転落

8%

接触

7%

離設

4%

その他

24%
事故種別

異常なし

36%

骨折

24%

打撲

20%

切り傷

4%

その他

16%

事故結果種別

事故の発生時間帯

①午前(７～11時) ４３４件(３５%)

②午後(14～16時) ２０６件(１７%)

③深夜(０～６時) １９２件(１６%)

④夕方(17～19時)  １８１件(１５%)

⑤昼間(12～13時)  １３８件(１１%)

事故の発生場所

①居室 ４２５件(３５%)

②食堂 ３０１件(２４%)

③トイレ ８４件(７%)

④浴室 ８２件(７%)

⑤その他 ３３３件(２７%)

事故報告からみた傾向

午前

35%

午後

17%

深夜

16%

夕方

15%

昼間

11%

夜間

6%
発生時間帯

居室

35%

食堂

24%トイレ

7%

浴室

7%

その他

27%
発生場所
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 利用者の心身の状況の把握及びリスク管理

 住環境の整備

 ヒヤリハット事例が報告しやすい職場の雰囲気づくり

 事例の蓄積と職員間の情報共有

 介護技術向上のための教育や研修の実施

 スタッフが過重労働とならないようなケア

（働きやすい職場づくり）

 職員のモチベーションを上げる雰囲気作りやメンタルケア

事故の再発防止に向けて

 家族への連絡・説明は事故発生後速やかに行う

 説明は懇切丁寧に行い、今後の対応について改善点等を示す

 必要な場合は、事故報告書を速やかに市へ提出する
（事故の原因のみならず、その後の説明、対応が不十分で
あることで苦情につながる例も多い）

 家族への定期的な報告を心がける。
万が一、事故が発生した場合にも理解をいただけるように、
日ごろから、利用者の生活及び健康の状況、サービス提供の
状況について、家族と連携をはかる。そのためにも、日々の
業務内容や心身の状況の記録を充実させる

 事故の状況及び事故に際して採った処置について記録する

事故後のトラブルを防ぐために
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事故報告書 記載上の注意点

報告は、事故発生日から３
日以内に行います。

⑥氏名・職名を必ず
記載します

⑫心身の状況は詳細に！
ＡＤＬ及び疾病等（特に事故に関連する
内容）を記載します。

★アセスメントの添付も可能です。

⑬発生・発見の項目は必須です。
事業所で報告書の様式を作成する場合は、発生・発見
日時の項目を設けてください。

事故報告書 記載上の注意点

⑰状況がわかるよう、
できるだけ詳しく記載
します。

⑰死亡の場合、
日付は必ず記載
します

⑯骨折や打撲箇所も記載し
ます。
入院日の記載も忘れずに。
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事故報告書 記載上の注意点

２０ 最終的に連絡がとれた場合だけでなく、不在の場合
も途中経過（留守電で報告等）を記載します。その後、
連絡がとれた日時を「ア」に記載してください。

身寄りのない方は２０「ウ」に記載し、２１の「ウ」に
は、ケアマネ以外の場合（成年後見人・生活支援課・介
護保険課など）も記載すること。

徘徊・離設は２１「ア」に、
感染症の場合は２１「イ」に
チェックします。

22今回起こった事故においての方策を記載。
同様の事故を防ぐための検討結果を記載します。

2３ 「イ検討・交渉中」は、結果が分かり次第報告
してください。「ウ賠償なし」の場合は理由を記載。

事故報告書 記載上の注意点 ⑮事故の種別

⑮の事故の種別は、記載あやまりの多い部分です。

わかりにくい部分もありますので、次の例示を参考にしてください。

転倒

転倒の現場を発見しなくても、

訪室時等に床に仰向けに倒れてい

た、尻もちをついていた場合は

転倒になります。

転落

イスやベッドなど座位の状態か

らのずれ落ちや、車いすごとの

転落も含みます。
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事故報告書 記載上の注意点 ⑮事故の種別

接触

直接接触しなくても、皮膚はく

離や打撲などの結果などによ

り、接触したと思われる場合も

含みます。

異食

食べ物以外の物を、本人が口に

した場合、飲み込みまで確認で

きなくても、口に入れた状態を

含みます。

事故報告書 記載上の注意点 ⑮事故の種別

誤嚥

食事をのどに詰まらせたことに

よる誤嚥を含みます。

誤薬

・服薬もれ ・落薬

・薬の重複服薬（回数間違い）

・他利用者の薬と間違う

上記すべて誤薬に○印をつけます。
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事故報告書 記載上の注意点 ⑮事故の種別

食中毒、感染症

複数の利用者で発生した場合

事故報告書には共通部分を記載し、

各利用者の状況（経緯、受診病院、

家族への説明)は別紙を添付します。

※保健所への連絡日等も記載。

交通事故

利用者が同乗していない場合や、

利用者宅の建物、物品の破損を

含みます。

事故報告書 記載上の注意点 ⑮事故の種別

徘徊 職員の違法行為・ 不祥事

● 利用者（入居者）の個人情報の紛失

● 送迎時の飲酒運転

● 預かり金の紛失

● 横領

● 職員による虐待 など
施設・事業所の敷地の外に出

て、敷地外で利用者が発見され

た場合を指します。

離設の場合は徘徊に含みます。

その他

災害被災等が該当します。種別が特定でき

ない場合のみ､その他に○印してください｡

※原則、その他には○印をしません。
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事故報告書 記載上の注意点 ⑱事故の原因

⑱の事故の原因も、記載あやまりの多い部分です。

次の例示を参考にしてください。

ア・従業者の直接行為

故意・過失を問わず、従業者の直接行為が原因で事故が生じた場合。

（例）服薬介助による服薬漏れ、間違った投薬

食事介助中、食べ物をのどに詰まらせた など

イ・介助中の注意不足

従業者の直接行為が原因ではないものの、従業者の介助中の事故が生じた場合。

事故報告書 記載上の注意点 ⑱事故の原因

ウ・従業者の見守り不十分

居室やトイレなどにおいて、介助時以外に転倒などの事故が生じた場合。

（例）介助者がその場にいなかった際に起こった事故

ＡＤＬがほぼ自立の利用者においてもその場にいなかった場合 含む

オ・その他

感染症、食中毒、その他の原因に該当する場合、原因が不明な場合などに

記載します。ア～エ以外に考えられる原因を記載してください。

- 50 -



10

事故報告書 記載上の注意点 その他お願い

● 損害賠償等の状況において、「ウ 賠償なし」の場合、理由欄への

記載もお願いします。

（例）誤薬があったが、本人の身体的状況に影響がなく、

施設の対応に理解を頂いているため

●死亡事故の場合、事故の経緯と概要に関して、事業所において、

別紙記録しているものがあれば、添付していただきますよう、

ご協力ください。

また、死亡した原因（死因）が分かる際は、死因を記載してください。

●裏面の記載注の内容を確認できていない事業所が散見されます

ので、再度ご確認ください。

ご協力、よろしくお願いします。
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ロ
 
同
一
の
有
症
者
等
が

1
0
人
以
上
又
は
全
利
用
者
の
半
数
以
上
発
症
し
た
場
合
 

ハ
 
イ
及
び
ロ
に
掲
げ
る
場
合
の
ほ
か
、
通
常
の
発
生
動
向
を
上
回
る
感
染
症
の
発
生
が
疑
わ
れ
、
特

に
管
理
者
等
が
必
要
と
認
め
た
場
合
 

④
 
従
業
者
の
直
接
行
為
が
原
因
で
生
じ
た
事
故
及
び
従
業
者
の
介
助
中
に
生
じ
た
事
故
の
う
ち
、
利
用

者
の
生
命
又
は
身
体
に
重
大
な
被
害
が
生
じ
た
も
の
（
自
殺
、
行
方
不
明
及
び
事
件
性
の
疑
い
が
あ
る

も
の
を
含
む
。
）
に
つ
い
て
は
、
管
轄
の
警
察
署
に
連
絡
す
る
こ
と
。
 

（
注
）
事
故
報
告
に
は
該
当
し
な
い
が
、
こ
れ
に
準
ず
る
も
の
（
利
用
者
が
転
倒
し
た
も
の
の
、
特
に

異
常
が
見
ら
れ
ず
サ
ー
ビ
ス
提
供
を
再
開
し
た
場
合
や
、
職
員
に
よ
る
送
迎
時
の
交
通
違
反
の
場

合
等
）
に
つ
い
て
は
、
個
人
記
録
や
事
故
に
関
す
る
帳
簿
類
等
に
記
録
す
る
と
と
も
に
、
ヒ
ヤ
リ
・

ハ
ッ
ト
事
例
と
し
て
事
業
所
内
で
検
討
し
て
、
再
発
防
止
を
図
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。
 

 ５
 報告の時期等 所
要
の
措
置
（
救
急
車
の
出
動
依
頼
、
医
師
へ
の
連
絡
、
利
用
者
の
家
族
等
へ
の
連
絡
等
）
が
終
了
し
た

後
、
速
や
か
に
保
険
者
に
対
し
て
報
告
を
行
う
こ
と
。
ま
た
、
併
せ
て
居
宅
介
護
支
援
事
業
所
又
は
介
護
予

防
支
援
事
業
所
に
対
し
て
報
告
を
行
う
こ
と
。
 

報
告
は
、
お
お
む
ね
事
故
発
生
後
３
日
以
内
に
行
う
こ
と
。
た
だ
し
、
事
故
の
程
度
が
大
き
い
も
の
に
つ

い
て
は
、
ま
ず
、
電
話
等
に
よ
り
、
保
険
者
に
対
し
、
事
故
の
概
要
に
つ
い
て
報
告
す
る
こ
と
。
報
告
に
当

た
っ
て
は
、
次
の
点
に
留
意
す
る
こ
と
。
 

(
1
)
 
利
用
者
の
事
故
に
つ
い
て
、
事
業
所
所
在
地
の
保
険
者
と
当
該
利
用
者
の
保
険
者
双
方
に
報
告
す
る
こ

と
。
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(
2
)
 
報
告
後
に
、
当
該
利
用
者
の
容
態
が
急
変
し
て
死
亡
し
た
場
合
等
は
、
再
度
報
告
を
行
う
こ
と
。
 

 ６
 報告すべき内容 (
1
)
 
事
業
所
の
名
称
、
事
業
所
番
号
、
連
絡
先
及
び
提
供
し
て
い
る
サ
ー
ビ
ス
の
種
類
 

(
2
)
 
利
用
者
の
氏
名
、
住
所
、
被
保
険
者
番
号
、
年
齢
、
要
介
護
度
及
び
心
身
の
状
況
 

(
3
)
 
事
故
発
生
・
発
見
の
日
時
及
び
場
所
 

(
4
)
 
事
故
の
概
要
(
事
故
の
種
別
、
事
故
の
結
果
、
事
故
の
原
因
等
)
 

(
5
)
 
事
後
の
対
応
(
家
族
や
関
係
機
関
等
へ
の
連
絡
)
 

(
6
)
 
そ
の
他
（
再
発
防
止
の
方
策
等
）
 

 ７
 保険者に対する事故報告の様式 別
に
保
険
者
が
定
め
る
事
故
報
告
書
の
様
式
が
あ
る
場
合
は
そ
れ
に
よ
る
こ
と
と
し
、
そ
の
他
事
業
所
に

お
け
る
任
意
の
様
式
で
も
差
し
支
え
な
い
が
、
基
本
的
に
上
記
６
の
項
目
を
満
た
す
必
要
が
あ
る
。
 

事
故
報
告
書
の
様
式
の
標
準
例
は
、
別
紙
の
と
お
り
と
す
る
。
 

ま
た
、
事
故
報
告
書
は
、
基
本
的
に
は
利
用
者
個
人
ご
と
に
作
成
す
る
が
、
感
染
症
、
食
中
毒
等
に
お
い

て
、
一
つ
の
ケ
ー
ス
で
対
象
者
が
多
数
に
上
る
場
合
は
、
事
故
報
告
書
を
１
通
作
成
し
、
こ
れ
に
対
象
者
の

リ
ス
ト
（
標
準
例
の
項
目
２
「
対
象
者
」
及
び
４
「
事
後
の
対
応
」
、
各
人
の
病
状
の
程
度
、
搬
送
先
等
の
内

容
を
含
む
こ
と
。）
を
添
付
し
て
も
よ
い
。
 

 ８
 記録 事
故
の
状
況
及
び
事
故
に
際
し
て
採
っ
た
処
理
は
必
ず
記
録
し
、
完
結
後
２
年
間
は
保
存
す
る
こ
と
。
た

だ
し
、
保
険
者
の
条
例
が
適
用
さ
れ
る
場
合
に
お
い
て
、
異
な
る
期
間
を
定
め
る
と
き
は
、
そ
の
期
間
と
す

る
こ
と
。
 

 ９
 根拠法令等 (
1
)
 
居
宅
サ
ー
ビ
ス
及
び
施
設
サ
ー
ビ
ス
 

①
 
福
岡
県
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
等
の
人
員
、
設
備
及
び
運
営
の
基
準
等
に
関
す
る
条
例
（
平
成

2
4
年
福

岡
県
条
例
第

5
5
号
）
第
６
条
（
そ
れ
ぞ
れ
第

1
2
条
、
第

1
7
条
、
第

1
8
条
の
５
、
第

2
1
条
、
第

2
6

条
で
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
、
第

7
条
、
第

1
3
条
、
第

1
8
条
、
第

1
8
条
の
６
、
第

2
2
条
及
び
第

2
7
条
又
は
指
定
都
市
若
し
く
は
中
核
市
が
定
め
る
条
例
に
お
け
る
相
当
の
規
定
 

②
 
指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
等
の
事
業
の
人
員
、
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
（
平
成

1
1
年
厚
生
省
令
第

3
7
号
）
第

3
7
条
（
そ
れ
ぞ
れ
第

3
9
条
の
３
、
第

4
3
条
、
第

5
4
条
、
第

5
8
条
、
第

7
4
条
、
第

8
3

条
、
第

9
1
条
、
第

1
1
9
条
、
第

1
4
0
条
（
第

1
4
0
条
の

1
3
で
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）、
第

1
4
0
条

の
1
5
、
第

1
4
0
条
の

3
2
、
第

1
5
5
条
（
第

1
5
5
条
の

1
2
で
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
、
第

1
9
2
条
、

第
1
9
2
条
の

1
2
、
第

2
0
6
条
、
第

2
1
6
条
で
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）
、
第

1
0
4
条
の

2
（
そ
れ
ぞ
れ

第
1
0
5
条
の
３
、
第

1
0
9
条
で
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
 

③
 
指
定
介
護
老
人
福
祉
施
設
の
人
員
、
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
（
平
成

1
1
年
厚
生
省
令
第

3
9

号
）
第

3
5
条
（
第

4
9
条
で
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）

 

④
 
介
護
老
人
保
健
施
設
の
人
員
、
施
設
及
び
設
備
並
び
に
運
営
に
関
す
る
基
準
（
平
成

1
1
年
厚
生
省
令

第
4
0
号
）
第

3
6
条
（
第

5
0
条
で
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
 

⑤
 
介
護
医
療
院
の
人
員
、
施
設
及
び
設
備
並
び
に
運
営
に
関
す
る
基
準
（
平
成

3
0
年
厚
生
労
働
省
令
第

５
号
）
第

4
0
条
 

⑥
 
健
康
保
険
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成

1
8
年
法
律
第

8
3
号
）
附
則
第

1
3
0
条
の

2
第

1

項
の
規
定
に
よ
り
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
も
の
と
さ
れ
た
指
定
介
護
療
養
型
医
療
施
設
の
人
員
、
設

備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
（
平
成

1
1
年
厚
生
省
令
第

4
1
号
）
第

3
4
条
（
第

5
0
条
で
準
用
す
る
場

合
を
含
む
。
）
 

⑦
 
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
等
の
事
業
の
人
員
、
設
備
及
び
運
営
並
び
に
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
等

に
係
る
介
護
予
防
の
た
め
の
効
果
的
な
支
援
の
方
法
に
関
す
る
基
準
（
平
成

1
8
年
厚
生
労
働
省
令
第

3
5
号
）
第

5
3
条
の

1
0（
そ
れ
ぞ
れ
第

6
1
条
、
第

7
4
条
、
第

8
4
条
、
第

9
3
条
、
第

1
2
3
条
、
第

1
4
2

条
（
第

1
5
9
条
で
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）
、
第

1
6
6
条
、
第

1
8
5
条
、
第

1
9
5
条
（
第

2
1
0
条
で
準

用
す
る
場
合
を
含
む
。
）、
第

2
4
5
条
、
第

2
6
2
条
、
第

2
8
0
条
、
第

2
8
9
条
で
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
） 

(
2
)
 
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
 

①
 
保
険
者
が
定
め
る
条
例
に
お
け
る
相
当
の
規
定
 

②
 
指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
の
事
業
の
人
員
、
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
（
平
成

1
8
年
厚
生
労

働
省
令
第

3
4
号
）
第
３
条
の

3
8（
そ
れ
ぞ
れ
第

1
8
条
、
第

8
8
条
、
第

1
0
8
条
、
第

1
2
9
条
、
第

1
8
2

条
で
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
、
第

3
5
条
（
そ
れ
ぞ
れ
第

3
7
条
の
３
、
第

4
0
条
の

1
6
、
第

6
1
条
で

準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）、
第

1
5
5
条
（
第

1
6
9
条
で
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）

 

③
 
指
定
地
域
密
着
型
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
の
事
業
の
人
員
、
設
備
及
び
運
営
並
び
に
指
定
地
域
密
着
型

介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
に
係
る
介
護
予
防
の
た
め
の
効
果
的
な
支
援
の
方
法
に
関
す
る
基
準
（
平
成

1
8

年
厚
生
労
働
省
令
第

3
6
号
）
第

3
7
条
（
そ
れ
ぞ
れ
第

6
4
条
、
第

8
5
条
で
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
） 

(
3
)
 
居
宅
介
護
支
援
及
び
介
護
予
防
支
援
 

 
①
 
保
険
者
が
定
め
る
条
例
に
お
け
る
相
当
の
規
定
 

②
 
指
定
居
宅
介
護
支
援
等
の
事
業
の
人
員
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
（
平
成

1
1
年
厚
生
省
令
第

3
8
号
）

第
2
7
条
 

③
 
指
定
介
護
予
防
支
援
等
の
事
業
の
人
員
及
び
運
営
並
び
に
指
定
介
護
予
防
支
援
等
に
係
る
介
護
予
防

の
た
め
の
効
果
的
な
支
援
の
方
法
に
関
す
る
基
準
（
平
成

1
8
年
厚
生
労
働
省
令
第

3
7
号
）
第

2
6
条
 

    附 則  
こ
の
要
領
は
、
平
成

2
7
年
４
月

2
7
日
か
ら
施
行
す
る
。
 
 

 
 
 
附
 
則
 

 
こ
の
要
領
は
、
平
成

2
8
年
４
月

2
7
日
か
ら
施
行
し
、
改
正
後
の
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
故
に
係
る
報
告
要
領
の

規
定
は
、
平
成

2
8
年
４
月
１
日
か
ら
適
用
す
る
。
 

 
 
 
附
 
則
 

 
こ
の
要
領
は
、
平
成

3
0
年
４
月

3
0
日
か
ら
施
行
し
、
改
正
後
の
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
故
に
係
る
報
告
要
領
の

規
定
は
、
平
成

3
0
年
４
月
１
日
か
ら
適
用
す
る
。
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（
標
準
例
）

 
介
護
サ
ー
ビ
ス
に
係
る
事
故
報
告
書

 

 
各
保
険
者
宛

 

報
告
年
月
日
：

 
 
年

 
 
月

 
 
日

 

１
 

事
 

業
 

所
 

の
 

概
 

要
 

①
法
人
名
 

 
②
事
業
所
番
号

 
4
 

0
 

 
 

 
 

 
 

 
 

③
事
業
所
名
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
（
管
理
者
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
）

 

④
サ
ー
ビ
ス
種
類
 

 

⑤
所
在
地
，

T
E
L
 

〒
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
（
Ｔ
Ｅ
Ｌ
 

 
 

-
 

 
 

-
 
 

 
）

 

⑥
記
載
者
名
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
（
職
名
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
）

 

２
 

対
 

象
 

者
 

⑦
氏
名

(
ﾌ
ﾘ
ｶ
ﾞ
ﾅ
)
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
（
男
・
女
）
 

⑧
被
保
険
者
番
号

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

⑨
生
年
月
日
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
（
 

 
歳
）
 

⑩
要
介
護
度

 
支
援
１

 
２
 
 
 
介

 
１

 
２

 
３

 
４

 
５
 

⑪
住
所
 

〒
 

⑫
対
象
者
の
心
身
の

状
況
 

   

３
 

事
 

故
 

の
 

概
 

要
 

⑬
事
故
発
生
・
発
見
日
時
 

年
 

 
 
月
 

 
 
日
 
午
前
・
午
後

 
 

 
時

 
 

 
分
頃
 
発
生
・
発
見
 

⑭
場
所
 

施
設
 

居
室
 

 
ト
イ
レ
 

 
食
堂
 

 
浴
室

(
脱
衣
場
・
洗
面
所
)
 

 
階
段

 
 
廊
下
 

 
 

訓
練
室

(
ﾘ
ﾊ
ﾋ
ﾞ
ﾘ
室

)
 

 
そ
の
他
屋
内

 
 
屋
外
 

居
宅
 

（
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
）
 

そ
の
他
 

 

（
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
）
 

 

⑮
事
故
の
種
別
 

転
倒
 
 
転
落

 
 
接
触
 

 
異
食
 

 
誤
嚥
 

 
誤
薬
 
 
食
中
毒
 

 
感
染
症

(
ｲ
ﾝ
ﾌ
ﾙ
ｴ
ﾝ
ｻ
ﾞ
等

)
 

 
 

交
通
事
故
 

 
徘
徊
 

 
 
職
員
の
違
法
行
為
・
不
祥
事

 
 

 
 
 

そ
の
他

 
（
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
）

 

⑯
事
故
結
果
 

死
亡
 
 
 
骨
折
 

 
 
打
撲
 

 
捻
挫
 

 
脱
臼

 
 
 
切
傷
 

 
擦
過
傷
 

 
 
火
傷

 
 
 

 

異
常
な
し
 

 
 
そ
の
他

 
（
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
）

 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
（
入
院
年
月
日
 

 
 

 
 
退
院
予
定
日

 
 

 
 

 
 

 
）

 

⑰
事
故
の
概
要
、
 

経
緯
、
対
応
等
 

    

（
死
亡
の
場
合
…
死
亡
日

 
 
 

 
 
 
 

 
）
 

⑱
事
故
の
原
因

 
ア
 
従
業
者
の
直
接
行
為
に
よ
る
も
の
 
 
 

 
 
イ
 
介
助
中
の
注
意
不
足
に
よ
る
も
の

 

ウ
 
従
業
者
の
見
守
り
不
十
分
に
よ
る
も
の

 
 

 
エ
 
福
祉
用
具
・
施
設
設
備
不
良
 

オ
 
そ
の
他

(
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
）

 

 

⑲
受
診
し
た
医
療
機
関
の
名
称
・
所
在
地
 

 

４
 

事
 

後
 

の
 

対
 

応
 

⑳
家
族
へ
の
 

連
絡
・
説
明
 

ア
 
 
月
 

 
日
 
時
頃
 
（
誰
 

 
 

 
）
が
（
誰

 
 
 

 
 
）
に
 

 
 

 
 
に
よ
り
説
明
済
み

 

イ
 
未
実
施
（
理
由

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
）
 

 

ウ
 
連
絡
不
要
（
身
寄
り
の
な
い
方
等
）
 

○2
1
関
係
機
関
へ

の
連
絡
 

ア
 
警
察
へ
の
連
絡
（

 
不
要
 
・
 
済
 
）
 

 
 
 

 
 
イ
 
保
健
所
へ
の
連
絡
（
 
不
要

 
・

 
済

 
）
 

 

ウ
 
そ
の
他

(
ケ
ア
マ
ネ
等
)
（
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
へ
連
絡
）
 
 

５
 

そ
 

の
 

他
 

○2
2
再
発
防
止
の
 

た
め
の
方
策
 

  

○2
3
損
害
賠
償
等

の
状
況
 

ア
 
損
害
賠
償
保
険
を
利
用
 

 
 

 
 

 
 
イ
 
検
討
・
交
渉
中
 

ウ
 
賠
償
な
し
（
理
由
：

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
）

 

○2
4
特
記
事
項
 

  

※
記
載
注
を
確
認
し
て
か
ら
、
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 

 

 

２
の
⑫
 
ア
セ
ス
メ
ン
ト
シ
ー
ト
等
の
写
し
の
添
付
で
も
差
し
支
え
な
い
。
 

 

３
の
⑬
 
発
生
ま
た
は
発
見
の
い
ず
れ
か
に
○
を
つ
け
る
こ
と
。
 

 

３
の
⑭
 
・
居
宅
に
お
け
る
事
故
と
は
、
訪
問
介
護
員
等
に
よ
る
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
中
に
起
こ
っ
た
事
故
で
あ
る
。
 

 

３
の
⑮
 
・
「
職
員
の
違
法
行
為
・
不
祥
事
」
と
は
、
利
用
者
（
入
所
者
を
含
む
。
）
の
個
人
情
報
の
紛
失
、
送
迎
時
の
 

飲
酒
運
転
、
預
り
金
の
紛
失
・
横
領
等
で
あ
る
。
 
 

 
 
 
 
・
「
そ
の
他
」
に
つ
い
て
は
、
事
業
所
（
施
設
を
含
む
。
）
の
災
害
被
災
等
で
あ
る
。
 

 

３
の
⑯
 
・
報
告
書
の
提
出
時
点
で
、
入
院
日
・
退
院
予
定
日
が
分
か
っ
て
い
る
と
き
は
、
記
入
す
る
こ
と
。
 

 

３
の
⑱
 
・
「
従
業
者
の
直
接
行
為
」
と
は
、
 

故
意
・
過
失
を
問
わ
ず
、
従
業
者
の
直
接
行
為
が
原
因
で
事
故
が
生
じ
た
場
合
。
 

 
 
 
 
・
「
介
助
中
の
注
意
不
足
」
と
は
、
 

 
従
業
者
の
直
接
行
為
が
原
因
で
は
な
い
も
の
の
、
従
業
者
の
介
助
中
の
事
故
が
生
じ
た
場
合
。
 

 
 
 
 
・
「
従
業
者
の
見
守
り
不
十
分
」
と
は
、
 

 
居
室
や
ト
イ
レ
等
に
お
い
て
、
介
助
時
以
外
に
転
倒
等
の
事
故
が
生
じ
た
場
合
に
選
択
す
る
こ
と
。
 

 
 
 
 
・
「
そ
の
他
」
と
は
、
 

感
染
症
、
食
中
毒
、
そ
の
他
の
原
因
に
該
当
す
る
場
合
、
原
因
が
不
明
な
場
合
等
に
選
択
し
、
そ
の
 

内
容
を
記
入
す
る
こ
と
。
 

 

４
の
㉑
 
・
従
業
者
の
直
接
行
為
が
原
因
で
生
じ
た
事
故
及
び
従
業
者
の
介
助
中
に
生
じ
た
事
故
の
う
ち
、
利
用
者
の
 

生
命
又
は
身
体
に
重
大
な
被
害
が
生
じ
た
も
の
(
自
殺
、
行
方
不
明
等
、
事
件
性
の
疑
い
が
あ
る
も
の
を
含
 

む
。
)
に
つ
い
て
は
、
管
轄
の
警
察
署
に
連
絡
す
る
こ
と
。
 

 
 
 
 
・
感
染
症
、
食
中
毒
等
が
生
じ
た
場
合
は
，
管
轄
の
保
健
所
に
連
絡
す
る
こ
と
。
 

 

５
の
㉒
 
「
再
発
防
止
の
た
め
の
方
策
」
に
つ
い
て
、
検
討
中
の
場
合
は
「
未
定
、
検
討
中
」
と
し
て
、
事
故
報
告
書

は
速
や
か
に
提
出
す
る
こ
と
。
そ
の
後
、
検
討
し
た
結
果
に
つ
い
て
、
改
め
て
報
告
す
る
こ
と
。
 

  
５
の
㉔
 
「
特
記
事
項
」
に
つ
い
て
は
、
そ
の
他
特
記
す
べ
き
事
項
が
あ
れ
ば
、
記
入
す
る
こ
と
。
 

  ※
１

 
事
故
報
告
書
は
、
基
本
的
に
は
利
用
者
個
人
ご
と
に
作
成
す
る
が
、
感
染
症
、
食
中
毒
等
に
お
い
て
、
一
つ
の
ケ

ー
ス
で
対
象
者
が
多
数
に
上
る
場
合
は
、
事
故
報
告
書
を
１
通
作
成
し
、
こ
れ
に
対
象
者
の
リ
ス
ト
（
２
「
対
象
者
」
、

４
「
事
後
の
対
応
」
、
各
人
の
病
状
の
程
度
、
搬
送
先
等
の
内
容
を
含
む
こ
と
。
）
を
添
付
し
て
も
よ
い
。
 

 ※
２
 
利
用
者
の
事
故
に
つ
い
て
、
事
業
所
所
在
地
の
保
険
者
と
当
該
利
用
者
の
保
険
者
双
方
に
報
告
す
る
こ
と
。
 

 ※
３

 
報
告
後
に
、
当
該
利
用
者
の
容
態
が
急
変
し
て
死
亡
し
た
場
合
等
は
、
再
度
報
告
を
行
う
こ
と
。
 

記
 
載
 
注
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令和２年度久留米市介護保険サービス事業者等指導監査実施方針 

 

１ 基本方針 

介護サービス事業者等（以下「事業者等」という。）の指導に当たっては指導と監査を明

確に区分し、指導については利用者の自立支援及び尊厳の保持を念頭において、事業者等

の支援を基本とし、介護保険給付対象サービスの質の確保及び保険給付の適正化を図るこ

とを目的に、事業所及び施設（以下「事業所等」という。）の人員、施設、設備、支援の方

法、費用の額の算定に関する各種基準を満たしているか確認するとともに、利用者本位の

ケアプラン作成からケアプランに基づくサービスの提供、計画の見直しまでを含む一連の

ケアマネジメントプロセスが適切に行われサービス提供がなされているかをヒアリング等

により確認する。また、著しい指定基準違反や不正請求が認められる場合、又はその疑い

があると認められる場合は、速やかに監査に切り替え、適正な措置を講ずる。 

 

２ 指導及び監査の実施根拠 

  介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。） 

  （１）実地指導等 

法第２３条 

（２）監査 

法第７６条、第７８条の７、第８３条、第９０条、第１００条、第１１４条の２、

第１１５条の７、第１１５条の１７、第１１５条の２７、第１１５条の４５の７ 

 

３ 指導及び監査の対象となる事業者 

市内に所在する全ての介護保険サービス事業者 

 

４ 指導及び監査の実施方法   

（１）集団指導 

 事業者等が適正なサービス提供を行うために遵守すべき制度内容の周知徹底を図るこ

とを目的に、介護保険制度の理解やサービスの質の向上を促すとともに、不正事案等の発

生の未然防止に資するよう、毎年度実施する。 

【形態】 

一定の場所に集めて講習会形式で実施 

① 地域密着型サービス以外：福岡県、福岡市、北九州市との共催により実施。 

② 地域密着型サービス：市単独で実施。（ただし、指定地域密着型通所介護について 

は、福岡県、福岡市、北九州市との共催により行う。） 

③ 介護予防・日常生活支援総合事業サービス：市単独で実施。 

なお、令和２年度の集団指導においては、講習会形式での開催は行わず、ＷＥＢ    

- 55 -



上に資料又は動画等を掲載して実施する。 

 

（２）実地指導 

 法令等の趣旨及び目的を周知し、理解を促進することにより、利用者本位の適切な介護

サービスの提供及び介護報酬の誤った請求等の未然防止を図ることを目的として、健全な

事業者育成のための支援に主眼を置いて、必要な指導を行うものとする。 

特に、新規に指定された事業所や集団指導の受講報告を期日までに提出しない事業所の

ほか、高齢者向け集合住宅を中心にサービスを提供する事業所については、優先的に実施

する。なお、実施率の向上と指導の効率化を図るため、事業所の指定更新に係る現地確認

においては時間を短縮化した指導を行う。 

  【形態】 

   事業所等において、設備の確認や関係書類の閲覧を行うとともに、関係者から関係書類

等の説明を求め面談方式により実施する。 

 

（３）監査 

信憑性の高い情報提供や実地指導等により、著しい指定基準違反が確認され、利用者及

び入所者等の生命又は身体の安全に危害を及ぼすおそれがあると判断した場合や、報酬請

求に誤りが確認され、その内容が著しく不正な請求と認められる場合等は速やかに監査を

実施する。 

 

５ 令和２年度の重点確認事項 

  法令等の趣旨及び目的の周知徹底を事業者等に対し図るとともに、高齢者虐待防止、身体

拘束廃止など、利用者の尊厳を尊重した自立の支援のためのよりよいケアの実現と不適正な

請求防止による介護給付の適正化、前年度の実地指導や過去の監査の結果等を踏まえ、次の

とおり令和２年度の重点確認事項を定める。 

 

（１）高齢者虐待防止及び身体拘束等の適正化へ向けた取組について 

   全国的に要介護施設従事者等による深刻な高齢者虐待事案が複数発生していることか

ら、高齢者虐待防止及び身体拘束の廃止等、人権に関する研修の実施やマニュアルの作成

等、組織的な取組み体制を整備・実践しているかを確認し、高齢者虐待を発見した場合の

市への通報義務の周知を併せて指導する。また、不適切な身体拘束の疑いのある介護サー

ビスが行われていないかの確認を行い、利用者の生命・身体を保護するための緊急やむを

得ない場合を除く身体拘束が行われている場合は、担当課と連携し改善指導等、必要な措

置を講じる。さらに、平成３０年度介護報酬改定にて居宅系サービス及び施設系サービス

等に導入・拡充された「身体拘束廃止未実施減算」に関わる取扱いについても重点的に指

導を行う。 
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（２）利用者の安全の確保及び非常災害対策について 

   全国的に、高齢者が入居する施設における火災や福祉用具に関する事故が発生するなど、

利用者の安全が懸念される事例が少なくないことから、消防、防災等の関係機関からの情

報収集に努めるとともに、サービス提供時等における利用者の安全の確保、事故防止等に

関し指導を行う。また、地震等の発生や毎年の大雨など頻発する自然災害等への日頃の備

えの重要性に鑑み、条例で定める独自基準による火災、風水害、地震その他の非常災害に

関する具体的計画を立て、関係機関への通報及び連携体制を整備し、それらを定期的に従

業者に周知するとともに、定期的に避難、救出その他必要な訓練を実施しているか、万が

一災害が発生した場合には被災の程度に応じて継続してサービス提供が行える体制がと

れているかなど、非常災害に際しての対策等を点検し指導を行う。さらに、外部からの不

審者等の侵入に対する危機管理、防犯に係る取組みについての確認を行う。 

 

（３）人員に関する基準について 

勤務体制を整備し、適切なサービスが提供できるように、 人員基準に定める職員の資

格及び員数を満たしているか、 架空職員により人員基準を満たしているような状況はな

いか、有資格者により提供すべきサービスが無資格者により提供されていないか等を確認

し、指導を行う。 

 

（４）利用料等の適切な受領について 

指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（平成 11 年 9

月17日老企第25号厚生省通知）及び指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予

防サービスに関する基準について（平成18年3月31日老計発0331004号厚生省通知）に

おいては、直ちに指定を取り消すことのできる事由として「サービスの提供に際して利用

者が負担すべき額の支払を受けなかったとき」が規定されていることから、利用料等の支

払を受けることを明確に示せるようにすること、利用料等の明細を明らかにしておくこと、

領収証を交付することについて指導を行う。さらに、利用者に対し、あいまいな名目での

費用徴収（特に介護報酬の中に含まれていると解釈される費用の徴収）を行わないよう指

導を行う。 

 

（５）サービスに関する説明及び利用者の同意について 

   重要事項を記した説明文書に、「利用料その他の費用の額」の記載内容が誤っていた事

例や、「事故発生時の対応」、「苦情処理の体制」等の重要事項が記載されていない事例が

見受けられた。このため、利用申込者がサービスを選択する上で必要となる重要事項の説

明文書に記載誤りや漏れ等がないよう、指導を徹底するとともに、利用者の書面による同

意の有無及び内容に沿った対応がなされているか重点的に確認する。 
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特に、平成３０年度の介護報酬改定に伴うサービス提供時間、料金等の重要事項の変更

及び令和元年１０月からの消費税増税に伴う料金や介護職員等特定処遇改善加算の新設

に係る重要事項の変更に伴い、利用者の同意及び居宅サービス計画や個別サービス計画の

変更が適切になされているかどうか、ケアマネジメントの公正中立性が確保されているか

も確認する。また、介護報酬の加算要件として利用者の同意を要するとされているものに

ついては、個別に実施内容等を説明し、同意を得たことが明らかになるよう記録が保管さ

れているかの確認を行う。 

 

（６）サービスの提供の記録の適切な取扱いについて 

  サービスの提供の記録について、サービスの提供記録そのものが作成されていない事例

や、サービスを提供した際の具体的なサービスの内容、利用者の心身の状況等の記録の記

載内容が不十分なものが見受けられた。また、事業者等は利用者からの申し出があった場

合、文書の交付その他適切な方法により、提供した具体的なサービスの内容、利用者の心

身の状況等の情報を利用者に対して提供しなければならないこととされている。このため、

サービス提供の記録及びその適切な取扱いについて重点的に指導を行う。 

 

（７）個別サービス計画の作成と適切な取扱いについて 

   個人ごとの具体的なサービス計画（以下「個別サービス計画」という。）において、利

用者の日常生活全般・心身の状況、その置かれている環境等の把握が十分でない事例や、

一部の期間において作成されていない事例等が見受けられた。また、既に居宅サービス計

画が作成されている場合においても、個別サービス計画が当該居宅サービス計画の内容に

沿って作成されていない事例や、居宅サービス計画を引き写しただけの個別サービス計画

も見受けられた。さらに、個別サービス計画の作成に当たっては、利用者にその内容を説

明し、同意を得なければならず、作成した計画は利用者に交付しなければならないが、こ

れについても適切に行われていない事例が見受けられた。これらのことから、利用者への

サービスの質を確保するため、適切な個別サービス計画の作成及び取扱いについて重点的

に指導を行う。 

 

（８）感染症対策について 

感染症の発生・まん延防止の観点から、職員研修の実施状況、感染症対応マニュアルの

作成及び必要なマスク、手袋等の衛生用品を常備しているかについて、確認する。 

さらに、実際に感染症が発生したときに、通常どおりに業務を実施することができるよ

う「事業継続計画」を策定しているかについて、確認する。 

 

（９）秘密の保持及び個人情報の適正な管理について 

   従業者若しくは従業者であったものが、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏
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らさないようにするための必要な措置を講じていない事例や、サービス担当者会議等にお

いて利用者又はその家族の情報を用いることについて、該当する者からあらかじめ文書で

同意を得ていない事例が見受けられた。このため、利用者又はその家族の個人情報の適切

な取扱いについて指導を行う。 

 

（10）苦情処理の体制等について 

利用者等の苦情を受け付けた場合には、当該苦情の内容を記録しているか、また、苦情

を受け付けた際に迅速かつ適切に対応するため、相談窓口や苦情処理体制、手順等を明確

にし、周知しているかを点検し指導を行う。 

 

（11）事故発生時の対応について 

   市に報告が必要な事故について、適切に報告が行われていない事業所が見受けられた。

事故が発生した場合は関係者へ連絡を行うとともに必要な措置を講じているか、事故の状

況及び事故に際して採った処置について記録しているかなど、事故発生時の対応が適切か、

事故が起こった際には市に届け出るとともに、事故の原因を解明し、再発防止策を適切に

講じているかを点検し指導を行う。また、ヒヤリ・ハット事例についても事故防止の対策

は適切か確認を行う。 

 

（12）介護給付費の適正な算定及び基準遵守について 

   介護報酬算定に係る要件を遵守し、報酬基準に基づいた実施体制の確保ができているか、

一連のケアマネジメントプロセスに基づいたサービス提供がなされているか、多職種との

共同によるサービス提供の実施ができているか等の基本的な考え方や基準に定められた

加算等算定要件の適否、減算該当の有無、介護給付費の適正な請求について確認し、重点

的に指導を行う。また、平成３０年度に改正された法令等について、算定要件に基づいた

適正な報酬請求がなされているかも確認し指導を行う。 

 

（13）介護職員等の処遇改善等について 

   介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算の算定にあたり、加算の算定要

件、とりわけ介護職員の賃金の改善が適切に行われているかを確認する。また、これらの

加算の基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の改正に伴い、その周知を図るととも

に、より上位の加算区分の取得について積極的な働きかけを行うとともに、不正な請求が

行われていないか、賃金改善を行う方法が職員に明確に認知されるよう処遇改善計画書等

を掲示するなど、適切な方法により介護職員等への周知を実施しているかなどの確認を行

う。 

 

＜地域密着型サービス＞ 
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（14）地域との協働・連携について 

   運営推進会議、介護・医療連携推進会議が定期的に開催され、地域とのネットワークづ

くりに活用されているか、日常的な取り組みの中で地域に開かれた施設を念頭に置いた事

業運営がなされているか等について、地域との協働や連携を進める観点から、事業所にヒ

アリングを行い、必要な助言や指導を行う。 
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   福岡県ホームページ     トップページ > 健康・福祉・子育て > 介護・高齢者福祉 > 介護保険 > 介護事故防止対応マニ
ュ
ア
ル
作
成
の
手
引

 
 

 介
護
事
故
防
止
対
応
マ
ニ
ュ
ア
ル
作
成
の
手
引

 
更
新
日
：
2
0

1
9
年

4
月

5
日
更
新

 
 
 

１
 事業の目

的
 

 各事業所
に
お
い
て
は
、
利
用
者
の
方
が
安
心
し
て
安
全
に
介
護
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ

う
に
、
事
故
を
未
然
に
防
ぐ
よ
う
努
め
る
と
と
も
に
、
万
一
事
故
が
発
生
し
た
場
合
に
は
、
迅
速
か
つ
的
確
に
対

応
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

 

 そのため
に
は
、
各
事
業
所
に
お
い
て
、
事
故
防
止
対
応
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
作
成
し
、
職
員
に
周
知
す
る
な
ど
、
事

故
防
止
体
制
を
作
っ
て
お
く
こ
と
が
重
要
で
す
。
し
か
し
な
が
ら
、
居
宅
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
等
に
は
、
事
故
発
生

の
防
止
の
た
め
の
指
針
の
作
成
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
ま
せ
ん
。

 

 そこで、
各
事
業
所
が
、
利
用
者
の
事
故
防
止
対
策
、
事
故
発
生
時
の
対
応
体
制
を
整
備
す
る
際
に
活
用
で
き

る
よ
う
に
、
様
々
な
事
故
の
う
ち
、
各
事
業
所
で
起
こ
り
得
る
主
な
事
故
を
取
り
上
げ
て
、
こ
の
手
引
を
作
成
し

た
も
の
で
す
。

 

 各事業所
に
お
か
れ
て
は
、
こ
の
手
引
を
参
考
に
し
な
が
ら
、
事
業
所
の
種
類
や
規
模
、
設
備
等
の
特
性
に
応

じ
て
、
「
事
故
防
止
対
応
マ
ニ
ュ
ア
ル
」
を
作
成
し
、
事
故
防
止
対
策
の
確
立
及
び
徹
底
に
取
り
組
ま
れ
る
よ
う
お

願
い
し
ま
す
。

 

２
 介護事故

防
止
対
応
マ
ニ
ュ
ア
ル
作
成
の
手
引

 
 介護事故

防
止
対
応
マ
ニ
ュ
ア
ル
作
成
の
手
引
を
掲
載
し
て
い
ま
す
。

 

介
護
事
故
防
止
対
応
マ
ニ
ュ
ア
ル
作
成
の
手
引
（
全
文
）
 
[P

D
F
フ
ァ
イ
ル
／

1
.9

3
M

B
] 

 

 以下に「
資
料
２

 介護事故
防
止
対
応
マ
ニ
ュ
ア
ル
作
成
の
手
引
（
全
文
）
」
の
項
目
ご
と
に

W
o
rd
フ
ァ
イ
ル

を
掲
載
し
て
い
ま
す
。

 

 各事業所
で
必
要
に
応
じ
て
項
目
を
追
加
し
て
活
用
し
て
く
だ
さ
い
。

 

資
料
２
－
１
 「第１ こ

の
手
引
の
位
置
付
け
」
 
[W

o
rd
フ
ァ
イ
ル
／

2
9
K

B
] 

 

資
料
２
－
２

 「第２ 事
業
所
に
お
け
る
対
応
」
 
[W

o
rd
フ
ァ
イ
ル
／

4
3
K

B
] 

 

資
料
２
－
３

 「第３ 個
別
対
応
指
針
」
 
[W

o
rd
フ
ァ
イ
ル
／

2
.0

9
M

B
] 

 

資
料
２
－
４

 「第３ 個
別
対
応
指
針
（
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
）
」
 
[W

o
rd
フ
ァ
イ
ル
／

2
3
K

B
] 

 

資
料
２
－
５

 「第４ 参
考
資
料
」
 
[W

o
rd
フ
ァ
イ
ル
／

1
0
4
K

B
] 

 

介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
等
の
行
政
処
分
（
福
岡
県
内
）
 

平
成
２
９
年
度

  
処
分
年
月
日
 
平
成
２
９
年
５
月
１
日
 

処
分
内
容
 

１
 
指
定
通
所
介
護
・
指
定
介
護
予
防
通
所
介
護
・
指
定
第
一
号
通
所
事
業
 

 
 
指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
の
指
定
取
消
し
、
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
の
指
定
取
消
し
及
び
指

定
第
一
号
訪
問
事
業
所
の
指
定
取
消
し
 

２
 
指
定
訪
問
介
護
・
指
定
介
護
予
防
訪
問
介
護
・
指
定
第
一
号
訪
問
事
業
 

 
 
指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
の
指
定
取
消
し
、
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
の
指
定
取
消
し
及
び
指

定
第
一
号
通
所
事
業
所
の
指
定
取
し
 

行
政
庁
 

北
九
州
市
長
 

サ
ー
ビ
ス
の

種
別
 

通
所
介
護
・
介
護
予
防
通
所
介
護
・
第
一
号
通
所
介
護
、
訪
問
介
護
・
介
護
予
防
訪
問
介
護
・
第
一
号
訪
問
介

護
 

処
分
事
由
 

１
 
指
定
通
所
介
護
・
指
定
介
護
予
防
通
所
介
護
・
指
定
第
一
号
通
所
事
業
 

（
１
）
不
正
請
求
（
法
第
７
７
条
第
１
項
第
６
号
及
び
第
１
１
５
条
の
９
第
１
項
第
５
号
）
 

・
看
護
職
員
の
配
置
基
準
を
満
た
さ
な
い
（
人
員
基
準
欠
如
）
の
状
態
で
運
営
を
行
っ
て
い
た
が
、
こ

れ
に
伴
う
介
護
報
酬
の
減
算
を
行
わ
ず
に
不
正
な
報
酬
請
求
を
行
っ
た
。
 

（
２
）
不
正
な
手
段
に
よ
る
指
定
（
法
第
７
７
条
第
１
項
第
９
号
及
び
第
１
１
５
条
の
９
第
１
項
第
８
号
）
 

・
新
規
指
定
申
請
に
あ
た
り
、
実
際
に
は
勤
務
す
る
予
定
の
な
い
介
護
職
員
を
あ
た
か
も
配
置
す
る
予

定
で
あ
る
か
の
よ
う
に
装
う
た
め
、
虚
偽
の
人
事
関
係
書
類
を
作
成
し
、
そ
の
提
出
に
よ
り
指
定
を
受

け
た
。
 

（
３
）
法
令
違
反
（
法
第
１
１
５
条
の
４
５
の
９
第
６
号
）
 

・
指
定
第
一
号
通
所
事
業
所
と
一
体
的
に
サ
ー
ビ
ス
提
供
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
指
定
通
所
介
護
事
業

所
、
指
定
介
護
予
防
通
所
介
護
事
業
所
に
お
い
て
、
上
記
の
と
お
り
不
正
が
行
わ
れ
て
い
た
。
 

２
 
指
定
訪
問
介
護
・
指
定
介
護
予
防
訪
問
介
護
・
指
定
第
一
号
訪
問
事
業
 

（
１
）
不
正
請
求
（
法
第
７
７
条
第
１
項
第
６
号
）
 

 
 
・
住
宅
型
有
料
老
人
ホ
ー
ム
の
入
居
者
に
対
し
て
、
訪
問
介
護
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
て
い
な
い
に
も
か

か
わ
ら
ず
、
訪
問
介
護
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
た
と
す
る
虚
偽
の
サ
ー
ビ
ス
提
供
記
録
を
作
成
し
、
不
正

な
報
酬
請
求
を
行
っ
た
。
 

（
２
）
虚
偽
の
報
告
（
法
第
７
７
条
第
１
項
第
７
号
）
 

 
 
・
法
に
基
づ
く
報
告
又
は
帳
簿
書
類
の
提
出
若
し
く
は
提
示
を
命
ぜ
ら
れ
た
際
に
、
訪
問
介
護
サ
ー
ビ

ス
を
提
供
し
て
い
な
い
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
虚
偽
の
サ
ー
ビ
ス
提
供
記
録
を
作
成
し
て
、
そ
の
報
告
を

し
た
。
 

（
３
）
虚
偽
の
答
弁
（
法
第
７
７
条
第
１
項
第
８
号
）
 

 
 
・
法
に
基
づ
く
質
問
に
対
し
て
、
訪
問
介
護
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
て
い
な
い
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
サ
ー

ビ
ス
提
供
を
行
っ
た
旨
の
虚
偽
答
弁
を
行
っ
た
。
 

（
４
）
法
令
違
反
（
法
第
１
１
５
条
の
９
第
１
項
第
９
号
及
び
法
第
１
１
５
条
の
４
５
の
９
第
６
号
）
 

・
指
定
介
護
予
防
訪
問
介
護
事
業
所
及
び
指
定
第
一
号
訪
問
事
業
所
と
一
体
的
に
サ
ー
ビ
ス
提
供
を
行

う
こ
と
が
で
き
る
指
定
訪
問
介
護
事
業
所
、
指
定
介
護
予
防
訪
問
介
護
事
業
所
に
お
い
て
、
上
記
の
と

お
り
不
正
が
行
わ
れ
て
い
た
。
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処
分
年
月
日
 
平
成
２
９
年
８
月
１
日
 

処
分
内
容
 

指
定
の
一
部
効
力
の
停
止
（
新
規
利
用
者
受
入
停
止
 
３
か
月
）
 

行
政
庁
 

北
九
州
市
長
 

サ
ー
ビ
ス
の

種
別
 

小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護
、
介
護
予
防
小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護
 

処
分
事
由
 

（
１
）
人
格
尊
重
義
務
違
反
（
法
第
７
８
条
の
１
０
第
６
号
）
 

・
管
理
者
の
利
用
者
に
対
す
る
経
済
的
虐
待
（
利
用
者
の
預
貯
金
を
盗
む
）
が
あ
っ
た
。
 

（
２
）
法
令
違
反
（
法
第
１
１
５
条
の
１
９
第
１
１
号
）
 

・
指
定
地
域
密
着
型
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
と
一
体
的
に
サ
ー
ビ
ス
提
供
を
行
っ
て
い
る
指
定
地

域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
に
お
い
て
、
上
記
の
と
お
り
、
法
令
違
反
が
あ
っ
た
。
 

  

処
分
年
月
日
 
平
成
２
９
年
１
１
月
２
７
日
 

処
分
内
容
 

指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
の
指
定
取
消
し
及
び
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
の
指
定
取
消
し
 

行
政
庁
 

北
九
州
市
長
 

サ
ー
ビ
ス
の

種
別
 

訪
問
介
護
、
介
護
予
防
訪
問
介
護
 

処
分
事
由
 

（
１
）
不
正
請
求
（
法
第
７
７
条
第
１
項
第
６
号
）
 

・
具
体
的
な
サ
ー
ビ
ス
提
供
記
録
が
な
い
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
介
護
報
酬
を
不
正
に
請
求
し
て
受
領
し

た
。
 

（
２
）
虚
偽
の
報
告
（
法
第
７
７
条
第
１
項
第
７
号
）
 

・
不
正
請
求
を
隠
蔽
す
る
た
め
に
、
過
去
の
サ
ー
ビ
ス
提
供
記
録
を
作
成
し
て
い
る
状
況
を
現
認
し

た
。
 

（
３
）
不
正
の
手
段
に
よ
る
指
定
（
法
第
７
７
条
第
１
項
第
９
号
及
び
法
第
１
１
５
条
の
９
第
１
項
第
８

号
）
 

 
 
・
新
規
指
定
申
請
に
あ
た
り
、
当
初
勤
務
予
定
で
あ
っ
た
訪
問
介
護
員
の
辞
退
に
よ
り
人
員
配
置
を
満

た
さ
な
く
な
っ
た
こ
と
を
認
識
し
て
い
な
が
ら
、
虚
偽
の
人
事
関
係
書
類
を
提
出
し
て
指
定
を
受
け

た
。
 

（
４
）
人
員
基
準
違
反
（
法
第
７
７
条
第
１
項
第
３
号
及
び
法
第
１
１
５
条
の
９
第
１
項
第
２
号
）
 

 
 
・
指
定
当
初
か
ら
常
勤
か
つ
専
従
の
サ
ー
ビ
ス
提
供
責
任
者
を
配
置
し
て
お
ら
ず
、
常
勤
換
算
方
法

で
、
２
．
５
以
上
の
訪
問
介
護
員
等
を
配
置
し
て
い
な
い
な
ど
、
従
業
員
の
人
員
に
つ
い
て
条
例
で
定

め
る
員
数
を
満
た
し
て
い
な
か
っ
た
。
 

（
５
）
法
令
違
反
（
法
第
１
１
５
条
の
９
第
１
項
第
９
号
）
 

 
 
・
指
定
介
護
予
防
訪
問
介
護
事
業
所
と
一
体
的
に
サ
ー
ビ
ス
提
供
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
指
定
訪
問
介

護
事
業
所
に
お
い
て
、
上
記
の
と
お
り
、
不
正
が
行
わ
れ
て
い
た
。
 

  
 

  

処
分
年
月
日
 
平
成
３
０
年
１
月
２
６
日
 

処
分
内
容
 

１
 
指
定
訪
問
介
護
・
指
定
介
護
予
防
訪
問
介
護
 

 
 
指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
の
指
定
取
消
し
、
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
の
指
定
取
消
し
 

２
 
指
定
訪
問
看
護
・
指
定
介
護
予
防
訪
問
看
護
 

 
 
指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
の
指
定
取
消
し
、
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
の
指
定
取
消
し
 

行
政
庁
 

北
九
州
市
長
 

サ
ー
ビ
ス
の

種
別
 

訪
問
介
護
・
介
護
予
防
訪
問
介
護
、
訪
問
看
護
・
介
護
予
防
看
護
介
護
 

処
分
事
由
 

１
 
指
定
訪
問
介
護
・
指
定
介
護
予
防
訪
問
介
護
 

（
１
）
不
正
請
求
（
法
第
７
７
条
第
１
項
第
６
号
）
 

・
実
際
に
は
勤
務
し
て
い
な
い
訪
問
介
護
員
が
、
あ
た
か
も
サ
ー
ビ
ス
提
供
を
行
っ
た
か
の
よ
う
に
装

っ
て
、
サ
ー
ビ
ス
提
供
記
録
を
作
成
し
、
不
正
な
報
酬
請
求
を
行
っ
た
。
 

（
２
）
虚
偽
の
報
告
（
法
第
７
７
条
第
１
項
第
７
号
及
び
第
１
１
５
条
の
９
第
１
項
第
６
号
）
 

・
法
に
基
づ
く
報
告
又
は
帳
簿
書
類
の
提
出
若
し
く
は
提
示
を
命
じ
ら
れ
た
際
に
、
実
際
に
は
勤
務
し

て
い
な
い
訪
問
介
護
員
が
、
あ
た
か
も
勤
務
し
て
い
る
か
の
よ
う
に
装
う
た
め
、
虚
偽
の
人
事
関
係
書

類
を
作
成
し
、
そ
の
報
告
を
し
た
。
 

（
３
）
虚
偽
の
答
弁
（
法
第
７
７
条
第
１
項
第
８
号
及
び
法
第
１
１
５
条
の
９
第
１
項
第
 
７
号
）
 

・
法
に
基
づ
く
質
問
に
対
し
て
、
訪
問
介
護
員
が
実
際
に
は
勤
務
し
て
い
な
い
に
も
関
わ
ら
ず
、
勤
務

し
て
い
る
旨
の
虚
偽
の
答
弁
を
行
っ
た
。
 

（
４
）
法
令
違
反
（
法
第
１
１
５
条
の
９
第
１
項
第
９
号
）
 

 
 
・
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
と
一
体
的
に
サ
ー
ビ
ス
提
供
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
指
定
居
宅
サ

ー
ビ
ス
事
業
者
に
お
い
て
、
上
記
の
と
お
り
不
正
が
行
わ
れ
て
い
た
。
 

２
 
指
定
訪
問
看
護
・
指
定
介
護
予
防
訪
問
看
護
 

（
１
）
不
正
請
求
（
法
第
７
７
条
第
１
項
第
６
号
）
 

 
 
・
実
際
に
は
勤
務
し
て
い
な
い
訪
問
看
護
員
が
、
あ
た
か
も
サ
ー
ビ
ス
提
供
を
行
っ
た
か
の
よ
う
に
装

っ
て
、
サ
ー
ビ
ス
提
供
記
録
を
作
成
し
、
不
正
な
請
求
を
行
っ
た
。
 

（
２
）
虚
偽
の
報
告
（
法
第
７
７
条
第
１
項
第
７
号
及
び
法
第
１
１
５
条
の
と
９
第
１
項
第
 
６
号
）
 

 
 
・
法
に
基
づ
く
報
告
又
は
帳
簿
書
類
の
提
出
若
し
く
は
提
示
を
命
ぜ
ら
れ
た
際
に
、
実
際
に
は
勤
務
し

て
い
な
い
訪
問
看
護
員
が
、
あ
た
か
も
勤
務
し
て
い
る
か
の
よ
う
に
装
う
た
め
、
虚
偽
の
人
事
関
係
書

類
を
作
成
し
、
そ
の
報
告
を
し
た
た
め
。
 

（
３
）
虚
偽
の
答
弁
（
法
第
７
７
条
第
１
項
第
８
号
及
び
法
第
１
１
５
条
の
９
第
１
項
第
７
号
）
 

 
 
・
法
に
基
づ
く
質
問
に
対
し
て
、
訪
問
看
護
員
が
勤
務
し
て
い
な
い
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
勤
務
し
て
い

る
旨
の
虚
偽
の
答
弁
を
行
っ
た
。
 

（
４
）
不
正
の
手
段
に
よ
る
指
定
（
法
第
７
７
条
第
１
項
第
９
号
及
び
法
第
１
１
５
条
９
第
１
項
第
８
号
）
 

 
 
・
新
規
指
定
に
あ
た
り
、
人
員
配
置
基
準
を
満
た
し
て
い
な
い
こ
と
を
認
識
し
て
い
た
に
も
か
か
わ
ら

ず
、
あ
た
か
も
人
員
配
置
基
準
を
満
た
し
て
い
る
か
の
よ
う
に
装
う
た
め
、
虚
偽
の
人
事
関
係
書
類
を

作
成
し
、
そ
の
提
出
に
よ
り
新
規
指
定
を
受
け
た
。
 

（
５
）
法
令
違
反
（
法
第
１
１
５
条
の
９
第
１
項
第
９
号
）
 

・
指
定
介
護
予
防
訪
問
看
護
事
業
所
と
一
体
的
に
サ
ー
ビ
ス
提
供
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
指
定
訪
問
看

護
事
業
所
に
お
い
て
、
上
記
の
と
お
り
不
正
が
行
わ
れ
て
い
た
。
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平
成
３
０
年
度

 
処
分
年
月
日
 
平
成
３
０
年
６
月
１
日
 

処
分
内
容
 

 
指
定
訪
問
介
護
・
指
定
第
一
号
訪
問
事
業
 

 
 
指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
の
全
部
効
力
の
停
止
（
１
か
月
）
及
び
指
定
第
一
号
訪
問
事
業
所
の
全
部
効

力
の
停
止
（
１
か
月
）
 

行
政
庁
 

北
九
州
市
長
 

サ
ー
ビ
ス
の

種
別
 

訪
問
介
護
・
第
一
号
訪
問
介
護
 

処
分
事
由
 

（
１
）
介
護
保
険
法
に
お
け
る
福
祉
に
関
す
る
法
律
で
政
令
に
定
め
る
も
の
に
違
反
（
法
第
７
７
条
第
１
項
第

１
０
号
及
び
法
第
１
１
５
条
の
４
５
の
９
第
６
号
））

 

・
北
九
州
市
予
防
給
付
型
訪
問
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
と
一
体
的
に
運
営
さ
れ
て
い
る
障
害
者
の
日
常
生
活

及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
（
以
下
「
支
援
法
」）
に
基
づ
く
指
定
居
宅
介
護
及

び
重
度
訪
問
介
護
事
業
所
に
お
い
て
、
支
援
法
第
５
０
条
第
１
項
第
３
号
か
ら
第
５
号
及
び
第
８
号
に

該
当
す
る
違
反
行
為
が
あ
っ
た
こ
と
が
、
介
護
保
険
法
に
お
け
る
福
祉
に
関
す
る
法
律
で
政
令
に
定
め

る
も
の
に
違
反
し
た
こ
と
に
該
当
す
る
も
の
。
 

 

 

処
分
年
月
日
 
平
成
３
０
年
８
月
１
日
 

処
分
内
容
 

１
 
指
定
福
祉
用
具
貸
与
・
指
定
介
護
予
防
福
祉
用
具
貸
与
 

 
 
指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
の
指
定
取
消
し
、
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
の
指
定
取
消
し
 

２
 
指
定
特
定
福
祉
用
具
販
売
・
指
定
特
定
介
護
予
防
福
祉
用
具
販
売
 

 
 
指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
の
指
定
取
消
し
、
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
の
指
定
取
消
し
 

行
政
庁
 

北
九
州
市
長
 

サ
ー
ビ
ス
の

種
別
 

福
祉
用
具
貸
与
・
介
護
予
防
福
祉
用
具
貸
与
、
福
祉
用
具
販
売
・
介
護
予
防
福
祉
用
具
販
売
 

処
分
事
由
 

１
 
指
定
福
祉
用
具
貸
与
・
指
定
介
護
予
防
福
祉
用
具
貸
与
 

（
１
）
不
正
の
手
段
に
よ
る
指
定
（
法
第
７
７
条
第
１
項
第
９
号
及
び
法
第
１
１
５
条
の
９
第
１
項
第
８
号
））
 

・
新
規
指
定
に
あ
た
り
、
福
祉
用
具
専
門
相
談
員
を
あ
た
か
も
人
員
基
準
を
満
た
す
よ
う
に
配
置
す
る

予
定
で
あ
る
か
の
よ
う
に
装
う
た
め
、
虚
偽
の
人
事
関
係
書
類
（
雇
用
予
定
証
明
書
、
勤
務
予
定
表
）

に
よ
り
指
定
を
受
け
た
た
め
。
 

２
 
指
定
特
定
福
祉
用
具
販
売
・
指
定
特
定
介
護
予
防
販
売
 

（
１
）
不
正
の
手
段
に
よ
る
指
定
（
法
第
７
７
条
第
１
項
第
９
号
及
び
法
第
１
１
５
条
の
９
第
１
項
第
８
号
）
 

・
新
規
指
定
に
あ
た
り
、
福
祉
用
具
専
門
相
談
員
を
あ
た
か
も
人
員
基
準
を
満
た
す
よ
う
に
配
置
す
る

予
定
で
あ
る
か
の
よ
う
に
装
う
た
め
、
虚
偽
の
人
事
関
係
書
類
（
雇
用
予
定
証
明
書
、
勤
務
予
定
表
）

に
よ
り
指
定
を
受
け
た
た
め
。
 

（
２
）
不
正
又
は
著
し
く
不
当
な
行
為
（
法
第
７
７
条
第
１
項
第
１
１
号
及
び
法
第
１
１
５
条
の
９
第
１
項
第
１
０

号
）
 

 
 
・
平
成
２
９
年
５
月
か
ら
平
成
３
０
年
２
月
ま
で
の
間
、
特
定
福
祉
用
具
を
販
売
し
て
い
な
い
に
も
か

か
わ
ら
ず
、
虚
偽
の
「
介
護
保
険
居
宅
介
護
（
支
援
）
福
祉
用
具
購
入
費
支
給
申
請
書
（
受
領
委
任

払
）」
を
作
成
し
、
不
正
な
報
酬
請
求
を
行
っ
た
た
め
。
 

（
３
）
運
営
基
準
違
反
（
法
第
７
７
条
第
１
項
第
４
号
及
び
法
第
１
１
５
条
の
９
第
１
項
第
３
号
）
 

 
 
・
平
成
２
９
年
５
月
か
ら
平
成
２
９
年
１
２
月
ま
で
の
間
、
特
定
福
祉
用
具
を
販
売
し
た
際
に
、
利
用

者
負
担
の
２
分
の
１
程
度
の
金
額
し
か
支
払
を
受
け
て
い
な
い
た
め
。
 

  

処
分
年
月
日
 
平
成
３
０
年
１
２
月
２
７
日
 

処
分
内
容
 

１
 
指
定
地
域
密
着
型
通
所
介
護
・
指
定
第
一
号
通
所
事
業
 

 
 
指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
の
指
定
取
消
し
及
び
指
定
第
一
号
通
所
介
護
事
業
所
の
指
定
取
消
 

し
 

２
 
指
定
居
宅
介
護
支
援
 

 
 
指
定
居
宅
介
護
支
援
事
業
所
の
指
定
の
全
部
の
効
力
停
止
（
３
か
月
）
 

行
政
庁
 

福
岡
市
長
 

サ
ー
ビ
ス
の

種
別
 

地
域
密
着
型
通
所
介
護
・
第
１
号
通
所
介
護
・
居
宅
介
護
支
援
 

処
分
事
由
 

１
 
指
定
地
域
密
着
型
通
所
介
護
・
指
定
第
一
号
通
所
介
護
事
業
 

（
１
）
不
正
請
求
（
法
第
７
８
条
の
１
０
第
１
項
第
８
号
及
び
第
１
１
５
条
の
４
５
の
９
第
１
項
第
２
号
）
 

 
 
・
看
護
職
員
の
人
員
基
準
を
満
た
し
て
い
な
い
場
合
に
は
、
介
護
給
付
費
等
を
減
算
し
て
請
求
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
が
、
こ
れ
を
行
わ
ず
、
満
額
で
介
護
給
付
費
等
を
請
求
、
受
領
し
、
ま
た
、
各
種
加
算
の
要

件
を
満
た
し
て
い
な
い
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
加
算
金
を
請
求
、
受
領
し
た
も
の
。
 

（
２
）
不
正
の
手
段
に
よ
る
指
定
（
法
第
７
８
条
の
１
０
第
１
項
第
１
１
号
及
び
第
１
１
５
条
の
４
５
の
９
第

１
項
第
５
号
）
 

・
事
業
所
開
設
時
の
指
定
申
請
の
際
、
指
定
を
受
け
る
た
め
に
必
要
な
職
員
数
を
充
足
し
て
い
る
か
の

よ
う
な
書
類
を
提
出
し
、
指
定
を
受
け
た
も
の
。
 

２
 
指
定
居
宅
介
護
支
援
 

（
１
）
不
正
請
求
（
法
第
８
４
条
第
１
項
第
６
号
）
 

・
ケ
ア
プ
ラ
ン
の
実
施
状
況
に
関
す
る
記
録
を
作
成
し
て
い
な
い
な
ど
適
切
な
運
営
が
な
さ
れ
て
い
な

か
っ
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
請
求
に
あ
た
っ
て
減
算
せ
ず
に
満
額
の
介
護
給
付
費
等
を
請
求
し
、
受
領

し
た
も
の
。
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令
和
元
年
度

 
処
分
年
月
日
 
令
和
２
年
３
月
３
０
日
 

処
分
内
容
 

１
 
指
定
訪
問
介
護
・
指
定
第
一
号
訪
問
事
業
 

 
 
指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
の
指
定
取
消
し
及
び
指
定
第
一
号
訪
問
事
業
所
の
指
定
取
消
し
 

２
 
指
定
居
宅
介
護
支
援
 

指
定
居
宅
介
護
支
援
事
業
所
の
指
定
取
消
し
 

３
 
地
域
密
着
指
定
通
所
介
護
・
指
定
第
一
号
通
所
事
業
所
 

 
 
指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
の
指
定
取
消
し
及
び
指
定
第
一
号
通
所
事
業
所
の
指
定
取
消
し
 

４
 
指
定
訪
問
介
護
・
指
定
第
一
号
訪
問
事
業
 

 
 
指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
の
指
定
取
消
し
及
び
指
定
第
一
号
訪
問
事
業
所
の
指
定
取
消
し
 

行
政
庁
 

福
岡
市
長
 

サ
ー
ビ
ス
の

種
別
 

訪
問
介
護
・
第
一
号
訪
問
介
護
、
居
宅
介
護
支
援
、
地
域
密
着
型
通
所
介
護
・
第
一
号
通
所
介
護
 

処
分
事
由
 

１
 
指
定
訪
問
介
護
・
指
定
第
一
号
訪
問
事
業
 

（
１
）
不
正
請
求
（
法
第
７
７
条
第
１
項
第
６
号
）
 

・
提
供
し
た
サ
ー
ビ
ス
の
時
間
を
水
増
し
し
て
、
介
護
給
付
費
を
請
求
、
受
領
し
た
。
 

（
２
）
虚
偽
の
報
告
（
法
第
７
７
条
第
１
項
第
７
号
）
 

・
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
て
い
な
い
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
虚
偽
の
記
録
を
作
成
し
て
介
護
給
付
費
を
請

求
、
受
領
。
 

２
 
指
定
居
宅
介
護
支
援
 

（
１
）
不
正
請
求
（
法
第
７
７
条
第
１
項
第
６
号
）
 

・
ケ
ア
マ
ネ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
必
要
な
記
録
を
作
成
し
て
い
な
い
場
合
、
介
護
給
付
費
等
を
減
算
し

て
請
求
し
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
ま
た
、
特
定
事
業
所
加
算
を
算
定
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
が
、
こ
れ

ら
の
こ
と
を
認
識
し
て
い
な
が
ら
、
減
算
を
行
わ
ず
、
加
算
金
も
算
定
し
て
請
求
、
受
領
し
た
。
 

３
 
指
定
地
域
密
着
型
通
所
介
護
・
指
定
第
一
号
通
所
事
業
 

（
１
）
不
正
の
手
段
に
よ
る
指
定
（
法
第
７
８
条
の
１
０
第
１
項
第
１
１
号
及
び
第
１
１
５
条
の
４
５
の
９
第

１
項
第
５
号
）
 

・
事
業
所
開
設
時
の
指
定
申
請
の
際
、
指
定
を
受
け
る
た
め
に
必
要
な
職
員
数
を
充
足
し
て
い
る
か
の

よ
う
な
書
類
を
提
出
し
、
指
定
を
受
け
た
も
の
。
 

４
 
指
定
訪
問
介
護
・
指
定
第
一
号
訪
問
事
業
 

（
１
）
虚
偽
の
報
告
（
法
第
７
７
条
第
１
項
第
７
号
）
 

 
 
・
必
要
な
職
員
数
を
満
た
さ
な
い
状
態
で
運
営
を
行
い
、
ま
た
、
介
護
職
員
処
遇
改
善
加
算
の
実
績

報
告
に
際
し
、
虚
偽
の
内
容
を
記
載
す
る
等
し
、
請
求
が
正
当
で
あ
っ
た
か
の
よ
う
な
報
告
を
行
っ

た
。
 

  
 

  

処
分
年
月
日
 
令
和
元
年
１
０
月
２
４
日
 

処
分
内
容
 

指
定
訪
問
介
護
・
予
防
給
付
型
訪
問
サ
ー
ビ
ス
・
生
活
支
援
型
訪
問
サ
ー
ビ
ス
 

改
善
命
令
（
人
員
基
準
違
反
、
運
営
基
準
違
反
、
改
善
勧
告
期
限
ま
で
に
改
善
報
告
が
な
さ
れ
な
か
っ
た
） 

行
政
庁
 

北
九
州
市
長
 

サ
ー
ビ
ス
の

種
別
 

指
定
訪
問
介
護
・
指
定
第
一
号
訪
問
介
護
 

処
分
事
由
 

（
１
）
 人
員
基
準
違
反
（
市
基
準
条
例
第
７
条
及
び
基
準
省
令
第
５
条
第
１
項
、
第
２
項
、
第
４
項
及
び
市
基

準
要
綱
第
５
条
第
１
項
、
第
２
項
、
第
４
項
）
 

・
少
な
く
と
も
平
成

3
0
年
８
月
及
び
同
年

1
0
月
か
ら

1
2
月
ま
で
の
間
、
訪
問
介
護
員
等
の
人
員
配
置

基
準
（
常
勤
換
算
方
法
で
、
2
.
5
以
上
）
を
満
た
し
て
い
な
か
っ
た
こ
と
。
 

・
サ
ー
ビ
ス
提
供
責
任
者
の
配
置
に
つ
い
て
、
少
な
く
と
も
平
成

3
0
年
５
月
か
ら
現
在
ま
で
、
常
勤
で

勤
務
で
き
な
い
者
を
配
置
す
る
と
と
も
に
専
ら
指
定
訪
問
介
護
に
従
事
で
き
な
い
者
を
配
置
し
て
い
た

こ
と
。
 

（
２
）
 
運
営
基
準
違
反
（
市
基
準
条
例
第
７
条
、
第

1
0
条
及
び
基
準
省
令
第
８
条
第
１
項
、
第

1
9
条
第
２

項
、
第

2
2
条
第
１
項
、
第

2
3
条
、
第

2
4
条
第
１
項
、
第
３
項
、
第
４
項
、
第
５
項
、
第

2
8
条
第
１

項
、
第
２
項
、
第
３
項
、
第

3
0
条
第
１
項
、
第
２
項
、
第

3
9
条
第
１
項
及
び
市
基
準
要
綱
第
８
条
第

１
項
、
第

1
9
条
第
２
項
、
第

2
5
条
第
１
項
、
第
２
項
、
第
３
項
、
第

2
8
条
第
１
項
、
第
２
項
第

3
9

条
第
１
項
、
第
２
項
、
第

4
8
条
第
１
項
、
第
２
項
、
第
３
項
）
 

・
指
定
訪
問
介
護
の
提
供
の
開
始
に
際
し
、
あ
ら
か
じ
め
利
用
者
及
び
利
用
者
家
族
に
対
し
、
重
要
事
項

を
記
し
た
文
書
を
交
付
し
て
説
明
を
行
い
、
当
該
提
供
の
開
始
に
つ
い
て
、
利
用
申
込
者
の
同
意
を
得
て

い
た
こ
と
が
確
認
で
き
な
い
こ
と
。
 

・
指
定
訪
問
介
護
を
提
供
し
た
際
の
具
体
的
な
サ
ー
ビ
ス
の
内
容
等
の
記
録
が
な
い
こ
と
。
 

・
サ
ー
ビ
ス
提
供
責
任
者
が
、
利
用
者
に
か
か
る
訪
問
介
護
計
画
を
作
成
し
て
い
な
い
こ
と
、
ま
た
、
利

用
者
に
交
付
し
て
い
な
い
こ
と
。
 

・
管
理
者
が
当
該
事
業
所
の
業
務
を
一
元
的
に
管
理
し
、
従
業
者
に
対
し
て
必
要
な
指
揮
命
令
を
行
っ
て

い
た
と
認
め
ら
れ
な
い
こ
と
及
び
サ
ー
ビ
ス
提
供
責
任
者
と
し
て
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
業
務
を
行

っ
て
い
な
い
こ
と
。
 

・
少
な
く
と
も
平
成

3
0
年
６
月
か
ら

1
2
月
ま
で
の
間
、
当
該
事
業
所
の
従
業
者
が
他
の
業
務
に
従
事
し

て
お
り
、
訪
問
介
護
利
用
者
に
適
切
な
訪
問
介
護
を
提
供
で
き
る
勤
務
体
制
を
定
め
て
い
な
か
っ
た
こ

と
。
 

（
３
）
 
改
善
勧
告
に
つ
い
て
（
法
第

7
6
条
の
２
第
３
項
、
法
第

1
1
5
条
の

4
5
の
８
第
３
項
）
 

・
改
善
報
告
期
限
ま
で
に
、
改
善
報
告
が
な
さ
れ
な
か
っ
た
こ
と
。
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1

災害対策のポイント

災害に備えて
～ わたしたちにできること ～

久留米市役所 総務部 防災対策課

本日のテーマ（３項目）

① 水害についてできること

② 地震についてできること

③ 共通してできること
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水害についてできること・・

本日のテーマ（１項目）

覚えていますか？

平成29年

平成28年

平成27年

平成26年

近年発生した大規模な自然災害は？

九州北部豪雨

熊本地震

関東・東北豪雨（鬼怒川堤防決壊）

広島市土砂災害
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起こりうる自然災害 「台風・大雨」

久留米市の主な水害

Ｈ24.7.3、7.14 九州北部豪雨

浸水状況（城島町）

●被害概要
床上浸水：１８７棟、床下浸水：１，１４８棟
道路被害：３７５件、河川被害：１７０件、土砂災害：１９件

ボートによる救助状況（八女市）

起こりうる自然災害 「台風・大雨」

久留米市の主な水害

九州北部豪雨

●被害概要
死者・行方不明者：３９名、重症：７名
住家全壊：２７４件、住家半壊：８３０件
橋梁被害： ９５件、河川被害：４７４件、土砂災害：２２１件

Ｈ29.7.5、7.6

土石流の爪あと（杷木町松末地区）ＪＲ久大本線 花月川の橋脚及び鉄橋流失

- 67 -



4

流木の影響で折れた宮の陣橋と西鉄宮の陣鉄橋
【出典:筑後川中流写真集「筑後川河童の想い出」より】
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大雨などの風水害の危険が迫ってきました

まず、何をしますか？

風水害が迫って来たら

●気象情報(テレビ・ラジオ等）や周辺状況
（ご近所）の変化を確認する

●市町村の避難情報が出たらすぐに対応できる
ように非常持ち出し品などの準備をしておく
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浸水して夜間見通しが悪い

○ 自宅や近隣の２階以上のより安全な場所に避難
（垂直避難）

○ 危険な状況の中での避難は避け、安全確保第一の
行動をします

避難のポイント！
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○ ひも付きの運動靴は、水の中で歩いても脱げにくく動きやすい
○ 長靴は、水が長靴の中に入ると重たくなって歩きにくくなり、行動が困難になる

ヘルメットで
頭を保護する

※ 杖がない場合は、傘などを利用して杖代わりに使用する

- 71 -



8

特に子供、高齢者は２０センチでも水の流れが速い時は
流されやすいので要注意である

- 72 -



9

雨の強さと被害

短時間強雨の時は「車の運転は危険」

雨の降り方と被害状況（人・車両）
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自分で「大丈夫だろう・・」と思う道路での走行は避ける

浸水深と自動車走行

車は１０㎝ほどの冠水でブレーキが利かなくなる
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水害についてのまとめ

急激な降雨、突発的な異常気象の場合は、自治体
からの避難情報が間に合わないケースもあること
から、情報を待つことなく安全な場所（指定避難
所等）に避難しましょう

危険を感じたら早めの避難

地震についてできること・・

本日のテーマ（２項目）
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大きな揺れを感じたら？

緊急地震速報や大きな揺れがあったときは、丈夫なテーブルの下
や、物が「落ちてこない」「倒れてこない」「移動してこない」
空間に身を寄せ、揺れがおさまるまで様子を見る。

地震発生！！

自分の身を守ることが最優先

その後に、揺れがおさまって
から避難支援を実施

問 題

地震が起こった時は、必ず火を

止める？

じしん かならお

と

とき ひ
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答 え

×

火元の消火のタイミング？

最近は、地震時に自動的にガスの供給が停止

されるガスマイコンメーターの設置が進んで

いるため、やけどなどの危険をおかしてまで

も火を消す必要はありません
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揺れがおさまったら？（１）

震度６弱を記録した大阪地震により、小学校のブロック塀が倒壊し、
通学中の女性児童が亡くなった

大阪地震（Ｈ30.6.18)
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揺れがおさまったら？（２）

火災（通電火災）などの

２次災害防止のために

電気のブレーカーを

確実に落としましょう。

ガス・水道の
元栓も・・

地震の時エレベーターに乗っていたら？

○ すべてのボタンを押し、最初に停
止した階で降ります。

○ 非常ボタンで外部に連絡し、救助
を待ちます。

○ 危ないので無理やり脱出しない。
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デパートやスーパーで買い物していたら？

落ちてきた物から頭を保護するため、
買い物かごを頭かぶり頭部を保護する

共通しててできること・・

本日のテーマ（３項目）
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災害に備えて、具体的に何をすれば
良いの？

多くの人が、情報が多すぎて、
今すぐ何をしたら良いか
わからない・・
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今、やっておくべきこと！

自 助
じ じょ

● 日頃から、もしもに備えて準備する

● 情報を収集する
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何を準備？情報はどこから？

自分が住んでいる所の危険度を把握

ハザードマップ・地域の防災マップを確認

自 助

地域の浸水・土砂災害地域を確認
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事前に確認をお願いします

筑後川避難判断マップ 道路冠水注意マップ

土砂災害ハザードマップ
市ホームページで公開

本庁・各総合支所（北
野、三潴、田主丸、城

島）等で配布

避難経路、避難場所、安否の確認

家族などの連絡先、災害伝言ダイヤル

自 助
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安否確認の取り方

災害用伝言ダイヤル

い・な・い
１７１番

「災害用伝言ダイヤル」を使う
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災害からの避難について

（参考：気象庁ホームページ）

久留米市においても１時間降水量が増加傾向

（久留米市）過去40年間における
1時間降水量の最大値（1977年～2016年）

(年)

(ｍｍ)

（１）集中豪雨の発生状況
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久留米市（中央浄化センター）
最大日雨量：２７７ｍｍ（７月６日）
福岡管区気象台観測史上最大
→最大４８時間雨量３８４ｍｍ

『平成２４年九州北部豪雨』
久留米市（中央浄化センター）
雨量総計：４６９ｍｍ
平成２４年７月１１日～１５日
（５日間の雨量）

（２）総降水量（７月５日～７日）

（気象庁より）三潴地域は総雨量３６４．５mm

Ｈ30.7.5 ～ 7.6「西日本豪雨」（１）

東合川地区浸水状況（ゆめタウン近郊）
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Ｈ30.7.5 ～ 7.6「西日本豪雨」（２）

東合川地区浸水状況（左：T-JOY、奥：サカモト）

温暖化型豪雨災害に備えて

温暖化型豪雨災害

地球温暖化により豪雨災害が増加傾向にあります。

今後、2077～2096年までに気温が4℃上昇予測

毎年6・7月は、災害リスクが高くなる日々が続く
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気象庁 ２０１９年９月７日海面水温

防災とは

「災害から命を守るための防災」

防災とは ⇒ 「命を守る」 ⇒ 避難する ⇒ 備える
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災害時の避難行動

避難勧告等の情報を入手したにも関わらず、
「自分が被害を受けるとは思わなかった」との
理由から避難しない住民が少なくない

自宅にとどまった理由

〇 被災経験がなく、自分が被害を受けるとは思わなかった

〇 夜間、大雨や道路冠水等の中、避難を選択するほうが、
危険と判断した

〇 マンション等の二階以上に居住しており、避難の必要性
が無いと判断した

〇 避難所が遠く、高齢者は避難所の生活が難しい
（床の生活、トイレの不安）
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避難した理由

〇 過去の災害経験から、危険だと判断した
（被災経験がある、先人の教えを守り）

〇 最近の災害規模と比較した避難情報

〇 行政からの早めの避難の情報発信

〇 信頼できる人が発令した避難情報
（家族や近所の人の声かけなど）

災害時の避難行動

「通常と異なる呼びかけ方、呼びかける人物、
通常と異なる表現」等は、避難行動に結びつ
く可能性が高い
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命を守る避難行動

〇 正常性バイアス
（人間が予期しない事態に「ありえない」という先入

観や偏見「バイアス」が働き、物事を正常の範囲だと自
動的に認識する心の働き）

〇 同調性バイアスで打ち消す
（人と同じ事をしたがる人間性を利用する）

人から声をかけて避難する
災害を他人事とではなく、我が事としてとらえる

災害からの避難

避難に関する３つの情報

避難準備・高齢者等避難開始

避難に時間がかかる

高齢者、要配慮者、

その支援者は避難を

始めます。

被害が予想され、

人的被害が発生する

危険性が高まり、速

やかに避難します。

災害が発生し、状況が悪化、

人的被害が発生する危険性が

非常に高まり、避難していな

い人は緊急に避難しましょう

避難勧告

避難指示（緊急）

避難が必要な場合、避難に関する情報が発令されます
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防災情報の伝え方（警戒レベル）

広報くるめ（６月１５日）Ｎｏ１４７１ Ｐ７

メッセージ配信の流れ
気象庁、各省庁、地方公共団体により、被災の恐れのあるエリアに一斉配信
されます。 （回線混雑の影響を受けずに受信可能）

日本国内のサービス、情報・通信料とも無料： （ＮＴＴドコモ）

緊急速報「エリアメール」
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避難所について

（２）指定避難所

久留米市内の避難所

（１）自主避難所（台風時）
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（１）自主避難所（台風時）

久留米市内５０箇所

・各校区コミュニティセンター、隣保館、
教育集会所、久留米市役所

■市民が自己判断で自主的に避難
する場として開設

※食料・飲料水は各自準備

久留米市内の避難所

（２）指定避難所 久留米市内142箇所

・各校区コミュニティセンター

・市立小、中学校など

避難した居住者などが災害の危険がなくなるまで
一定期間滞在する場としての役割

久留米市内の避難所
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衣・食・住について
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非常持ち出し品、非常食・飲料水のなどの準備

１年に２回は点検（半年に１回）を

自 助
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なかでも、必需品は？懐中電灯・携帯ラジオ！

非常備蓄品（例）

食料品（缶詰・レトルト食品）
水（３リットル／日）
燃料（ガスボンベなど）
工具（のこぎり、はさみなど）

懐中電灯（乾電池含む）
ラジオ
医薬品（お薬手帳準備）

備蓄品は最低でも約１週間分は必要

ほかにまだ必要なものありませんか？

自分自身しか使えないもの・・

入れ歯 メガネ
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緊急通報用具 警笛・電子ブザー

災害時に自分の居場所を知らせるために警笛・電子ブザー
などの緊急通報用具が役にたつことがあるため、準備しま
しょう。

このような状況

熊本地震後のコンビニエンスストアは？
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転倒した家具の被害状況について

全体の約６割の部屋で家具が転倒し、
部屋全体に散乱しています。

建物が無事でも、家具が転倒し、下敷
きなってケガをしたり、室内の散乱状
態から延焼火災から発生し、避難が遅
れることもあります。
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身近な物で寒さから身を守る

●「新聞紙」敷いたり身体を覆ったりして防寒具に
使える

●「ダンボール」床や壁からの冷気を和らげるの
に効果的

● 「ラップ・ビニール」風を通さないので、身に
着けて保温を保つ

新聞紙を身体に巻いて保温
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〇「ハンガーの利用」
雨なので濡れた衣類などはハンガー

などを利用して干せば早く乾きます。

〇「足の防寒対策」
新聞紙をくしゃくしゃに丸め、大きなポリ袋に入れ、

その中に足を入れます。ポリ袋の口を軽く閉じると、より
暖かくなります。

〇「耳栓・アイマスク」
避難所などで外部からの音、光を遮

断できて便利です。

これからの

災害対処については？
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今後は一人、一人の防災に対する準備が重要

避難とは?
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災害から
命を救う
行動です

そのときあなたはどうする

災害は何時、起こるかわかりません
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日頃から

災害に備えて
～ 準備をしましょう ～

自分の出来る準備を
今日からでも始めましょう
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人材確保のための働き方改革について

公益財団法人介護労働安定センター福岡支部

介護職員の人材確保が課題とされている中で、人材確保を行うためにどのような労働環境を整えるべきか悩まれて
いる事業所も多いと思います。【働き方改革】を進めることは、人材確保に有効な手段です。
従業員のワーク・ライフ・バランスを確保するために有効な２つのポイントを紹介します。

働き方改革関連法の施行により、時間外労働は1ヶ月45時間・1年間360時間を上限とする法律による
規制ができました。時間外労働を削減するには、時間外労働が発生している原因を探り、適正な人員
体制や業務分担を図ることが重要です。
人員体制や業務分担を見直すときには、現状把握することから始めます。誰がどのように業務に何時
間かけているのかを把握したうえで、そこに「ムダ」や「ムラ」がないかを分析します。長年行って
いる業務が不要であったり、簡略化が可能であったりする場合や、業務手順を見直すことで効率化で
きる場合もあります。業務の必要性の有無も含めて検討・整理していくことで効率化が図られ、時間
外労働の削減につながることが期待できます。その際には、職員の心身の負担感も含めて現状の把握
を行い、時間外労働が発生する要因を分析したうえで、削減に向けて必要な対策を講じていくことが
重要です。このことは、職員の健康の保持増進はもちろんですが、割増賃金の支払いという経営コス
トの削減にもつながります。

業務の見直しやＩＣＴ活用の導入等により、
勤務時間や仕事内容で過重な負担を減らしましょう①
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日々の業務において情報共有は重要です。ＩＣＴを活用して利用者の状態の把握や申し送りなどの
情報を共有することは大変有効です。個人情報に配慮しながら、共有する情報を整理し、業務の中
でいつ、だれが、どのような情報を収集するのかをルール化することで、情報収集の抜けを防ぐこ
とができます。利用者の情報だけでなく、勤務シフトや各人の業務スケジュールを情報共有するこ
とで突発的な緊急性のある業務にも対応していくことができます。
また、職員の身体的負担や精神的負担の軽減のために介護ロボットなどを活用することは、介護現
場にゆとりの時間を生み、利用者と職員のふれあう時間を増やす効果や利用者の安心感を増やす効
果があります。介護ロボットなどの導入にあたっては、導入前に実際の機器を動かして操作方法に
慣れるとともに、導入することのメリットや利用者に最も適した機器であるかどうかを検証しま
しょう。導入後は、職員への研修も重要です。なぜ必要なのか、どのように使うことが利用者に
とって一番良い介護になるのかを教育し、有効に活用していきましょう。

妊娠・出産については労働基準法や男女雇用機会均等法によって、産前産後の休業だけでなく、妊娠
中の母性健康管理のための措置が定められていることに留意しましょう。また、人員配置を工夫した
り職員同士がお互い業務分担に配慮したりするなど育児休業を取得しやすい環境整備を図るとともに、
その取得後には円滑に職場復帰ができるように、短時間勤務制度など勤務時間面で柔軟に対応し、子
育てしながらも仕事を続けられる職場環境を整備しましょう。
また、高齢化が進む中で、職員も自らの家族の介護が必要になる可能性も高まっています。平成29年
就業構造基本調査によれば、過去1年間に、介護・看護のために仕事を辞めた職員は9万9千人でその
約8割が女性です。現在、介護をしなから就労している労働者は346万3千人にのぼり、介護などの家
庭事情に配慮した働き方を支援することが重要です。とりわけ、介護現場では、年齢層の高い職員の
比重も高いことから、介護との両立がしやすい職場環境を整えることが課題です。このため、介護休
業や短時間勤務制度等の積極的な活用が求められますが、特にこの場合、長期間にわたる対応が必要
な点に留意することが重要です。

職員が子育てや介護、病気の治療などをしながらでも
仕事を続けられる支援を行いましょう②
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それまで健康だった人が病気にかかり、治療が必要になると、以前の通りには働けなくなるケース
があります。退職して治療に専念したいと考える人がいる一方、働きながら治療を続けたい人に
とっては、治療と仕事をどのように両立させるかは大きな問題です。治療をしながら働きたいとい
う思いがあり、主治医によってそれが可能だと判断された人が働ける職場環境を整備することで、
「病気になっても会社を辞めなくていい」という精神的・経済的な安心を職員に与え、「病気に
なっても治療しながら働ける職場」として職員の定着促進が期待できます。
●支援の取組み例●
①職員や管理者に対して、治療と職業生活の両立が出来る職場の雰囲気づくりを啓発する
②傷病手当金や限度額認定証など健康保険給付や利用てきる公的な支援制度について周知する
③治療と職業生活の両立について社内に相談窓口を設置し、相談できる体制を整備する
④休職制度、時間単位の年次有給休暇制度、短時間勤務制度などの制度を整備する

1

仕事と調和を図っていくべき「生活」には、育児や介護だけではなく、個人の事情やニーズによっ
て様々な領域が含まれています。これらを含め、幅広くワーク・ライフ・バランスへの配慮を進め
ることによって、職員の採用・定着にも良い効果をもたらすでしょう。何よりも職員自身の心身の
健康を保持するために休養をとることや、趣味や娯楽・スポーツなどの個人活動を行うこと、家
族・友人等との充実した交流機会を持つこと、自己啓発・学習を行うこと、各種の地域活動に参加
することなどのために、時間のゆとりを確保することが重要です。

取 組 事 例 紹 介
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★今回ご紹介した取り組み内容や事例は当センターが発行している「介護の雇用管理改善

CHECK＆ACTION25」（全95ページ）を参照にしております。「介護の雇用管理改善

CHECK＆ACTION25 」には、介護事業所が働きやすい職場づくりを行うために有効な情

報が25項目紹介されています。興味のある方は、介護労働安定センター福岡支部までご連

絡ください。無料でお渡しすることができます。

また、上記のような職場環境改善のための具体的な取組み方について、専門家のアドバイス

を希望される方は次ページの「相談援助事業（無料）のご案内」にて、お申込みください。

２

３

４
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お問合せ・申込先

（公財）介護労働安定センター福岡支部
〒812-0013 福岡市博多区博多駅東2-5-19 サンライフ第3ビル4F

TEL 092-414-8221 FAX 092-414-8222

《相談内容例》

①雇用管理改善に関すること（相談対応者：雇用管理コンサルタント）
処遇改善加算、就業規則、残業、有給、雇用契約、人事評価制度、
コンプライアンス研修等、雇用管理に関する相談や研修に対応いたします。

②労働者の健康確保対策に関すること（相談対応者：ヘルスカウンセラー）
腰痛・感染症予防・生活習慣病の予防について職員向けの研修が可能です。
ストレス対策、メンタルヘルスケア（セルフケア）などの研修も対応できます。

③職業能力の向上に関すること（相談対応者：人材育成コンサルタント）
事業所内研修プラン、キャリアパス作成相談、事業所内での勉強会・研修サポート等

当センターでは、働きやすい職場環境づくりのお手伝いをするため、介護労働者の雇用管理改善
や、能力開発等の相談に関して、各分野の専門家（社会保険労務士、保健師、産業カウンセラー
等）を委嘱しております。介護労働者が働きやすい環境を整えることは、従業員の働く意欲の向
上や定着促進はもとより、介護サービスの質の向上にもつながります。事業所が抱える悩み・問
題について、それぞれの専門家がご相談に応じます。下記①②③について、それぞれ1回1～2時間
間・年3回程度は無料対応ができますので、お気軽にご相談ください。

※相談料は無料ですが、相談時間・年間実施回数には上限があります。

【相談予約申込書】FAXにてお申込みください。 FAX 092-414-8222

相談内容

相談場所

相談希望日
第1希望 令和 年 月 日（ ） 時 分～ 時 分

第2希望 令和 年 月 日（ ） 時 分～ 時 分

※相談内容によって派遣する専門家の調整を行い、こちらからご連絡させて頂きます。

事業所名

所在地

ご担当者

電話・FAX 電話： － － ＦＡＸ： － －

メールアドレス

◆上記に記載された内容については、当センターの個人情報管理規定に従い、厳重に管理し、相談援助による日程調整、内
容確認等の事業活動に関する情報提供のみに使用し、上記目的で使用いたしません。
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1 ハラスメントに対する事業所としての基本方針を決めていますか。  

事業者としてハラスメントに対する基本的な考え方やその対応について事業運営の基本方針として決定するとともに、 

それに基づいた取り組みを行うことが重要です。 

2 ハラスメントに対する基本方針を職員、利用者及び家族等へ周知していますか。  

基本方針を職員と共有するとともに、職員が管理者等に相談した場合に、誰に相談しても事業者として同じ対応ができるよう

に、事業者内での意識の統一が必要です。また、契約時に利用者や家族等にも周知しておくことも重要です。 

3 ハラスメントに関するマニュアルを作成し、職員と共有していますか。  

ハラスメントを未然に防止するための対応マニュアルの作成・共有、管理者等の役割の明確化、発生したハラスメントの対処方

法等のルールの作成、共有などの取り組みや環境の整備を図っていくことが重要です。 

4 ハラスメントに関する報告・相談しやすい窓口を設置していますか。  

明らかなハラスメントが発生した場合だけでなく、ハラスメントの可能性があると思われた場合も含め、職員が報告・相談しや

すい窓口を設置し、その窓口を職員に周知することも重要です。 

5 介護保険制度におけるサービスの範囲及び介護契約書・重要事項説明書等の内容（ハラスメント

に関わる事項を含む）について理解できるような研修を行っていますか。 

 

事業者は介護保険のサービスの範囲を理解し、その対応や説明方法の事業者内での統一を図るなどの取り組みを図ることも

重要です。 

6 介護保険制度におけるサービスの範囲及び介護契約書・重要事項説明書等の内容（ハラスメント

に関わる事項を含む）についての利用者・家族に対する説明の仕方の研修を行っていますか。 

 

利用者及び家族等に対する契約範囲の理解を図り、契約範囲外のサービスが強要されないようにすることも重要です。 

7 PDCAサイクルの考え方を応用した対策等の更新を行っていますか。  

発生したハラスメント事案について、背景などをできるだけ把握し、それを踏まえて、体制や対策等を適宜見直していく PDCA

サイクルの考え方を応用した対策を考えることも重要です。 

注）PDCAサイクル：Plan（計画）、Do（実行）、Check（評価）、Act（実行）を継続的に行い改善していくこと。 

8 利用者等に関する情報収集と担当職員の配置・申し送りを行う仕組みをつくっていますか。  

新規の利用者について、介護支援専門員等を通して情報収集を行い、ハラスメント発生の可能性の高い利用者は共有し担当職

員の配置や申し送りなどを的確に行うことが求められます。また、訪問サービスでは、訪問先である利用者宅等において、身体

等の危険を回避するために速やかに外に出ることができる経路等を確認し共有しておくことも重要です。 

9 ハラスメントが発生した場合の初期対応を決めていますか。  

「初動マニュアル」を事業所で用意し、管理者が責任をもって職員とともに対応する体制の整備が求められます。できる限り早

く、職員はもとより、関係する利用者や家族等に対しても対応していくことが求められます。早期に対応することは、状況のさら

なる悪化を防ぐことにもなります。  ※職員の安全を図ることが第一優先です！ 

10 ハラスメントが発生した後の対応について決めていますか。  

ハラスメントが発生した原因や経過をできるだけ明らかにすることに努めましょう。介護業務は利用者と職員が 1 対 1 になる

場面が多いことから、ハラスメントかどうかの判断が難しいケースが数多く生じています。具体的には「言ってない」「やってな

い」等の事実の否定、「そんなつもりではない」等の言動の正当化、「受け止めの問題」「その前に失礼なことをした」等の責任転

嫁等が発生するケースもあります。また被害者である職員に対する心のケアや従業上の配慮等を行うことが必要です。 

事業所用 ハラスメントの予防＆対策！簡単チェックシート 
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11 再発した場合を考慮したマニュアルやフローチャートを作成し、定期的に点検していますか。  

発生要因（ハラスメントのリスク要因）をアセスメントし、対策を考え実行することが重要です。再発防止のため、再発した場合を

考慮したマニュアルやフローチャートの作成・点検を行うことも必要です。 

12 法人本部や法人の代表など、ハラスメントに対して組織的に関与する体制があるか。  

現場の管理者にハラスメント対応で過度な負担をかけすぎないように配慮するためにも、各事業を統括する法人の代表や法人

本部が組織的に関与する体制づくりを行うことが重要です。 

13 利用者や家族からの苦情に対する適切な対応や連携がとれる仕組みがあるか。  

利用者や家族の苦情がハラスメントに繋がるケースがあります。苦情受付の窓口とハラスメント対策の窓口が連携し的確に対

応することが重要です。 

14 サービス種別や介護の現場を踏まえたハラスメント対策が実施されているか。  

一般企業用のハラスメント対策の資料では介護現場でのハラスメント対策として不十分な部分があります。介護現場を踏まえ

た、ハラスメントを予防するための具体策を日頃から実施することが重要です。 

15 職員に対してハラスメント予防に関する研修や必要な情報の周知徹底ができているか。  

資料を配布するのみであったり、一方的な研修を行うだけではなく、なるべく対面でハラスメント対策に関する説明を行い、質

疑や意見交換を十分に行うことが重要です。 

16 職場でのハラスメントに関する話しあいの場の設置と定期的な開催が行われているか。  

研修の一環としてハラスメントに関する話しあいの場を設けることが重要です。 

（議論のポイント例）・介護現場におけるハラスメントとして何が起こっているのか 

            ・利用者や家族等によるハラスメントをどのように捉えるか 

17 職員のハラスメントの状況把握のための取り組みが行われているか。  

ハラスメントの有無やその影響を把握するため、職員向けにアンケートやストレスチェックを行うことが重要です。 

18 職員自らによるハラスメントの未然防止への点検等の機会が提供されているか。  

研修の中などで、職員自らが点検し、振り返ることのできる機会を提供することがハラスメントの未然防止に役立ちます。 

（別紙職員用ハラスメントの予防＆対策！簡単チェックシートあり） 

19 管理者向けの研修が実施されているか。  

研修タイトル例 

「職員に対するハラスメント未然防止のための指導内容の確認」「ハラスメントが発生した場合の対応」「ハラスメントを受けた職

員への対応」「利用者・家族等の事前の情報収集の必要性」「疾病による影響などに関する専門的知識の習得」 

20 行政や多職種・関係機関との連携が行われているか。  

関係者（行政、地域包括支援センター、医師、介護支援専門員、他のサービス提供事業者など）と連携しハラスメントを繰り返す

利用者・家族に対応できる体制を築いておくことが重要です。また、ハラスメントが発生した世帯が複合的な課題を抱えている

場合には、その状況や課題を行政等に連絡し、関係機関が連携して共通理解と方針を検討し、対応することも重要です。 

 
参照：平成 30年度老人保健事業推進費等補助金（老人保健健康増進等事業分）介護現場におけるハラスメント対策マニュアル 
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サービスを開始する前におけるチェック項目 

1 施設・事業所のハラスメントに関する基本方針を知っていますか。  

2 施設・事業所のハラスメントに関するマニュアルを理解していますか。  

3 施設・事業所のハラスメントに関する相談窓口・体制を理解していますか。  

4 施設・事業所のハラスメントに関する研修を受けていますか。  

5 介護保険制度におけるサービスの範囲及び介護契約書・重要事項説明書等の内容（ハラスメン

トに関わる事項を含む）について理解していますか。 

事業所内でそれらに関する説明の仕方について研修を受けていますか。 

 

6 職場において、ハラスメントに関する話し合いの場が設置され、定期的に出席していますか。  

7 ハラスメントの未然防止のための点検・振り返りを、自ら、定期的に行っていますか。  

サービスを開始するにあたってのチェック項目 

8 利用者・家族等の病状等の情報を共有し、その病状等の特徴を理解していますか。  

9 利用者・家族等に係るハラスメントのリスクを把握し、理解していますか。  

10 

 

介護保険制度におけるサービスの範囲及び介護契約書・重要事項説明書等の内容（ハラスメン

トに関わる事項を含む）について理解していますか。 

求められた時に、利用者・家族等に説明できていますか。 

 

11 介護保険制度又は契約の内容を超えるサービスを求められた際に、提供できないこと及びその

理由を利用者・家族に説明できていますか。 

 

12 上記の説明について、利用者・家族等から理解を得られていない可能性がある場合、速やかに

施設・事業所に報告・相談していますか。 

 

13 他の施設・事業所のサービス担当者と連携をとっていますか。  

サービスを開始した後のチェック項目 

14 サービスを提供するにあたり、服装や身だしなみがサービスに適したものになっていますか。  

15 利用者・家族に対して相手を尊重しつつ業務を行うこと、今までの生活をできるだけ続けられ

るように自立支援を意識することなど、基本的な対応方法を日頃から心がけていますか。 

 

16 職員個人の情報の提供を、利用者・家族等から求められても断っていますか。  

17 介護保険制度又は介護契約の内容を超えるサービスを求められた際に、提供できないこと及

びその理由を利用者・家族等に説明できていますか。 

 

18 上記の説明について、利用者・家族等から理解を得られていない可能性がある場合、速やかに

施設・事業所に報告・相談していますか。 

 

19 利用者・家族等から苦情、要望又は不満があった場合は、速やかに施設・事業所に報告していま

すか。 

 

20 ハラスメントを受けたと少しでも感じた場合において、速やかに施設・事業所に報告・相談して

いますか。またその出来事を客観的に記録していますか。 

 

21 利用者・家族からの理不尽な要求があった場合に、適切に、お断りができていますか。その場

合、そうした事実を、施設・事業所に報告・相談していますか。 

 

 

職 員 用 

ハラスメントの予防＆対策！簡単チェックシート 

参照：平成 30年度老人保健事業推進費等補助金（老人保健健康増進等事業分）介護現場におけるハラスメント対策マニュアル - 114 -



指定１ 

指定申請・変更届等・加算届の手続等について  

  

１ 介護サービス事業所の指定申請について 

(1) 事前協議（図面協議）について（新規指定、移転や増改築の場合のみ） 

介護サービス事業には、種別ごとに人員・設備・運営の基準が定められています。いずれの基

準にも適合するように準備を進める必要がありますが、特に設備関係については、事後に是正を

図ることは困難ですので、必ず、工事等の着手（用地・施設等の取得）前に事前協議(図面協議)

を行い、基準に適合することを確認してから着手してください。 

また、設備関係のほか、人員・運営に関する基準も含め、介護サービス事業所の新規指定を希

望する法人のうち、あらかじめ申出のあった法人には、面談の上、適切なアドバイスを行います。

早めに市までご相談ください。 

  

 (2) 指定申請の締切日について 

 

 
 

 

(3) 指定基準に関する条例の制定・施行について 

介護保険法第７０条第２項等の規定により、居宅サービス事業の指定等については、条例で基

準を定めることとされており、久留米市の条例等が施行されています。各条例においては、厚生

労働省令で定められた内容に加え、次のような事項について独自の基準が定められていますので、

今後の事業の運営に当たって遵守されるとともに、新規の事業所の開設に際しても留意されるよ

うお願いいたします。 

・久留米市の条例で独自基準を定めた事項 

① 暴力団の排除 

② 人権の尊重 

③ 非常災害対策 

④ サービス提供記録の保存期間 

 

２ 申請書･届出書の様式の入手及び提出方法等について 

 (1) 申請書･届出書の様式について 

  手続に必要な申請書･届出書様式及び参考様式等については、久留米市のホームページに掲載し

ています。申請･届出の際は、必ずこれを入手し、内容をご確認の上、提出願います。 

 法改正その他を反映させるため、申請書・届出書の様式は随時改正が行われます。様式をダウ

ンロードして保存している場合は、随時最新のものに更新してください。 

 

事前協議から申請・指定までの流れ（久留米市の場合） 

 

 

 

 

 

                    前々月末日       前月      指定日 

① 事前協議 

（新規指定、移転 

等の場合のみ） 

⑧新規指定 

又は指定更新 

② 

設備 

着手 

④書 類 審 査 

修正・追加 

  

書 類 審 査 

⑥現地確認 

設備・人員 

運営の確認 

⑤ 

申請 
受付 

③ 

設備 

完成 
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４月、７月、１０月、１月の各月１日指定を原則とし、下図のとおり前々月の末日を申請の締切りとします。



【ホームページ掲載場所】 

（久留米市役所 ホームページアドレス：www.city.kurume.fukuoka.jp） 

久留米市役所ホームページ → くらしの情報をクリック → 「高齢者支援・介護保険」

をクリック → 「介護事業者に関する各種届出等」をクリック 

 

 (2) 申請書･届出書の提出方法等について 

市に１部、提出願います。市が一括して指定事務（事前協議、書類審査、申請受付、現地確認

等及び変更届の受付）を行います。 

なお、介護報酬の請求に関するお問合せは、福岡県国民健康保険団体連合会（092-642-7813）

にお願いいたします。 

 

３ 指定内容の変更、事業の廃止・休止・再開について 

(1) 変更届 

 介護保険法施行規則（平成 11 年厚生省令第 36 号）で定める事項に変更があったときは、      

速やかに（変更日から 10 日以内に）所定の書類を届け出てください。 

① ｢変更届出書等チェック表」記載の必要書類を添付のうえ提出してください。 

なお、チェック表も、必ず添付して提出してください。 

② 法人の代表者、役員、事業所の管理者、サービス提供責任者（訪問介護）及び介護支援専門員

が異動する場合は、必ず届け出てください。 

③ 事業所の移転や増改築等で設備を変更する場合は、設備基準に合致しているか確認する必要が

あります。移転や増改築等の前に、必ず市と協議してください。 

④ 電話・ＦＡＸ番号、メールアドレスが変わる場合にも、届出をしてください。 

⑤ 事業所の譲渡や法人の合併、分社等、開設者が変わる場合には、新規扱いとなります。必ず、

事前に市と協議してください。 

⑥ 運営規程に定める事項（営業日及び営業時間、通常の事業の実施地域等）を変更した場合には、

変更届を提出してください。 

⑦ 次のような変更については、変更届出は不要です。 

1) 介護報酬改定に伴う利用料金(貸与料金)の変更 

2) 運営規程に記載している従業者数の変更 

3) 上記②に記載している職種以外の従業者の変更 

⑧ 介護支援専門員、看護職員、訪問介護事業所の訪問介護員、通所介護事業所等の生活相談員及

び機能訓練指導員など資格等を要する職種に異動があった場合には、必ず当該資格証等を確認

し、その証書類の写しを保管しておいてください。また、出勤簿や給与台帳、勤務割表等、従

業者に関する諸記録も、必ず整備・保管しておいてください。 

⑨ 上記の変更に伴い、業務管理体制の届出事項に変更が生じる場合（法人名称・法人の本社所在

地・代表者の住所・氏名・生年月日・法令遵守責任者等の氏名・生年月日等が変更する場合）

は、業務管理体制の変更届出が別に必要となりますので、こちらも併せて提出してください。 

 

(2) 廃止・休止・再開届 

① 廃止又は休止しようとするときは、その１か月前までに届出を行い、再開しようとするときは、

２か月前までに必ず市に連絡してください。 

② 廃止・休止の場合は、あらかじめ担当ケアマネージャーや市町村（保険者）に廃止・休止の予

定日を連絡し、現にサービスを受けている利用者が同等のサービスを引き続き受けることがで

きるよう、引継ぎを含めた適切な措置が講じられているかどうかを確認します。 

③ 休止は、再延長を含めて最長でも１年間とします。１年以内に再開が見込まれない場合は、休

止届でなく、廃止届を提出してください。（休止後１年経過したら、廃止届を提出してください。） 

④ 再開の際は、新規申請と同等の書類の提出を求め、審査を行います。 
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４ 介護給付費算定に係る体制等に関する変更届 (加算届) について 

(1) 加算届 

   「加算届」は、現在の体制を変更しようとする場合に、あらかじめ届け出る必要があります。 

「添付書類一覧」記載の必要書類を添付のうえ記期限までに必着で提出してください。 

算定要件を満たせず加算を算定しなくなった場合も、速やかに届出を提出してください。 

また、内容等に不備がある場合は、受理できませんので、早めに提出してください。 

（加算の遡及適用はしませんので、御注意ください。) 

 

  ① 算定開始月の前月１５日までに提出する必要がある事業所（予防事業所を含む） 

   定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機能型居宅介護、認知症対応型通所介護、

看護小規模多機能型居宅介護、地域密着型通所介護 

 

② 算定開始月の１日までに提出する必要がある事業所（予防事業所を含む） 

   認知症対応型共同生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

 

(2) 体制変更時の留意事項 

 ① 体制を変更し、加算を請求する場合、1) 「重要事項説明書」を変更して加算の説明を加え、

2)変更した後の書式を使用して加算の対象となる全ての利用者と担当介護支援専門員に説明し、

同意を得て、3)説明を受けた介護支援専門員は、必要に応じてサービス担当者会議を開催し、

利用者の同意を踏まえてケアプランの変更を行い、これを当該事業所に交付し、4)事業所は、

当該利用者との契約・サービス提供計画書を変更し、当該加算サービスをスタートさせます。 

 ② 上記①の手続が正しく完了していなければ、加算の請求ができませんので、十分に留意して

ください。 

 

５ 介護サービス事業からの暴力団の排除について 

暴力団が県民生活に多大な影響を与えている本県の現状に鑑み、暴力団による県民の社会経済

活動への介入を阻止するため、これまでも介護サービス事業から暴力団を排除する取組を行って

おり、市の条例において、介護サービス事業からの暴力団排除の規定を定めています。（1(3)参照）。 

   市の条例に基づく暴力団排除の詳細は、条例の規定をご参照ください。  

 

６ 認知症介護研修の受講について 

   地域密着型サービスのうち、下記の認知症介護研修を修了していることが義務付けられている 

  職種があります。 

   ・認知症介護実践者研修 

   ・認知症対応型サービス事業管理者研修 

   ・小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修 

   ・認知症対応型サービス事業開設者研修 

   人員体制を変更する場合は、変更前に各職種に義務付けられている研修を修了することが必要 

  です。しかし、事業所によっては、研修を修了した職員の急な離職等、事業所の責に帰すべき事 

  由以外のやむを得ない理由により人員基準欠如となる場合があります。この場合、直近の研修を 

  受講する旨を記載した「研修受講確約書」を提出することにより、減算には該当しない取扱いと 

  します。ただし、この確約書の提出に当たっては、事前にご相談ください。 

   なお、確約した研修の受講については各事業所の責任で申込をしてください。万が一、確約し 

  た研修を受講できなかった場合、減算規定のある職種に関しては減算の対象となりますので、ご 

  注意ください。 
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７　新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等について
　
　　　　新型コロナウィルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の取扱いについては、
　　　「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて」
　　　（令和２年２月17日付厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室ほか事務連絡）等で通知してお
　　　りますが、今後の取扱いについては、厚生労働省から発信される「介護保険最新情報」をご確認
　　　ください。



指定２ 

 

介護サービス事業者の業務管理体制の届出及び整備等について 
 

 

平成２０年の介護保険法改正により、平成２１年５月１日から、介護サービス事業者（以下「事

業者」といいます。）は、法令違守等の業務管理体制の整備が義務付けられています。 

これは、介護サービス事業者による法令遵守の義務の履行を確保し、不正事案を未然に防止する

ことで、利用者の保護と介護保険事業の健全かつ適正な運営を図ることを目的としたものです。  

事業者が整備すべき業務管理体制は、指定又は許可を受けている事業所又は施設（以下「事業所

等」といいます。）の数に応じ定められており、また、業務管理体制の整備に関する事項を記載し

た届出書を、国、都道府県又は保険者に、遅滞なく届け出なければなりません。 

 

 

１ 事業者が整備しなければならない業務管理体制 
（介護保険法第115条の32・介護保険法施行規則第140条の39） 

 

・   

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 事業所等の数には、介護予防を含みます。例えば、訪問看護と介護予防訪問看護を併せて行って

いる事業所は、２とカウントします。 

○ 介護保険法第71条の規定に基づき、保険医療機関又は保険薬局の指定があったとき、介護保険法

の事業所（居宅療養管理指導、訪間看護、訪問リハビリテーション及び通所リハビリテーション）

の指定があったとみなされる場合は、事業所等の数に含みません。 

○ 総合事業における介護予防・生活支援サービス事業は、事業所等の数に含みません。 

○ 平成30年4月1日から、市町村へ指定権限等が委譲された指定居宅介護支援事業所につきましては、

引き続き業務管理体制の所管は都道府県ですのでご注意願います。 

 

 

２ 届出事項                （介護保険法施行規則第140条の40） 

届出事項 対象となる介護サービス事業者 

① 事業者の 

・名称（法人名） 

・主たる事務所（本社・本部）の所在地 

・代表者の氏名、生年月日、住所及び職名 

・事業所等の名称及び所在地 

全ての事業者 

② 「法令遵守責任者」の氏名及び生年月日 全ての事業者 

③ 「法令遵守規程」の概要 事業所等の数が 20以上の事業者 

④ 「業務執行の状況の監査」の方法の概要 事業所等の数が 100以上の事業者 

 

 

 

 

 

業
務
管
理
体
制
の 

整
備
の
内
容 

  業務執行の状況の

監査を定期的に実

施 

 法令遵守規程（業務が法令に適合すること

を確保するための規程）の整備 

法令遵守責任者（法令を遵守するための体制の確保に係る責任者）

の選任 

事業所

等の数 

１以上 

２０未満 

２０以上 

１００未満 

１００以上 

- 119 -



 

 

３ 届出先        （介護保険法第115条の32・介護保険法施行規則第140条の40） 

 

※ 届出先は、事業所等の所在地によって決まるものであり、主たる事務所（本社・本部） 

の所在地で決まるものでないので、注意してください。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 （注）事業所等が２以下の地方厚生局の管轄区域に所在する事業者は、主たる事務所の所在地の

都道府県知事が届出先となります。なお、各地方厚生局の管轄区域は次表のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 届出事項の変更     （介護保険法第115条の32・介護保険法施行規則第140条の40） 

  ※ 既に届出を済ませた事業者・法人であっても、以下の項目に変更があった場合は、業務 

   管理体制に係る変更届（通常の変更届とは別）が必要となりますので、注意してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区   分 届出先 

① 事業所等が３以上の地方厚生局 

の管轄区域に所在する事業者（注） 

厚生労働大臣 

② 地域密着型サービス事業（介護 

予防を含む。）のみを行う事業者 

であって、全ての事業所等が一市 

町村内に所在する事業者 

市町村長（福岡県介護保険広域連合に加

入している市町村は、福岡県介護保険広

域連合） 

③ 全ての事業所等が一指定都市内 

に所在する事業者 

指定都市の市長（北九州市長又は福岡市

長） 

④ ①～③以外の全事業者 

都道府県知事（福岡県の場合は、所管の

保健福祉（環境）事務所・県庁介護保険

課に提出） 

地方厚生局 管轄区域 

北海道厚生局 北海道 

東北厚生局 青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県 

関東信越厚生局 
茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、 

新潟県、山梨県、長野県 

東海北陸厚生局 富山県、石川県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県 

近畿厚生局 福井県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 

中国四国厚生局 
鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、 

愛媛県、高知県 

九州厚生局 
福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、 

沖縄県 

変 更 事 項 

１ 法人名称（ﾌﾘｶﾞﾅ） 

２ 主たる事務所の所在地、電話、ＦＡＸ番号 

３ 代表者氏名（ﾌﾘｶﾞﾅ）、生年月日 

４ 代表者の住所、職名 

５ 事業所等の名称及び所在地 

６ 法令遵守責任者の氏名（ﾌﾘｶﾞﾅ）、生年月日、所属及び職名 

７ 業務が法令に適合することを確保するための規程の概要 

８ 業務執行の状況の監査の方法の概要 
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※ 届出先は ３ 届出先と同じです。 

 

 

５ 届出時点     

(１) 事業所の新規指定に伴い届出が必要となる場合 

⇒ 事業所の新規指定申請時に新規指定申請書類と共に提出してください。 

 

(２) 事業所の変更届出に伴い変更が生じた場合 

⇒ 事業所の変更届出時に変更届出書と共に提出してください。 

 

（３） その他の場合 

⇒ 届出及び変更の届出の必要が生じた時点ですぐに提出してください。 

 

 ※県様式の掲載場所 

  福岡県庁ホームページ 

    トップページ > 健康・福祉 ・子育て> 介護 ・高齢福祉> 介護保険 > 

 介護サービス事業者の業務管理体制の整備について 

 

６ 法人としての取組（法令等遵守の態勢） 

  ・法令等遵守：単に法令や通達のみを遵守するのではなく、事業を実施する上で必要な法令の 

目的（社会的要請）や社会通念に沿った適応を考慮したもの。 

  ・態勢：組織の様式（体制）だけでなく、法令等遵守に対する姿勢や体制づくりへの取組 

   「業務管理体制」は、事業者自ら組織形態に見合った合理的な体制を整備するものであり、

事業者の規模や法人種別等により異なります。法令で定めた上記１の内容は、事業者が整備す

る業務管理体制の一部です。体制を整備し、組織として事業者自らの取組が求められます。 

  【取組の内容】 

① 方針の策定 ⇒ ② 内部規程・組織体制の整備（１の体制） ⇒ ③ 評価・改善 

① 方針の策定 

・法令等遵守の状況を的確に認識し、適正な法令等遵守態勢の整備・確立に向けた方針及び

具体的な方策を検討しているか。 

・法令等遵守に係る基本方針を定め、組織全体に周知させているか。 

・方針策定のプロセスの有効性を検証し、適時に見直しているか。 

② 内部規程・組織体制の整備 

・法令等遵守方針に則り、内部規程等を策定させ、組織内に周知させているか。 

・法令等遵守に関する事項を一元的に管理する態勢（体制）を整備しているか。 

・各事業担当部門等に対し、遵守すべき法令等、内部規程等を周知させ、遵守させる態勢を

整備しているか。 

③ 評価・改善 

・法令等遵守の状況を的確に分析し、法令等遵守態勢の実効性の評価を行った上で、問題点

等について検証しているか。 

・検証の結果に基づき、改善する態勢を整備しているか。 

 

 

７ 法令遵守責任者の役割 

  法令遵守責任者が中心となって、６の法令等遵守の態勢についての運用状況を確認し、例えば 

次のような取組を進めてください。 

・「法令等の遵守に係る方針」の制定、全役職員への周知 

・法令（基準）等の情報の収集・周知、サービス・報酬請求内容の確認 

・内部通報、事故報告及び苦情・相談への対応 

・法令遵守等に関する研修の実施、マニュアルの作成       等 
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指定更新事務の概要         指定３ 

 

１ 概要 
○ 介護保険制度の改正に伴い事業者規制の見直しの観点から、指定の更新制(６年間)が導入されま

した。 

○ 指定・許可を受けた全ての介護保険事業所・施設（以下「事業所等」という。）は、当該指定日又

は指定更新日から６年を経過する日が「更新期限」となり、その翌日が「更新予定日」となります。 

 

 (例）  指 定 日(新規事業所等) 

指 定 更 新 日  更 新 期 限 
（有効期限満了日）       更 新 予 定 日 

   (有効期限満了日の翌日) 
平成２４年６月１日  平成３０年５月３１日  平成３０年６月１日  
平成２５年７月１日  令和元年６月３０日  令和元年７月１日 
平成２６年８月１日  令和 ２年７月３１日  令和 ２年８月１日    

２ 指定更新申請・審査 
  指定更新時期を迎える事業所等に対しては、所管する県・市は指定更新申請の案内を行います。 

  指定更新申請書の受理後、所管の県・市は、指定要件の審査を行います。審査に当たっては、新

規指定の申請に係る審査と同様の書類等の審査を行うほか、必要により現地において事業の運営状

況等の審査を行います。(根拠法令：介護保険法第７０条の２、第７０条ほか) 

（１）人員基準：雇用及び勤務形態、加算に伴う人員、資格や研修修了の有無等の確認を行います。 

（２）設備基準：現時点の図面等による施設の利用状況及び施設の保有関係等の確認を行います。 

（３）運営基準：必要に応じて契約書、記録等の確認を行います。 

 なお、休止中の事業所等や指定要件を満たさない事業所等には更新を認めません。 

指定更新申請に当たっては、所管の県・市は手数料を徴収します。この手数料は審査のための手

数料ですので、更新できない場合も返還しません。 
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介
護
職
員
処
遇
改
善
加
算
・
介
護
職
員
等
特
定
処
遇
改
善
加
算
に
つ
い
て
 

  １
 加算の基準 

（
１
）
介
護
職
員
処
遇
改
善
加
算

 
①
 
介
護
職
員
の
賃
金
（
退
職
手
当
を
除
く
。
）
の
改
善

(
以
下
「
賃
金
改
善
」
と
い
う
。

)
 
に

要
す
る
費
用
の
見
込
み
額
が
、
介
護
職
員
処
遇
改
善
加
算
（
以
下
「
処
遇
改
善
加
算
」
と
い

う
。
）
の
算
定
見
込
み
額
を
上
回
る
賃
金
改
善
に
関
す
る
計
画
を
策
定
し
、
当
該
計
画
に
基
づ

き
適
切
な
措
置
を
講
じ
て
い
る
こ
と
。

 

②
 
当
該
事
業
者
に
お
い
て
、
①
の
賃
金
改
善
に
関
す
る
計
画
並
び
に
当
該
計
画
に
係
る
実
施

期
間
及
び
実
施
方
法
そ
の
他
の
介
護
職
員
の
処
遇
改
善
の
計
画
等
を
記
載
し
た
介
護
職
員
処

遇
改
善
計
画
書
を
作
成
し
、
全
て
の
介
護
職
員
に
周
知
し
、
都
道
府
県
知
事
（
当
該
介
護
サ

ー
ビ
ス
事
業
所
等
の
指
定
権
者
が
市
町
村
長
（
特
別
区
長
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
で
あ
る
場

合
は
、
市
町
村
長
と
す
る
。
以
下
同
じ
。
）（
以
下
「
都
道
府
県
知
事
等
」
と
い
う
。
）
に
届
け

出
て
い
る
こ
と
。
 

③
 
処
遇
改
善
加
算
の
算
定
額
に
相
当
す
る
賃
金
改
善
を
実
施
す
る
こ
と
。
 

④
 
当
該
事
業
者
に
お
い
て
、
事
業
年
度
ご
と
に
介
護
職
員
の
処
遇
改
善
に
関
す
る
実
績
を
都

道
府
県
知
事
等
に
報
告
す
る
こ
と
。

 

⑤
 
算
定
日
が
属
す
る
月
の
前
１
２
月
間
に
お
い
て
、
労
働
基
準
法
、
労
働
者
災
害
補
償
保
険

法
、
最
低
賃
金
法
、
労
働
安
全
衛
生
法
、
雇
用
保
険
法
そ
の
他
の
労
働
に
関
す
る
法
令
に
違

反
し
、
罰
金
以
上
の
刑
に
処
せ
ら
れ
て
い
な
い
こ
と
。

 

⑥
 
当
該
事
業
所
に
お
い
て
、
労
働
保
険
料
の
納
付
が
適
正
に
行
わ
れ
て
い
る
こ
と
。

 

⑦
 
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
に
関
す
る
要
件

 

ア
 
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
要
件
Ⅰ

 

次
に
掲
げ
る
要
件
の
全
て
に
適
合
す
る
こ
と
。

 

一
 
介
護
職
員
の
任
用
の
際
に
お
け
る
職
位
、
職
責
又
は
職
務
内
容
等
の
要
件
（
介
護

職
員
の
賃
金
に
関
す
る
も
の
を
含
む
。
）
を
定
め
て
い
る
こ
と
。
 

二
 
一
に
掲
げ
る
職
位
、
職
責
又
は
職
務
内
容
等
に
応
じ
た
賃
金
体
系
（
一
時
金
等
の

臨
時
的
に
支
払
わ
れ
る
も
の
を
除
く
。
）
に
つ
い
て
定
め
る
こ
と
。
 

三
 
一
及
び
二
の
内
容
に
つ
い
て
就
業
規
則
等
の
明
確
な
根
拠
規
定
を
書
面
で
整
備

し
、
全
て
の
介
護
職
員
に
周
知
し
て
い
る
こ
と
。

 

イ
 
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
要
件
Ⅱ

 

 
 
次
に
掲
げ
る
要
件
の
全
て
に
適
合
す
る
こ
と
。

 

一
 
介
護
職
員
の
職
務
内
容
を
踏
ま
え
、
介
護
職
員
と
意
見
を
交
換
し
な
が
ら
、
資
質

向
上
の
目
標
及
び
ａ
又
は
ｂ
に
掲
げ
る
具
体
的
な
計
画
を
策
定
し
、
当
該
計
画
に
係

る
研
修
の
実
施
又
は
研
修
の
機
会
を
確
保
し
て
い
る
こ
と
。

 

 
 
 

 
 

 
ａ

 
資
質
向
上
の
た
め
の
計
画
に
沿
っ
て
、
研
修
機
会
の
提
供
又
は
技
術
指
導
等
を

実
施
（
O
J
T
、

O
F
F
-
J
T
等
）
す
る
と
と
も
に
、
介
護
職
員
の
能
力
評
価
を
行
う
こ

と
。

 

 
 
 

 
 

 
ｂ

 
資
格
取
得
の
た
め
の
支
援
（
研
修
受
講
の
た
め
の
勤
務
シ
フ
ト
の
調
整
、
休
暇

の
付
与
、
費
用
（
交
通
費
、
受
講
料
等
）
の
援
助
等
）
を
実
施
す
る
こ
と
。

 

 
 

二
 
一
に
つ
い
て
、
全
て
の
介
護
職
員
に
周
知
し
て
い
る
こ
と
。

 

 
ウ
 
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
要
件
Ⅲ

 

次
に
掲
げ
る
要
件
の
全
て
に
適
合
す
る
こ
と

 

一
 
次
の
ａ
か
ら
ｃ
ま
で
の
い
ず
れ
か
に
適
合
す
る
こ
と

 

ａ
 
経
験
に
応
じ
て
昇
給
す
る
仕
組
み
を
設
け
て
い
る
こ
と
。

 

「
勤
続
年
数
」
や
「
経
験
年
数
」
な
ど
に
応
じ
て
昇
給
す
る
仕
組
み
で
あ
る
こ

と
。

 

ｂ
 
資
格
等
に
応
じ
て
昇
給
す
る
仕
組
み
を
設
け
て
い
る
こ
と
。

 

 
 

 
 

 
 

 
 
「
介
護
福
祉
士
」
や
「
実
務
者
研
修
修
了
者
」
な
ど
に
応
じ
て
昇
給
す
る
仕
組

み
で
あ
る
こ
と
。

 

ｃ
 
一
定
の
基
準
に
基
づ
き
定
期
に
昇
給
を
判
定
す
る
仕
組
み
を
設
け
て
い
る
こ
と
。
 

 
 

 
 

 
 

 
 
「
実
技
試
験
」
や
「
人
事
評
価
」
な
ど
の
結
果
に
基
づ
き
昇
給
す
る
仕
組
み
で

あ
る
こ
と
。
た
だ
し
、
客
観
的
な
評
価
基
準
や
昇
給
条
件
が
明
文
化
さ
れ
て
い
る

こ
と
を
要
す
る
。

 

二
 
一
に
つ
い
て
、
書
面
で
整
備
し
、
全
て
の
介
護
職
員
に
周
知
し
て
い
る
こ
と
。

 

⑧
 
職
場
環
境
等
要
件

 

 
 
ア
 
加
算
（
Ⅰ
）
、
（
Ⅱ
）
の
職
場
環
境
等
要
件

 

 
 

 
 

 
平
成
２
７
年
４
月
か
ら
届
出
を
要
す
る
日
の
属
す
る
月
の
前
月
ま
で
に
実
施
し
た
賃

金
改
善
を
除
く
処
遇
改
善
の
内
容
を
全
て
の
介
護
職
員
に
周
知
し
て
い
る
こ
と
。

 

 
 

 
イ
 
加
算
（
Ⅲ
）
（
Ⅳ
）
の
職
場
環
境
等
要
件

 

平
成
２
０
年
１
０
月
か
ら
届
出
を
要
す
る
日
の
属
す
る
月
の
前
月
ま
で
に
実
施
し
た

 

賃
金
改
善
を
除
く
処
遇
改
善
の
内
容
を
全
て
の
介
護
職
員
に
周
知
し
て
い
る
こ
と
。

 

⑨
 
加
算
の
算
定
要
件

 

 
 

 
 
加
算
を
取
得
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
次
の
区
分
に
応
じ
て
届
け
出
る
こ
と
。

 

区
分
 

①
～
⑥
に
掲
げ
る
基
準
 

⑦
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
要
件

 
 

⑧
職
場
環
境
等
要
件

 

加
算
（
Ⅰ
）
 

適
合
 

ア
、
イ
、
ウ
を
満
た
す
 
か
つ
 
ア
を
満
た
す
 

加
算
（
Ⅱ
）
 

ア
、
イ
を
満
た
す
 

か
つ
 
ア
を
満
た
す
 

加
算
（
Ⅲ
）
 

ア
、
イ
の
い
ず
れ
か
を

満
た
す
 

か
つ
 
イ
を
満
た
す
 

加
算
（
Ⅳ
）
 

ア
、
イ
の
い
ず
れ
か
を

満
た
す
 

ま
た
は
 
イ
を
満
た
す
 

加
算
（
Ⅴ
）
 

い
ず
れ
も
満
た
さ
な
い
  （

２
）
介
護
職
員
等
特
定
処
遇
改
善
加
算

 
①
 
介
護
職
員
そ
の
他
の
職
員
の
賃
金
改
善
に
要
す
る
費
用
の
見
込
み
額
が
、
介
護
職
員
等
特

定
処
遇
改
善
加
算
（
以
下
「
特
定
加
算
」
と
い
う
。
）
の
算
定
見
込
み
額
を
上
回
る
賃
金
改
善

に
関
す
る
計
画
を
策
定
し
、
当
該
計
画
に
基
づ
き
適
切
な
措
置
を
講
じ
て
い
る
こ
と
。

 

②
 
当
該
事
業
者
に
お
い
て
、
①
の
賃
金
改
善
に
関
す
る
計
画
並
び
に
当
該
計
画
に
係
る
実
施

期
間
及
び
実
施
方
法
そ
の
他
の
職
員
の
処
遇
改
善
の
計
画
等
を
記
載
し
た
介
護
職
員
等
特
定
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 処

遇
改
善
計
画
書
を
作
成
し
、
全
て
の
職
員
に
周
知
し
、
都
道
府
県
知
事
等
に
届
け
出
て
い

る
こ
と
。

 

③
 
特
定
加
算
の
算
定
額
に
相
当
す
る
賃
金
改
善
を
実
施
す
る
こ
と
。
 

 
ア

 
賃
金
改
善
の
対
象
と
な
る
グ
ル
ー
プ

 

 
 
 

 
 
一

 
経
験
・
技
能
の
あ
る
介
護
職
員

 

 
 
 

 
 

 
 
介
護
福
祉
士
で
あ
っ
て
、
経
験
・
技
能
を
有
す
る
介
護
職
員
と
認
め
ら
れ
る
者
を

い
う
。

 

 
 
 

 
 

 
 
具
体
的
に
は
、
介
護
福
祉
士
の
資
格
を
有
す
る
と
と
も
に
、
所
属
す
る
法
人
等
に

お
け
る
勤
続
年
数
１
０
年
以
上
の
介
護
職
員
を
基
本
と
し
つ
つ
、
他
の
法
人
に
お
け

る
経
験
や
、
当
該
職
員
の
業
務
や
技
能
等
を
踏
ま
え
、
各
事
業
所
の
裁
量
で
設
定
で

き
る
。

 

 
 
 

 
 
二

 
他
の
介
護
職
員

 

 
 
 

 
 

 
 
経
験
・
技
能
の
あ
る
介
護
職
員
を
除
く
介
護
職
員
を
い
う
。

 

 
 
 

 
 
三

 
そ
の
他
の
職
種

 

 
 
 

 
 

 
 
介
護
職
員
以
外
の
職
員
を
い
う
。

 

イ
 
事
業
所
に
お
け
る
配
分
方
法

 

 
 
 

 
 
実
際
に
配
分
す
る
に
当
た
っ
て
、
ア
の
一
～
三
そ
れ
ぞ
れ
に
お
け
る
平
均
賃
金
改
善
額

等
に
つ
い
て
は
、
以
下
の
と
お
り
と
す
る
こ
と
（
図
１
参
照
）
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
そ

れ
ぞ
れ
の
グ
ル
ー
プ
内
で
の
一
人
ひ
と
り
の
賃
金
改
善
額
は
、
柔
軟
な
設
定
が
可
能
で
あ

る
。

 

 
 
 

 
 
一

 
経
験
・
技
能
の
あ
る
介
護
職
員
の
う
ち
１
人
以
上
は
、
賃
金
改
善
に
要
す
る
費
用

の
見
込
額
が
月
額
平
均
８
万
円
（
賃
金
改
善
実
施
期
間
に
お
け
る
平
均
。
以
下
同
じ
。
）

以
上
、
又
は
賃
金
改
善
後
の
賃
金
の
見
込
額
が
年
額
４
４
０
万
円
以
上
で
あ
る
こ
と

（
現
に
賃
金
が
年
額
４
４
０
万
円
以
上
の
者
が
い
る
場
合
は
こ
の
限
り
で
は
な
い
）
。

た
だ
し
、
以
下
の
場
合
な
ど
例
外
的
に
当
該
賃
金
改
善
が
困
難
な
場
合
は
合
理
的
な

説
明
を
求
め
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

 

 
 
 

 
 

 
ａ
 
小
規
模
事
業
所
等
で
加
算
額
全
体
が
少
額
で
あ
る
場
合

 

 
 
 

 
 

 
ｂ
 
職
員
全
体
の
賃
金
水
準
が
低
い
事
業
所
な
ど
で
、
直
ち
に
一
人
の
賃
金
を
引
き

上
げ
る
こ
と
が
困
難
な
場
合

 

 
 
 

 
 

 
ｃ
 
８
万
円
等
の
賃
金
改
善
を
行
う
に
当
た
り
、
こ
れ
ま
で
以
上
に
事
業
所
内
の
階

層
・
役
職
や
そ
の
た
め
の
能
力
・
処
遇
を
明
確
化
す
る
こ
と
が
必
要
に
な
る
た
め
、

規
程
の
整
備
や
研
修
・
実
務
経
験
の
蓄
積
な
ど
に
一
定
期
間
を
要
す
る
場
合

 

 
 
 

 
 
二

 
当
該
事
業
所
に
お
け
る
経
験
・
技
能
の
あ
る
介
護
職
員
の
賃
金
改
善
に
要
す
る
費

用
の
見
込
額
の
平
均
が
、
他
の
介
護
職
員
の
賃
金
改
善
に
要
す
る
費
用
の
見
込
額
の

平
均
の
２
倍
以
上
で
あ
る
こ
と
。

 

 
 
 
ウ

 
他
の
介
護
職
員
の
賃
金
改
善
に
要
す
る
費
用
の
見
込
額
の
平
均
が
、
そ
の
他
の
職
種
の

賃
金
改
善
に
要
す
る
費
用
の
見
込
額
の
平
均
の
２
倍
以
上
で
あ
る
こ
と
。
た
だ
し
、
そ
の

他
の
職
種
の
平
均
賃
金
額
が
他
の
介
護
職
員
の
平
均
賃
金
額
を
上
回
ら
な
い
場
合
は
こ

の
限
り
で
な
い
こ
と
。

 

 
 

 
エ

 
そ
の
他
の
職
種
の
賃
金
改
善
後
の
賃
金
の
見
込
額
が
年
額
４
４
０
万
円
を
上
回
ら
な

い
こ
と
（
賃
金
改
善
前
の
賃
金
が
す
で
に
年
額
４
４
０
万
円
を
上
回
る
場
合
は
、
当
該
職

 
 

員
は
特
定
加
算
に
よ
る
賃
金
改
善
の
対
象
と
な
ら
な
い
）
。

 

④
 
当
該
事
業
者
に
お
い
て
、
事
業
年
度
ご
と
に
職
員
の
処
遇
改
善
に
関
す
る
実
績
を
都
道
府

県
知
事
等
に
報
告
す
る
こ
と
。

 

⑤
 
介
護
福
祉
士
の
配
置
等
要
件

 

 
 

 
 
サ
ー
ビ
ス
提
供
体
制
強
化
加
算
の
最
も
上
位
の
区
分
※
を
算
定
し
て
い
る
こ
と
。

 

 
 

 
 
※
訪
問
介
護
に
あ
っ
て
は
特
定
事
業
所
加
算
（
Ⅰ
）
又
は
（
Ⅱ
）
、
特
定
施
設
入
居
者
生
活

介
護
等
に
あ
っ
て
は
サ
ー
ビ
ス
提
供
体
制
強
化
加
算
（
Ⅰ
）
イ
又
は
入
居
継
続
支
援
加
算
、

介
護
老
人
福
祉
施
設
等
に
あ
っ
て
は
サ
ー
ビ
ス
提
供
体
制
強
化
加
算
（
Ⅰ
）
イ
又
は
日
常

生
活
継
続
支
援
加
算

 

⑥
 
現
行
加
算
要
件

 

 
 

 
 
現
行
加
算
（
Ⅰ
）
～
（
Ⅲ
）
ま
で
の
い
ず
れ
か
を
算
定
し
て
い
る
こ
と
（
特
定
加
算
と
同

時
に
現
行
加
算
に
か
か
る
処
遇
改
善
計
画
書
の
届
出
を
行
い
、
算
定
さ
れ
る
場
合
を
含
む
。
）
。
 

⑦
 
職
場
環
境
等
要
件

 

 
 

 
 
平
成
２
０
年
１
０
月
か
ら
届
出
を
要
す
る
日
の
属
す
る
月
の
前
月
ま
で
に
実
施
し
た
処

遇
改
善
（
賃
金
改
善
を
除
く
。
）
の
内
容
を
全
て
の
職
員
に
周
知
し
て
い
る
こ
と
。
こ
の
処
遇

改
善
に
つ
い
て
は
、
複
数
の
取
組
を
行
っ
て
い
る
こ
と
と
し
、
「
資
質
の
向
上
」
、
「
労
働
環

境
・
処
遇
の
改
善
」
及
び
「
そ
の
他
」
の
区
分
ご
と
に
１
以
上
の
取
組
を
行
う
こ
と
。

 

⑧
 
見
え
る
化
要
件

 

 
 

 
 
特
定
加
算
に
基
づ
く
取
組
に
つ
い
て
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
へ
の
掲
載
等
に
よ
り
公
表
し
て
い

る
こ
と
。
具
体
的
に
は
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
情
報
公
表
制
度
を
活
用
し
、
特
定
加
算
の
取
得

状
況
を
報
告
し
、
賃
金
以
外
の
処
遇
改
善
に
関
す
る
具
体
的
な
取
組
内
容
を
記
載
す
る
こ
と
。
 

 
 

 
 
当
該
制
度
に
お
け
る
報
告
の
対
象
と
な
っ
て
い
な
い
場
合
等
に
は
、
各
事
業
者
の
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
を
活
用
す
る
等
、
外
部
か
ら
見
え
る
形
で
公
表
す
る
こ
と
。

 

⑨
 
特
定
加
算
の
算
定
要
件

 

 
 

 
 
特
定
加
算
を
取
得
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
次
に
掲
げ
る
区
分
に
応
じ
て
届
け
出
る
こ
と
。
 

区
分

 
⑤
介
護
福
祉
士
の
 

配
置
等
要
件
 

⑥
現
行
加
算
要
件

 
⑦
職
場
環
境
等
要
件

 
⑧
見
え
る
化
要
件

 

特
定
加
算
（
Ⅰ
）
 

全
て
を
満
た
す
 

特
定
加
算
（
Ⅱ
）
 
満
た
さ
な
い
 

満
た
す
  ２

 加算の仕組みと賃金改善等の実施 
（
１
）
加
算
の
仕
組
み

 
 

 
 
処
遇
改
善
加
算
及
び
特
定
加
算
（
以
下
「
処
遇
改
善
加
算
等
」
と
い
う
。
）
は
、
サ
ー
ビ
ス
別

の
基
本
サ
ー
ビ
ス
費
に
各
種
加
算
減
算
を
加
え
た
１
月
あ
た
り
の
総
単
位
数
に
サ
ー
ビ
ス
別

加
算
率
（
表
１
参
照
）
を
乗
じ
た
単
位
数
で
算
定
す
る
こ
と
と
し
、
処
遇
改
善
加
算
等
は
、
区

分
支
給
限
度
基
準
額
の
算
定
対
象
か
ら
除
外
さ
れ
る
。

 

 （
２
）
加
算
の
算
定
額
に
相
当
す
る
賃
金
改
善
の
実
施

 
 
①
 
賃
金
改
善
の
考
え
方
に
つ
い
て

 

 
 

 
 
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
等
は
、
処
遇
改
善
加
算
等
の
算
定
額
に
相
当
す
る
賃
金
改
善
を
実
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 施

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

 
 
 

 
賃
金
改
善
は
、
基
本
給
、
手
当
、
賞
与
等
の
う
ち
か
ら
対
象
と
す
る
賃
金
項
目
を
特
定
し

た
上
で
行
う
も
の
と
す
る
。
こ
の
場
合
、
４
（
２
）
の
特
別
な
事
情
に
係
る
届
出
を
行
う
場

合
を
除
き
、
特
定
し
た
賃
金
項
目
を
含
め
、
賃
金
水
準
（
賃
金
の
高
さ
の
水
準
を
い
う
。
以

下
同
じ
。
）
を
低
下
さ
せ
て
は
な
ら
な
い
。
ま
た
、
安
定
的
な
処
遇
改
善
が
重
要
で
あ
る
こ
と

か
ら
、
基
本
給
に
よ
る
賃
金
改
善
が
望
ま
し
い
。

 

 
 
②

 
賃
金
改
善
に
係
る
比
較
時
点
の
考
え
方
に
つ
い
て

 

 
 
 

 
賃
金
改
善
は
、
処
遇
改
善
加
算
と
特
定
加
算
に
よ
る
賃
金
改
善
と
を
区
別
し
た
上
で
、
処

遇
改
善
加
算
等
を
取
得
し
実
施
さ
れ
る
賃
金
改
善
額
及
び
独
自
の
賃
金
改
善
額
を
除
い
た

賃
金
水
準
と
、
独
自
の
賃
金
改
善
額
を
含
む
処
遇
改
善
加
算
等
を
取
得
し
実
施
さ
れ
る
賃
金

水
準
の
改
善
見
込
額
と
の
差
分
を
用
い
て
算
定
す
る
。

 

 
 
③

 
賃
金
改
善
に
係
る
留
意
点

 

処
遇
改
善
加
算
等
を
取
得
し
た
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
等
は
、
処
遇
改
善
加
算
等
の
算
定

額
に
相
当
す
る
賃
金
改
善
の
実
施
と
併
せ
て
、
取
得
す
る
加
算
に
応
じ
た
基
準
を
満
た
す
必

要
が
あ
る
が
、
当
該
取
組
に
要
す
る
費
用
に
つ
い
て
は
、
算
定
要
件
に
お
け
る
賃
金
改
善
の

実
施
に
要
す
る
費
用
に
含
ま
れ
な
い
も
の
で
あ
る
こ
と
に
留
意
す
る
こ
と
。
 

 ３
 処遇改善加算等の届出 

 
 
処
遇
改
善
加
算
等
の
算
定
を
受
け
よ
う
と
す
る
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
等
は
、
算
定
を
受
け
よ

う
と
す
る
月
の
前
々
月
末
日
ま
で
に
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
等
ご
と
に
、
当
該
介
護
サ
ー
ビ
ス

事
業
所
等
の
所
在
す
る
都
道
府
県
知
事
等
に
処
遇
改
善
加
算
等
の
届
出
を
提
出
す
る
も
の
と
す

る
。

 

 
 
な
お
、
複
数
の
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
等
を
有
す
る
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
等
に
あ
っ
て
は
、

一
括
し
て
別
紙
様
式
２
－
１
の
介
護
職
員
処
遇
改
善
計
画
書
・
介
護
職
員
等
特
定
処
遇
改
善
計
画

書
（
以
下
「
計
画
書
」
と
い
う
。
）
を
作
成
し
、
別
紙
様
式
２
－
２
又
は
２
－
３
に
含
ま
れ
る
介
護

サ
ー
ビ
ス
事
業
者
等
の
指
定
権
者
で
あ
る
都
道
府
県
知
事
等
に
、
別
紙
様
式
２
－
１
か
ら
２
－
３

を
届
け
出
る
も
の
と
す
る
。

 

 

処
遇
改
善
加
算
等
の
内
容
の
詳
細
・
様
式
は
、
県
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載

 

 
ト
ッ
プ
ペ
ー
ジ
＞
健
康
・
福
祉
・
子
育
て
＞
介
護
・
高
齢
者
福
祉
＞
介
護
保
険
＞
一
般
情
報

 
「
令

和
２
年
度
介
護
職
員
処
遇
改
善
加
算
等
の
届
出
方
法
の
御
案
内
（
介
護
保
険
）
」

 

 ４
 変更等の届出 

（
１
）
変
更
の
届
出

 
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
等
は
、
処
遇
改
善
加
算
等
を
取
得
す
る
際
に
提
出
し
た
計
画
書
に
変

更
（
次
の
①
か
ら
⑥
ま
で
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
場
合
に
限
る
。
）
が
あ
っ
た
場
合
に
は
、
次

の
①
か
ら
⑥
ま
で
に
定
め
る
事
項
を
記
載
し
た
変
更
の
届
出
を
行
う
。
 

 
 
①

 
会
社
法
に
よ
る
吸
収
合
併
、
新
設
合
併
等
に
よ
り
計
画
書
の
作
成
単
位
が
変
更
と
な
る
場

合
は
、
当
該
事
実
発
生
ま
で
の
賃
金
改
善
の
実
績
及
び
承
継
後
の
賃
金
改
善
に
関
す
る
内
容

 

 
 
②

 
複
数
の
事
業
所
を
一
括
し
て
届
出
を
し
て
い
る
事
業
者
に
お
い
て
、
当
該
届
出
に
関
係
す

る
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
等
に
増
減
（
新
規
指
定
、
廃
止
等
の
事
由
に
よ
る
）
が
あ
っ
た
場

 
 合

 

 
 

 
・
処
遇
改
善
加
算
に
つ
い
て
は
、
計
画
書
の
２
（
１
）
及
び
別
紙
様
式
２
－
２
の
介
護
職
員

処
遇
改
善
計
画
書
（
施
設
・
事
業
所
別
個
票
）

 

 
 

 
・
特
定
加
算
に
つ
い
て
は
、
計
画
書
の
２
（
２
）
及
び
別
紙
様
式
２
－
３
の
介
護
職
員
等
特

定
処
遇
改
善
加
算
計
画
書
（
施
設
・
事
業
所
別
個
票
）

 

 
 
③
 
就
業
規
則
を
改
正
（
介
護
職
員
の
処
遇
に
関
す
る
内
容
に
限
る
。
）
し
た
場
合
は
、
当
該
改

正
の
概
要

 

 
 
④
 
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
要
件
等
に
関
す
る
適
合
状
況
に
変
更
（
該
当
す
る
加
算
の
区
分
に
変
更
が

生
じ
る
場
合
又
は
加
算
（
Ⅲ
）
若
し
く
は
加
算
（
Ⅳ
）
を
算
定
し
て
い
る
場
合
に
お
け
る
キ

ャ
リ
ア
パ
ス
要
件
Ⅰ
、
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
要
件
Ⅱ
及
び
職
場
環
境
等
要
件
の
要
件
間
の
変
更
が

生
じ
る
場
合
に
限
る
。
）
が
あ
っ
た
場
合
は
、
計
画
書
に
お
け
る
賃
金
改
善
計
画
、
キ
ャ
リ
ア

パ
ス
要
件
等
の
変
更
に
係
る
部
分
の
内
容
（
変
更
後
の
要
件
を
満
た
し
て
い
る
こ
と
が
確
認

で
き
る
書
類
を
添
付
す
る
こ
と
。
）

 

 
 
⑤
 
介
護
福
祉
士
の
配
置
等
要
件
に
関
す
る
適
合
状
況
に
変
更
が
あ
り
、
該
当
す
る
加
算
の
区

分
に
変
更
が
生
じ
る
場
合
は
、
計
画
書
に
お
け
る
賃
金
改
善
計
画
、
介
護
福
祉
士
の
配
置
等

要
件
の
変
更
に
係
る
部
分
の
内
容
（
変
更
後
の
サ
ー
ビ
ス
提
供
体
制
強
化
加
算
区
分
が
確
認

で
き
る
書
類
を
添
付
す
る
こ
と
。
）

 

 
 

 
 
な
お
、
喀
痰
吸
引
を
必
要
と
す
る
利
用
者
の
割
合
に
つ
い
て
の
要
件
等
を
満
た
せ
な
い
こ

と
に
よ
り
、
入
居
継
続
支
援
加
算
や
日
常
生
活
継
続
支
援
加
算
を
算
定
で
き
な
い
状
況
が
常

態
化
し
、
３
か
月
以
上
継
続
し
た
場
合
に
は
、
変
更
の
届
出
を
行
う
こ
と
。

 

 
 
⑥
 
計
画
書
の
２
（
１
）
④
ⅱ
）【
基
準
額
１
】
、
２
（
２
）
⑥
ⅱ
）【
基
準
額
２
】
、
⑦
ⅳ
）【
基

準
額
３
】
の
額
に
変
更
が
あ
る
場
合
（
上
記
①
か
ら
⑤
ま
で
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
場
合

及
び
次
の
特
別
な
事
情
に
該
当
す
る
場
合
を
除
く
。
）

 

 （
２
）
特
別
な
事
情
に
係
る
届
出

 
 

 
 
事
業
の
継
続
を
図
る
た
め
に
、
介
護
職
員
（
特
定
加
算
を
取
得
し
、
そ
の
他
の
職
種
を
賃
金

改
善
の
対
象
と
し
て
い
る
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
等
に
つ
い
て
は
、
そ
の
他
の
職
種
の
職
員
を

含
む
。
以
下
こ
の
４
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
賃
金
水
準
（
加
算
に
よ
る
賃
金
改
善
分
を
除
く
。
以

下
こ
の
４
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
引
き
下
げ
た
上
で
賃
金
改
善
を
行
う
場
合
に
は
、
別
紙
様
式

４
の
特
別
な
事
情
に
係
る
届
出
書
（
以
下
「
特
別
事
情
届
出
書
」
と
い
う
。
）
に
よ
り
、
次
の
①

か
ら
④
ま
で
に
定
め
る
事
項
に
つ
い
て
届
け
出
る
こ
と
。
な
お
、
年
度
を
超
え
て
介
護
職
員
の

賃
金
水
準
を
引
き
下
げ
る
こ
と
と
な
っ
た
場
合
は
、
次
年
度
の
処
遇
改
善
加
算
等
を
取
得
す
る

た
め
に
必
要
な
届
出
を
行
う
際
に
、
特
別
事
情
届
出
書
を
再
度
提
出
す
る
必
要
が
あ
る
。

 

①
 
処
遇
改
善
加
算
等
を
取
得
し
て
い
る
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
等
の
法
人
の
収
支
（
介
護
事

業
に
よ
る
収
支
に
限
る
。
）
に
つ
い
て
、
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
数
の
大
幅
な
減
少
等
に
よ
り
経
営

が
悪
化
し
、
一
定
期
間
に
わ
た
っ
て
収
支
が
赤
字
で
あ
る
、
資
金
繰
り
に
支
障
が
生
じ
る
等

の
状
況
に
あ
る
こ
と
を
示
す
内
容

 

②
 
 
介
護
職
員
の
賃
金
水
準
の
引
下
げ
の
内
容

 

③
 
当
該
法
人
の
経
営
及
び
介
護
職
員
の
賃
金
水
準
の
改
善
の
見
込
み

 

④
 
介
護
職
員
の
賃
金
水
準
を
引
き
下
げ
る
こ
と
に
つ
い
て
、
適
切
に
労
使
の
合
意
を
得
て
い

る
こ
と
等
の
必
要
な
手
続
き
に
関
し
て
、
労
使
の
合
意
の
時
期
及
び
方
法
等
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 ５
 賃金改善の実績報告 
（
１
）
介
護
職
員
処
遇
改
善
加
算

 
加
算
を
取
得
し
た
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
等
は
、
各
事
業
年
度
に
お
け
る
最
終
の
加
算
の
支

払
い
が
あ
っ
た
月
の
翌
々
月
の
末
日
ま
で
に
、
都
道
府
県
知
事
等
に
対
し
て
、
別
紙
様
式
３
－

１
及
び
３
－
２
の
介
護
職
員
処
遇
改
善
実
績
報
告
書
・
介
護
職
員
等
特
定
処
遇
改
善
加
算
実
績

報
告
書
（
以
下
「
実
績
報
告
書
」
と
い
う
。
）
を
提
出
し
、
５
年
間
保
存
す
る
こ
と
と
す
る
。
そ

の
際
、
次
の
二
ａ
の
積
算
の
根
拠
と
な
る
資
料
を
添
付
す
る
こ
と
と
す
る
。

 

一
 
 
加
算
の
総
額
（
別
紙
様
式
３
－
１
の
２
①
）

 

二
 
賃
金
改
善
所
要
額
（
別
紙
様
式
３
－
１
の
２
②
）

 

各
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
等
に
お
い
て
、
賃
金
改
善
実
施
期
間
に
お
け
る
賃
金
改
善
に

 

要
し
た
費
用
（
当
該
賃
金
改
善
に
伴
う
法
定
福
利
費
等
の
事
業
主
負
担
の
増
加
分
に
充
当
し

た
場
合
は
、
そ
の
額
を
含
む
。
）
の
総
額
（
ａ
の
額
か
ら
ｂ
の
額
を
差
し
引
い
た
額
を
い
う
。
）

で
あ
っ
て
、
一
の
額
以
上
の
額
を
記
載
す
る
。

 

ａ
 
介
護
職
員
に
支
給
し
た
賃
金
の
総
額
（
特
定
加
算
を
取
得
し
実
施
さ
れ
る
賃
金
改
善
額

を
除
く
。
）
 

ｂ
 
前
年
度
の
賃
金
の
総
額
（
別
紙
様
式
２
－
１
の
２
（
１
）
④
ⅱ
）
の
【
基
準
額
１
】
）
 

 （
２
）
介
護
職
員
等
特
定
処
遇
改
善
加
算

 
特
定
加
算
を
取
得
し
た
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
等
は
、
各
事
業
年
度
に
お
け
る
最
終
の
加
算

の
支
払
い
が
あ
っ
た
月
の
翌
々
月
の
末
日
ま
で
に
、
都
道
府
県
知
事
等
に
対
し
て
、
実
績
報
告

書
を
提
出
し
、
５
年
間
保
存
す
る
こ
と
と
す
る
。
そ
の
際
、
次
の
二
ａ
の
積
算
の
根
拠
と
な
る

資
料
を
添
付
す
る
こ
と
と
す
る
。

 

一
 
 
特
定
加
算
の
総
額
（
別
紙
様
式
３
－
１
の
２
①
）

 

二
 
賃
金
改
善
所
要
額
（
別
紙
様
式
３
－
１
の
２
②
）

 

各
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
等
に
お
い
て
、
賃
金
改
善
実
施
期
間
に
お
け
る
賃
金
改
善
に
要

し
た
費
用
（
当
該
賃
金
改
善
に
伴
う
法
定
福
利
費
等
の
事
業
主
負
担
の
増
加
分
に
充
当
し
た

場
合
は
、
そ
の
額
を
含
む
。
）
の
総
額
（
ａ
の
額
か
ら
ｂ
の
額
を
差
し
引
い
た
額
を
い
う
。
）

で
あ
っ
て
、
一
の
額
以
上
の
額
を
記
載
す
る
。

 

ａ
 
職
員
に
支
給
し
た
賃
金
の
総
額
（
処
遇
改
善
加
算
を
取
得
し
実
施
さ
れ
る
賃
金
改
善
額

を
除
く
。
）
 

ｂ
 
前
年
度
の
賃
金
の
総
額
（
別
紙
様
式
２
－
１
の
２
（
２
）
⑥
ⅱ
）
の
【
基
準
額
２
】
）
 

 
 
三

 
グ
ル
ー
プ
ご
と
の
平
均
賃
金
改
善
額
（
別
紙
様
式
３
－
１
の
２
③
）
 

 
 

 
 
各
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
等
に
お
い
て
賃
金
改
善
実
施
期
間
に
お
け
る
賃
金
改
善
に
要

す
る
グ
ル
ー
プ
ご
と
の
平
均
額
（
ａ
の
額
を
ｂ
で
除
し
た
も
の
。
）
か
ら
ｃ
の
額
を
差
し
引

い
た
も
の
を
い
う
。

 

 
 
 
ａ

 
各
グ
ル
ー
プ
に
お
け
る
、
職
員
に
支
給
し
た
賃
金
の
総
額
（
処
遇
改
善
加
算
を
取
得
し

実
施
さ
れ
る
賃
金
改
善
額
を
除
く
。
）

 

 
 
 
ｂ

 
当
該
グ
ル
ー
プ
の
対
象
人
数
（
原
則
と
し
て
常
勤
換
算
方
法
に
よ
る
も
の
と
す
る
。
た

だ
し
、
そ
の
他
の
職
種
に
つ
い
て
は
、
常
勤
換
算
方
法
の
ほ
か
、
実
人
数
に
よ
る
算
出
も

可
能
と
す
る
。
）

 

 
 
 
ｃ

 
前
年
度
の
グ
ル
ー
プ
ご
と
の
平
均
賃
金
額
（
月
額
）（
別
紙
様
式
２
－
１
の
２
（
２
）
⑦

 
 

ⅳ
）
の
【
基
準
額
３
】
）

 

 
 
四
 

 
「
経
験
・
技
能
の
あ
る
介
護
職
員
」
の
う
ち
、
月
額
８
万
円
の
改
善
又
は
改
善
後
の
賃

金
が
年
額
４
４
０
万
円
以
上
と
な
っ
た
者
の
数
（
当
該
者
を
設
定
で
き
な
い
場
合
は
そ
の

理
由
）

 

 
 

 

６
 処遇改善加算等の停止 都
道
府
県
知
事
等
は
、
加
算
を
取
得
す
る
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
等
が
次
の
①
又
は
②
に
該
当

す
る
場
合
は
、
既
に
支
給
さ
れ
た
加
算
の
一
部
若
し
く
は
全
部
を
不
正
受
給
と
し
て
返
還
さ
せ
る

こ
と
又
は
加
算
を
取
り
消
す
こ
と
が
で
き
る
。

 

 
 
例
年
、
実
績
報
告
書
の
提
出
期
限
ま
で
に
提
出
が
な
く
、
再
三
の
督
促
に
も
か
か
わ
ら
ず
長
期

間
に
わ
た
っ
て
実
績
報
告
書
の
提
出
が
な
い
ケ
ー
ス
が
生
じ
て
い
る
。
実
績
報
告
書
の
提
出
は
処

遇
改
善
加
算
等
の
基
準
の
一
つ
で
あ
り
、
提
出
が
な
い
場
合
は
要
件
を
満
た
し
て
い
な
い
と
し
て

返
還
の
対
象
と
な
る
こ
と
に
留
意
す
る
こ
と
。

 

な
お
、
複
数
の
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
等
を
有
す
る
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
等
（
法
人
で
あ
る

場
合
に
限
る
。
）
で
あ
っ
て
一
括
し
て
介
護
職
員
処
遇
改
善
計
画
を
作
成
し
て
い
る
場
合
、
当
該
介

護
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
等
の
指
定
権
者
間
に
お
い
て
協
議
し
、
必
要
に
応
じ
て
監
査
等
を
連
携
し
て

実
施
す
る
。
指
定
権
者
間
の
協
議
に
当
た
っ
て
は
、
都
道
府
県
知
事
等
が
調
整
を
行
う
。

 

①
  加算の算定額に

相
当
す
る
賃
金
改
善
が
行
わ
れ
て
い
な
い
、
賃
金
水
準
の
引
き
下
げ
を

行
い
な
が
ら
特
別
事
情
届
出
書
の
届
出
が
行
わ
れ
て
い
な
い
等
、
算
定
要
件
を
満
た
さ
な
い

場
合
 

②
  虚偽又は不正の

手
段
に
よ
り
加
算
を
受
け
た
場
合

 
 

 

 ７
 賃金改善方法の周知について 処
遇
改
善
加
算
等
の
届
出
を
行
っ
た
事
業
所
は
、
当
該
事
業
所
に
お
け
る
賃
金
改
善
を
行
う
方

法
等
に
つ
い
て
計
画
書
を
用
い
て
職
員
に
周
知
す
る
と
と
も
に
、
就
業
規
則
等
の
内
容
に
つ
い
て

も
職
員
に
周
知
す
る
こ
と
。

 

職
員
か
ら
「
自
分
に
処
遇
改
善
加
算
が
支
払
わ
れ
て
い
な
い
」
と
い
う
、
県
へ
の
問
い
合
わ
せ

が
増
加
し
て
い
る
が
、
基
本
給
の
ベ
ー
ス
ア
ッ
プ
や
賞
与
で
支
払
わ
れ
て
い
る
場
合
等
に
、
そ
の

周
知
が
十
分
で
な
く
、
支
払
わ
れ
て
い
な
い
と
誤
解
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
多
い
の
で
は
な
い
か
と

思
わ
れ
る
。

 

職
員
に
対
す
る
周
知
を
徹
底
す
る
と
と
も
に
、
職
員
か
ら
加
算
に
係
る
賃
金
改
善
に
関
す
る
照

会
が
あ
っ
た
場
合
は
、
当
該
職
員
に
つ
い
て
の
賃
金
改
善
の
内
容
に
つ
い
て
、
書
面
を
用
い
る
な

ど
し
て
分
か
り
や
す
く
回
答
す
る
こ
と
。
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表
１
 
加
算
算
定
対
象
サ
ー
ビ
ス

 
サ
ー
ビ
ス
区
分

 
介
護
職
員
処
遇
改
善
加
算

 
介
護
職
員
等

 
特
定
処
遇
改
善
加
算

 
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
要
件
等
の
適
合
状
況
に
応
じ
た
加
算
率

 サ
ー
ビ
ス
提
供
体
制

 
強
化
加
算
等
の
算
定
状
況

に
応
じ
た
加
算
率

 
介
護
職
員

 
処
遇
改
善

 
加
算

(
Ⅰ
)
 

に
該
当

 
（
ア
）

 介
護
職
員
 

処
遇
改
善
 

加
算

(
Ⅱ
)
 

に
該
当
 

（
イ
）

 

介
護
職
員
 

処
遇
改
善
 

加
算

(
Ⅲ
)
 

に
該
当
 

（
ウ
）
 

介
護
職
員
 

処
遇
改
善
 

加
算

(
Ⅳ
)
 

に
該
当
 

（
エ
）
 

介
護
職
員
 

処
遇
改
善
 

加
算

(
Ⅴ
)
 

に
該
当
 

（
オ
）
 

介
護
職
員
等

特
定
処
遇

 
改
善
加
算

(
Ⅰ

)
 

に
該
当

 
（
ア
）

 介
護
職
員
等

 

特
定
処
遇
 

改
善
加
算

(
Ⅱ
)
 

に
該
当
 

（
イ
）

 

・
訪
問
介
護

 
・
夜
間
対
応
型
訪
問
介
護

 
・
定
期
巡
回
・
随
時
対
応
型
訪
問
介
護
看
護

 1
3
.
7
%
 

1
0
.
0
%
 

5
.
5
%
 (
ウ

)
に
よ

り
算
出
し

た
単
位

(
一

単
位
未
満

の
端
数
四

捨
五
入
)×

０
．
９

 (
ウ

)
に
よ

り
算
出
し

た
単
位

(
一

単
位
未
満

の
端
数
四

捨
五
入
)×

０
．
８

 

6
.
3
%

4
.
2
%

・（
介
護
予
防
）
訪
問
入
浴
介
護
 

5
.
8
%
 

4
.
2
%
 

2
.
3
%
 

2
.
1
%

1
.
5
%

・
通
所
介
護
 

・
地
域
密
着
型
通
所
介
護

 
5
.
9
%
 

4
.
3
%
 

2
.
3
%
 

1
.
2
%

1
.
0
%

・（
介
護
予
防
）
通
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
 

4
.
7
%
 

3
.
4
%
 

1
.
9
%
 

2
.
0
%

1
.
7
%

・（
介
護
予
防
）
特
定
施
設
入
居
者
生
活
介
護

 
・
地
域
密
着
型
特
定
施
設
入
居
者
生
活
介
護

 
8
.
2
%
 

6
.
0
%
 

3
.
3
%
 

1
.
8
%

1
.
2
%

・（
介
護
予
防
）
認
知
症
対
応
型
通
所
介
護

 
1
0
.
4
%
 

7
.
6
%
 

4
.
2
%
 

3
.
1
%

2
.
4
%

・（
介
護
予
防
）
小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護

 
・
看
護
小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護

 
1
0
.
2
%
 

7
.
4
%
 

4
.
1
%
 

1
.
5
%

1
.
2
%

・（
介
護
予
防
）
認
知
症
対
応
型
共
同
生
活
介
護

 11.1
%
 

8
.
1
%
 

4
.
5
%
 

3
.
1
%

2
.
3
%

・
介
護
福
祉
施
設
サ
ー
ビ
ス

 
・
地
域
密
着
型
介
護
老
人
福
祉
施
設

 
・（
介
護
予
防
）
短
期
入
所
生
活
介
護

 
8
.
3
%
 

6
.
0
%
 

3
.
3
%
 

2
.
7
%

2
.
3
%

・
介
護
保
健
施
設
サ
ー
ビ
ス

 
・（
介
護
予
防
）
短
期
入
所
療
養
介
護
（
老
健
）

 3
.
9
%
 

2
.
9
%
 

1
.
6
%
 

2
.
1
%

1
.
7
%

・
介
護
療
養
施
設
サ
ー
ビ
ス

 
・（
介
護
予
防
）
短
期
入
所
療
養
介
護

 
・
（
病
院
等
（
老
健
以
外
））

 
・
介
護
医
療
院
サ
ー
ビ
ス
 

・（
介
護
予
防
）
短
期
入
所
療
養
介
護
（
医
療
院
） 2

.
6
%
 

1
.
9
%
 

1
.
0
%
 

1
.
5
%

1
.
1
%

   
表
２
 
加
算
算
定
非
対
象
サ
ー
ビ
ス

 
サ
ー
ビ
ス
区
分

 
加
算
率

 
・
（
介
護
予
防
）
訪
問
看
護

 
・
（
介
護
予
防
）
訪
問
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン

 
・
（
介
護
予
防
）
福
祉
用
具
貸
与

 
・
特
定
（
介
護
予
防
）
福
祉
用
具
販
売

 
・
（
介
護
予
防
）
居
宅
療
養
管
理
指
導

 
・
居
宅
介
護
支
援

 
・
介
護
予
防
支
援

 
０
％

 
 

  
表
３
－
１
 
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
要
件
等
の
適
合
状
況
に
応
じ
た
区
分
＜
処
遇
改
善
加
算
＞

 
介
護
職
員
処
遇
改
善
加
算
（
Ⅰ
）
 

キ
ャ
リ
ア
パ
ス
要
件
Ⅰ
、
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
要
件
Ⅱ
、
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
要
件
Ⅲ
、
職
場
環
境
等
要

件
の
全
て
を
満
た
す
対
象
事
業
者
 

介
護
職
員
処
遇
改
善
加
算
（
Ⅱ
）

 キャ
リ
ア
パ
ス
要
件
Ⅰ
、
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
要
件
Ⅱ
及
び
職
場
環
境
等
要
件
の
全
て
を
満
た

す
対
象
事
業
者

 
介
護
職
員
処
遇
改
善
加
算
（
Ⅲ
）

 キ
ャ
リ
ア
パ
ス
要
件
Ⅰ
又
は
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
要
件
Ⅱ
の
ど
ち
ら
か
を
満
た
す
こ
と
に
加

え
、
職
場
環
境
等
要
件
を
満
た
す
対
象
事
業
者

 
介
護
職
員
処
遇
改
善
加
算
（
Ⅳ
）

 キャ
リ
ア
パ
ス
要
件
Ⅰ
、
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
要
件
Ⅱ
又
は
職
場
環
境
等
要
件
の
い
ず
れ
か
を

満
た
す
対
象
事
業
者

 
介
護
職
員
処
遇
改
善
加
算
（
Ⅴ
）

 キャ
リ
ア
パ
ス
要
件
及
び
職
場
環
境
等
要
件
の
い
ず
れ
も
満
た
し
て
い
な
い
対
象
事
業
者

 
  表３－２ サービス提供体制強化加算等の算定状況に応じた区分＜特定加算＞

 
介
護
職
員
等
特
定
処
遇
改
善
加
算
（
Ⅰ
）
 
介
護
福
祉
士
の
配
置
等
要
件
、
処
遇
改
善
加
算
要
件
、
職
場
環
境
等
要
件
及
び
見
え
る
化
要

件
の
全
て
を
満
た
す
対
象
事
業
者
 

介
護
職
員
等
特
定
処
遇
改
善
加
算
（
Ⅱ
）

 処遇改
善
加
算
要
件
、
職
場
環
境
等
要
件
及
び
見
え
る
化
要
件
の
全
て
を
満
た
す
対
象
事
業

者
    

表
４
 
職
場
環
境
等
要
件

 
資
質
の
向
上

 ・
働
き
な
が
ら
介
護
福
祉
士
取
得
を
目
指
す
者
に
対
す
る
実
務
者
研
修
受
講
支
援
や
、
よ
り
専
門
性
の
高
い
介
護

技
術
を
取
得
し
よ
う
と
す
る
者
に
対
す
る
喀
痰
吸
引
、
認
知
症
ケ
ア
、
サ
ー
ビ
ス
提
供
責
任
者
研
修
、
中
堅
職

員
に
対
す
る
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
研
修
の
受
講
支
援
（
研
修
受
講
時
の
他
の
介
護
職
員
の
負
担
を
軽
減
す
る
た
め
の

代
替
職
員
確
保
を
含
む
）

 
・
研
修
の
受
講
や
キ
ャ
リ
ア
段
位
制
度
と
人
事
考
課
と
の
連
動

 
・
小
規
模
事
業
者
の
共
同
に
よ
る
採
用
・
人
事
ロ
ー
テ
ー
シ
ョ
ン
・
研
修
の
た
め
の
制
度
構
築

 
・
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
要
件
に
該
当
す
る
事
項
（
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
要
件
を
満
た
し
て
い
な
い
介
護
事
業
者
に
限
る
）

 
・
そ
の
他

 
労
働
環
境
・

処
遇
の
改
善

 ・
新
人
介
護
職
員
の
早
期
離
職
防
止
の
た
め
の
エ
ル
ダ
ー
・
メ
ン
タ
ー
（
新
人
指
導
担
当
者
）
制
度
等
導
入

 
・
雇
用
管
理
改
善
の
た
め
管
理
者
の
労
働
・
安
全
衛
生
法
規
、
休
暇
・
休
職
制
度
に
係
る
研
修
受
講
等
に
よ
る
雇

用
管
理
改
善
対
策
の
充
実

 
・
Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用
（
ケ
ア
内
容
や
申
し
送
り
事
項
の
共
有
（
事
業
所
内
に
加
え
タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末
を
活
用
し
訪
問
先

で
ア
ク
セ
ス
を
可
能
に
す
る
こ
と
等
を
含
む
）
に
よ
る
介
護
職
員
の
事
務
負
担
軽
減
、
個
々
の
利
用
者
へ
の
サ

ー
ビ
ス
履
歴
・
訪
問
介
護
員
の
出
勤
情
報
管
理
に
よ
る
サ
ー
ビ
ス
提
供
責
任
者
の
シ
フ
ト
管
理
に
係
る
事
務
負

担
軽
減
、
利
用
者
情
報
蓄
積
に
よ
る
利
用
者
個
々
の
特
性
に
応
じ
た
サ
ー
ビ
ス
提
供
等
）
に
よ
る
業
務
省
力
化

 
・
介
護
職
員
の
腰
痛
対
策
を
含
む
負
担
軽
減
の
た
め
の
介
護
ロ
ボ
ッ
ト
や
リ
フ
ト
等
の
介
護
機
器
導
入

 
・
子
育
て
と
の
両
立
を
目
指
す
者
の
た
め
の
育
児
休
業
制
度
等
の
充
実
、
事
業
所
内
保
育
施
設
の
整
備

 
・
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
等
に
よ
る
職
場
内
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
円
滑
化
に
よ
る
個
々
の
介
護
職
員
の
気
づ
き
を

踏
ま
え
た
勤
務
環
境
や
ケ
ア
内
容
の
改
善

 
・
事
故
・
ト
ラ
ブ
ル
へ
の
対
応
マ
ニ
ュ
ア
ル
等
の
作
成
に
よ
る
責
任
の
所
在
の
明
確
化

 
・
健
康
診
断
・
こ
こ
ろ
の
検
討
等
の
健
康
管
理
面
の
強
化
、
職
員
休
憩
室
・
分
煙
ス
ペ
ー
ス
等
の
整
備

 
・
そ
の
他

 
そ
の
他

 ・
介
護
サ
ー
ビ
ス
情
報
公
表
制
度
の
活
用
に
よ
る
経
営
・
人
材
育
成
理
念
の
見
え
る
化

 
・
中
途
採
用
者
（
他
産
業
か
ら
の
転
職
者
、
主
婦
層
、
中
高
年
齢
者
等
）
に
特
化
し
た
人
事
制
度
の
確
立
（
勤
務

シ
フ
ト
の
配
慮
、
短
時
間
正
規
職
員
制
度
の
導
入
等
）

 
・
障
が
い
を
有
す
る
者
で
も
働
き
や
す
い
職
場
環
境
構
築
や
勤
務
シ
フ
ト
配
慮

 
・
地
域
の
児
童
・
生
徒
や
住
民
と
の
交
流
に
よ
る
地
域
包
括
ケ
ア
の
一
員
と
し
て
の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
向
上

 
・
非
正
規
職
員
か
ら
正
規
職
員
へ
の
転
換

 
・
職
員
の
増
員
に
よ
る
業
務
負
担
の
軽
減

 
・
そ
の
他

    
図
１
 
配
分
方
法
の
イ
メ
ー
ジ
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防
災
計
画
の
策
定
・
見
直
し
に
つ
い
て

 
             １

 
防
災
計
画
策
定
の
義
務

 

高
齢
者
福
祉
施
設
等
の
基
準
に
お
い
て
は
、
「
非
常
災
害
に
関
す
る
具
体
的
計
画
を
立
て
、
非
常
災
害
時
の
関

係
機
関
へ
の
通
報
及
び
連
携
体
制
を
整
備
し
、
そ
れ
ら
を
定
期
的
に
従
業
者
に
周
知
す
る
と
と
も
に
、
定
期
的
に

避
難
、
救
出
そ
の
他
必
要
な
訓
練
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
と
さ
れ
て
い
ま
す
。
 

各
施
設
等
に
お
い
て
防
災
計
画
（
非
常
災
害
対
策
計
画
）
を
作
成
す
る
こ
と
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
る
の
で
す
。
 

 ２
 
福
岡
県
高
齢
者
福
祉
施
設
等
防
災
計
画
策
定
マ
ニ
ュ
ア
ル

 

平
成
２
４
年
３
月
に
福
岡
県
で
作
成
し
た
「
高
齢
者
福
祉
施
設
等
防
災
計
画
策
定
マ
ニ
ュ
ア
ル
」
（
以
下

「
マ
ニ
ュ
ア
ル
」
と
い
う
。
）
は
、
高
齢
者
福
祉
施
設
等
が
防
災
計
画
を
策
定
す
る
際
に
、
参
考
と
し
て
い
た

だ
く
た
め
の
も
の
で
す
。
本
書
を
参
考
と
し
な
が
ら
、
施
設
の
種
類
、
規
模
、
立
地
条
件
等
そ
れ
ぞ
れ
の
施
設

の
特
性
に
応
じ
た
防
災
計
画
（
非
常
災
害
対
策
計
画
）
と
な
る
よ
う
に
作
成
又
は
見
直
し
を
行
っ
て
く
だ
さ

い
。
 

ま
た
、
地
震
に
つ
い
て
も
、
具
体
的
な
防
災
計
画
の
作
成
に
努
め
て
く
だ
さ
い
。
 

 ３
 
防
災
計
画
（
非
常
災
害
対
策
計
画
）
の
策
定
・
見
直
し
に
関
す
る
留
意
点

 

（
１
）
 
防
災
計
画
（
非
常
災
害
対
策
計
画
）
の
作
成
又
は
見
直
し
に
当
た
っ
て
は
、
誰
も
が
す
ぐ
に
分
か
る
よ
う

に
簡
潔
か
つ
具
体
的
な
内
容
と
し
、
意
思
の
疎
通
を
図
る
意
味
で
も
職
員
み
ん
な
で
作
成
し
ま
し
ょ
う
。
施

設
の
立
地
条
件
や
入
所
者
等
の
特
性
に
応
じ
た
対
策
と
す
る
と
と
も
に
、
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト

を
活
用
し
て
、
必
要
な
事
項
等
が
盛
り
込
ま
れ
て
い
る
か
ど
う
か
、
十
分
検
討
し
て
く
だ
さ
い
。
 

（
２
）

 
検
討
・
点
検
項
目
 

 
 

 
①
 
水
害
・
土
砂
災
害
を
含
む
地
域
の
実
情
に
応
じ
た
防
災
計
画
（
非
常
災
害
対
策
計
画
）
が
策
定
さ
れ
て

い
る
か
。
 

 
 

 
②
 
防
災
計
画
（
非
常
災
害
対
策
計
画
）
に
次
の
項
目
が
そ
れ
ぞ
れ
含
ま
れ
て
い
る
か
。
 

 
 

 
 
・
介
護
保
険
施
設
等
の
立
地
条
件
 

 
 

 
 
・
災
害
に
関
す
る
情
報
の
入
手
方
法
 

 
 

 
 
・
災
害
時
の
連
絡
先
及
び
通
信
手
段
の
確
認
 

 
 

 
 
・
避
難
を
開
始
す
る
時
期
、
判
断
基
準
 

 
 

 
 
・
避
難
場
所
 

 
 

 
 
・
避
難
経
路
 

 
 

 
 
・
避
難
方
法
 

 
 

 
 
・
災
害
時
の
人
員
体
制
、
指
揮
系
統
 

 
 

 
 
・
関
係
機
関
と
の
連
絡
体
制
 

 ４
 
防
災
訓
練
（
避
難
訓
練
）
の
実
施

 

（
１
）

 
た
と
え
立
派
な
防
災
計
画
（
非
常
災
害
対
策
計
画
）
を
立
て
て
も
、
普
段
か
ら
行
っ
て
い
な
い
こ
と
は
、

緊
急
時
に
も
で
き
ま
せ
ん
。
定
期
的
に
、
様
々
な
災
害
状
況
を
想
定
し
て
、
防
災
計
画
（
非
常
災
害
対
策
計

画
）
に
基
づ
い
て
、
実
効
性
の
あ
る
防
災
訓
練
（
避
難
訓
練
）
を
実
施
し
ま
し
ょ
う
。
 

（
２
）

 
防
災
訓
練
（
避
難
訓
練
）
に
つ
い
て
の
点
検
項
目

 

 
 

 
・
水
害
・
土
砂
災
害
の
場
合
を
含
む
地
域
の
実
情
に
応
じ
た
災
害
に
係
る
避
難
訓
練
が
実
施
さ
れ
た
か
。
 

 ５
 
防
災
計
画
（
非
常
災
害
対
策
計
画
）
の
見
直
し

 

防
災
訓
練
（
避
難
訓
練
）
を
実
施
し
た
結
果
や
防
災
教
育
等
で
培
っ
た
知
識
、
情
報
等
を
踏
ま
え
、
随
時
、
防

災
計
画
（
非
常
災
害
対
策
計
画
）
の
見
直
し
を
行
い
、
実
効
性
の
あ
る
計
画
と
な
る
よ
う
に
し
ま
し
ょ
う
。

 
 
 

 
【
参
考
と
な
る
通
知
・
資
料
】

 

 
（
通
知
）
 

 
○
「
介
護
保
険
施
設
等
に
お
け
る
利
用
者
の
安
全
確
保
及
び
非
常
災
害
時
の
体
制
整
備
の
強
化
・
徹
底
に
つ
い

て
」
 

 
 
（
平
成

2
8
年

9
月

9
日
老
総
発

0
9
0
9
第

1
号
、
老
高
発
0
9
0
9
第

1
号
、
老
振
発

0
9
0
9
第
1
号
、
老
老
発

0
9
0
9
第

1
号

厚
生
労
働
省
総
務
課
長
、
高
齢
者
支
援
課
長
、
振
興
課
長
、
老
人
保
険
課
長
連
名
通
知
）

 

  
※
マ
ニ
ュ
ア
ル
及
び
参
考
と
な
る
通
知
・
資
料
は
、
県
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
し
て
い
ま
す
。

 

h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
p
r
e
f
.
f
u
k
u
o
k
a
.
l
g
.
j
p
/
c
o
n
t
e
n
t
s
/
b
o
u
s
a
i
-
1
6
.
h
t
m
l
 

 ６
 
社
会
福
祉
施
設
等
に
お
け
る
災
害
時
に
備
え
た
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
等
の
点
検
に
つ
い
て

 

 
 
社
会
福
祉
施
設
等
に
お
い
て
は
、
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
等
が
長
期
間
寸
断
さ
れ
、
サ
ー
ビ
ス
の
維
持
が
困
難
と
 

な
っ
た
場
合
、
利
用
者
の
生
命
・
身
体
に
著
し
い
影
響
を
及
ぼ
す
お
そ
れ
が
あ
り
ま
す
。
そ
の
た
め
、
平
時
か

ら
災
害
時
に
あ
っ
て
も
サ
ー
ビ
ス
提
供
が
維
持
で
き
る
よ
う
、
必
要
な
対
策
を
講
じ
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
 

 
 
特
に
近
年
、
大
規
模
な
豪
雨
災
害
が
発
生
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
非
常
用
電
源
設
備
の
浸
水
対
策
（
設
置
場

所
の
見
直
し
や
防
水
扉
の
整
備
な
ど
）
を
十
分
に
検
討
し
て
く
だ
さ
い
。
 

【
参
考
と
な
る
通
知
・
資
料
】

 
 
（
事
務
連
絡
）
 

 
〇
「
社
会
福
祉
施
設
等
に
お
け
る
災
害
時
に
備
え
た
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
等
の
点
検
に
つ
い
て
」
 

（
平
成

3
0
年

1
0
月

1
9
日
厚
生
労
働
省
老
健
局
総
務
課
等
事
務
連
絡
）
 

 

７
 
業
務
継
続
計
画
（
Ｂ
Ｃ
Ｐ
）
の
作
成
に
つ
い
て

 

 
 
大
規
模
な
地
震
が
発
生
し
た
場
合
に
お
い
て
、
職
員
、
執
務
環
境
、
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
等
の
業
務
に
必
要
な
資

源
に
制
約
を
受
け
る
状
況
下
に
あ
っ
て
も
、
災
害
応
急
業
務
や
優
先
度
の
高
い
通
常
業
務
を
適
切
に
実
施
・
継

続
す
る
た
め
の
計
画
を
作
成
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

 
 
※
新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
等
流
行
時
に
お
け
る
業
務
継
続
計
画
に
つ
い
て
も
作
成
し
て
く
だ
さ
い
。
 

 ８
 
被
災
し
た
場
合
に
つ
い
て

 

 
 
災
害
に
よ
り
被
災
し
た
場
合
に
は
、
適
切
な
対
応
を
行
わ
れ
る
と
と
も
に
、
下
記
の
Ｕ
Ｒ
Ｌ
に
掲
載
さ
れ
て

い
る
「
被
災
状
況
報
告
書
」
（
様
式
１
）
に
よ
り
、
直
ち
に
所
在
地
の
保
険
者
に
報
告
し
て
く
だ
さ
い
。

 
 

 
 

 
 
h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
p
r
e
f
.
f
u
k
u
o
k
a
.
l
g
.
j
p
/
c
o
n
t
e
n
t
s
/
f
u
u
s
u
i
g
a
i
t
a
i
s
a
k
u
.
h
t
m
l
 

 

 
※
県
所
管
の
事
業
所
の
報
告
先
は
以
下
の
と
お
り
と
な
り
ま
す
。
 

○
指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
等
の
場
合
→
所
在
地
の
保
険
者
 

○
高
齢
者
福
祉
施
設
等
の
場
合
→
管
轄
の
保
健
福
祉
（
環
境
）
事
務
所
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防
犯
対
策
に
つ
い
て

②
地
域
や
保
護
者
及
び
関
係
機
関
と
の

　
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
づ
く
り

①
施
設
来
訪
者
の
チ
ェ
ッ
ク
！

高
齢
者
施
設
及
び
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
の
皆
さ
ま
へ

～
　
安
全
・
安
心
を
確
保
す
る
た
め
の
防
犯
対
策
　
～

③
ハ
ー
ド
対
策
に
よ
る
監
視
性
・
領
域
性
の
強
化

～
防

犯
マ

ニ
ュ

ア
ル

作
成

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

に
つ

い
て

～
福
岡

県
で

は
、

高
齢

者
施

設
等

に
お

い
て

防
犯

意
識

を
高
め
、
防
犯
対
策
を
進
め
て
い
た
だ
く
た
め

に
防

犯
マ

ニ
ュ

ア
ル
作

成
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
を

公
開

し
て

い
ま
す
。
各
施
設
等
に
お
か
れ
て
は
、
そ
の
規

模
、

立
地

条
件

、
設
備

等
の

状
況

を
踏

ま
え

て
、

適
切

な
防
犯
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
作
成
し
て
い
た
だ
き
ま

す
よ

う
お

願
い

し
ま
す

。

（
防
犯

マ
ニ

ュ
ア

ル
作

成
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
U
R
L
）

h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
p
r
e
f
.
f
u
k
u
o
k
a
.
l
g
.
j
p
/
c
o
n
t
e
n
t
s
/
k
o
r
e
i
b
o
h
a
n
m
a
n
u
a
l
.
h
t
m
l

犯
罪

を
抑

止
し

て
い

く
た

め
の

ポ
イ

ン
ト

○
第
三

者
に
目
撃

さ
れ

る
と

い
う
抑
止

力
（

監
視

性
の
確
保

）

○
地
域

の
共
同
意

識
の

向
上

（
領
域
性

の
強

化
）

２
つ
の

ポ
イ
ン
ト

を
踏

ま
え

て
犯
罪
抑

止
⇒

 
防

犯
マ
ニ
ュ

ア
ル

の
作

成
を

防
犯
カ
メ
ラ
作
動
中
の
表
示
や
外
周
を
撮
影

す
る
防
犯
カ
メ
ラ
の
設
置
が
効
果
的
で
す
。

施
設
の
警
報
装
置
や
消
火
器
な
ど
の
防
犯

設
備
・
装
備
を
日
頃
か
ら
点
検
し
よ
う
。

受
付
の
表
示
や
入
所
者
等
と
の
区
別
を
明
確

に
し
よ
う
（
案
内
看
板
・
誘
導
線
の
設
置
・
来
訪

者
カ
ー
ド
）
。

地
域
や
保
護
者
及
び
関
係
機
関
（
警
察
・
自
治

体
）
と
の
連
携
づ
く
り
を
心
掛
け
よ
う
。

不
自
然
な
場
所
へ
の
立
入
者
に
は
声
か
け
を
！

地
域
の
行
事
な
ど
へ
の
積
極
的
な
参
加
を
！

防
犯
カ
メ
ラ
の
活
用
を
！

防
犯
設
備
・
防
犯
装
備
の
再
点
検
を
！

  〇福岡県庁ホームページ       
   トップ

ペ
ー
ジ

 
>

 
健
康
・
福
祉
・
子
育
て

 
>

 
介
護
・
高
齢
者
福
祉

 
>

 
介
護
保
険

 
>
  

消
費
生
活
用
製
品
（
福
祉
用
具
）
の
重
大
製
品
事
故
に
係
る
公
表
に
つ
い
て

 
消
費
生
活
用
製
品
（福
祉
用
具
）の
重
大
製
品
事
故
に
係
る
公
表
に
つ
い
て

 
更
新
日
：2

0
2
0
年

4
月
 日更新   

 
消
費
生
活
用
製
品
（
福
祉
用
具
）
の
重
大
製
品
事
故
に
つ
い
て
の
情
報
提
供
が
あ
り
ま
し
た
の
で
、
お
知
ら
せ
し
ま
す
。
 

福
祉
用
具
の
使
用
に
際
し
て
は
、
利
用
者
の
皆
様
に
お
か
れ
て
は
、
使
用
方
法
等
に
十
分
ご
注
意
の
上
、
ご
使
用
く
だ
さ
い
。
 

ま
た
、
介
護
保
険
事
業
者
に
お
か
れ
て
は
、
利
用
者
の
身
体
の
状
況
等
に
応
じ
て
福
祉
用
具
の
調
整
を
行
い
、
当
該
福
祉
用
具
の
使
用
方
法
、
使
用
上
の
留

意
事
項
等
に
つ
い
て
、
十
分
な
説
明
を
行
う
等
、
利
用
者
の
安
全
を
確
保
す
る
た
め
、
適
切
に
対
応
し
て
く
だ
さ
い
。
 

な
お
、
当
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
内
容
は
、
令
和
元
年
度
に
公
表
さ
れ
た
福
祉
用
具
の
重
大
事
故
に
つ
い
て
掲
載
し
て
い
ま
す
。
詳
細
は
、
消
費
者
庁
又
は
経
済

産
業
省
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
ご
確
認
く
だ
さ
い
。
 

◎
公
表
日
 令和元年

１
０
月
１
日
 

〇
事
故
発
生
日
：
平
成

3
0
年
１
2
月

7
日
 
〇
事
故
報
告
日
：
平
成

3
0
年

1
2
月

1
8
日
 
〇
製
品
名
：
電
動
車
い
す
（
ジ
ョ
イ
ス
テ
ィ
ッ
ク
形
）
 
〇
被
害

状
況
：
重
傷
１
名
 

〇
事
故
の
内
容
：
当
該
製
品
を
使
用
中
、
当
該
製
品
が
分
解
し
、
転
倒
し
て
臀
部
を
負
傷
し
た
。
調
査
の
結
果
、
当
該
製
品
は
、
メ
イ
ン
ボ
デ
ィ
と
ド
ラ
イ
ブ

ベ
ー
ス
が
不
完
全
な
連
結
状
態
で
あ
っ
て
も
、
走
行
が
可
能
な
構
造
と
な
っ
て
い
た
こ
と
か
ら
、
事
故
に
至
っ
た
も
の
と
推
定
さ
れ
る
が
、
組
立
て
者
が
組
立

て
後
に
本
体
分
解
レ
バ
ー
が
ロ
ッ
ク
さ
れ
て
い
る
こ
と
及
び
転
倒
防
止
バ
ー
が
下
が
っ
て
い
る
こ
と
を
確
認
し
な
か
っ
た
こ
と
も
事
故
発
生
に
影
響
し
た
も
の

と
考
え
ら
れ
る
。
 

◎
公
表
日
 令和元年

１
１
月
８
日
 

〇
事
故
発
生
日
：
平
成

3
1
年

1
月

1
1
日
 
〇
事
故
報
告
日
：
平
成

3
1
年

3
月

6
日
 
 
〇
製
品
名
：
階
段
移
動
用
リ
フ
ト
 
〇
被
害
状
況
：
死
亡
１
名
 

〇
事
故
の
内
容
：
当
該
製
品
を
使
用
中
、
搭
乗
者
（
7
0
歳
代
）
が
転
落
し
、
病
院
に
搬
送
後
、
入
院
中
に
死
亡
し
た
。
調
査
の
結
果
、
当
該
製
品
は
、
前
後

の
重
心
が
釣
り
合
っ
た
状
態
を
維
持
し
な
が
ら
階
段
を
昇
降
す
る
仕
様
で
あ
る
が
、
前
後
の
重
心
が
釣
り
合
っ
た
状
態
か
ら
ハ
ン
ド
ル
バ
ー
を
前
方
へ
傾
け
た

際
に
、
搭
乗
者
を
含
め
た
当
該
製
品
が
前
方
へ
転
倒
す
る
こ
と
を
抑
止
す
る
機
能
が
装
備
さ
れ
て
い
な
い
構
造
で
あ
る
た
め
、
使
用
者
が
搭
乗
者
を
乗
せ
て
使

用
中
に
当
該
製
品
の
バ
ラ
ン
ス
が
崩
れ
て
事
故
に
至
っ
た
も
の
と
推
定
さ
れ
る
が
、
使
用
者
が
使
用
開
始
前
の
操
作
講
習
に
お
い
て
禁
止
さ
れ
て
い
た
に
も
か

か
わ
ら
ず
、
操
作
中
に
手
す
り
を
つ
か
ん
だ
搭
乗
者
の
手
を
振
り
ほ
ど
こ
う
と
し
て
ハ
ン
ド
ル
か
ら
手
を
離
し
た
こ
と
も
事
故
発
生
に
影
響
し
た
も
の
と
考
え

ら
れ
る
。
 

な
お
、
取
扱
説
明
書
に
は
、
「
階
段
昇
降
中
は
、
決
し
て
ハ
ン
ド
ル
バ
ー
か
ら
手
を
放
さ
な
い
。
」
旨
、
記
載
さ
れ
、
「
階
段
の
途
中
で
昇
降
を
止
め
る
場
合

に
は
、
当
該
製
品
を
後
方
に
倒
し
、
階
段
上
に
寝
か
せ
た
状
態
に
す
る
。
」
旨
、
図
示
さ
れ
て
い
る
。
 

◎
公
表
日
 令和２年

１
月
１
０
 日 

〇
事
故
発
生
日
：
平
成

3
1
年

4
月

2
3
日
 
〇
事
故
報
告
日
：
平
成

3
1
年

5
月

2
4
日
 
〇
製
品
名
：
階
段
移
動
用
リ
フ
ト
 
〇
被
害
状
況
：
死
亡
１
名
 

〇
事
故
の
内
容
：
当
該
製
品
を
使
用
中
、
搭
乗
者
（
8
0
歳
代
）
が
転
落
し
、
病
院
に
搬
送
後
、
入
院
中
に
死
亡
し
た
。
 

調
査
の
結
果
、
当
該
製
品
は
、
前
後
の
重
心
が
釣
り
合
っ
た
状
態
を
維
持
し
な
が
ら
階
段
を
昇
降
す
る
仕
様
で
あ
る
が
、
前
後
の
重
心
が
釣
り
合
っ
た
状
態
か

ら
ハ
ン
ド
ル
バ
ー
を
前
方
へ
傾
け
た
際
に
、
搭
乗
者
を
含
め
た
当
該
製
品
が
前
方
へ
転
倒
す
る
こ
と
を
抑
制
す
る
機
構
が
装
備
さ
れ
て
い
な
い
構
造
で
あ
る
た

め
、
搭
乗
者
を
乗
せ
て
階
段
を
昇
り
切
っ
た
と
き
に
使
用
者
が
ハ
ン
ド
ル
バ
ー
を
前
方
へ
傾
け
過
ぎ
た
こ
と
で
当
該
製
品
の
バ
ラ
ン
ス
が
崩
れ
て
事
故
に
至
っ

た
も
の
と
推
定
さ
れ
る
が
、
使
用
者
が
使
用
開
始
前
の
操
作
講
習
に
お
い
て
禁
止
さ
れ
て
い
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
操
作
中
に
ハ
ン
ド
ル
バ
ー
を
前
方
へ
傾
け

た
こ
と
も
事
故
発
生
に
影
響
し
た
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。
 

な
お
、
取
扱
説
明
書
に
は
、
「
傾
斜
角
度
は

2
5
～
3
0
度
が
最
も
バ
ラ
ン
ス
の
よ
い
状
態
で
あ
り
、
そ
れ
よ
り
後
方
に
傾
け
る
と
重
く
感
じ
、
前
方
へ
傾
け
る

と
引
っ
張
ら
れ
て
前
方
転
倒
し
そ
う
に
な
る
。
」
旨
、
記
載
さ
れ
て
い
る
。
 

◎
公
表
日
 令和２年

３
月
２
４
日
 

〇
事
故
発
生
日
：
平
成

3
1
年

4
月

2
4
日
 
〇
事
故
報
告
日
：
令
和
元
年

6
月

5
日
 
〇
製
品
名
：
歩
行
車
 
 
〇
被
害
状
況
：
重
傷

1
名
 

〇
事
故
の
内
容
：
施
設
で
使
用
者
（
8
0
歳
代
）
が
椅
子
か
ら
立
ち
上
が
り
、
折
り
畳
ま
れ
て
い
た
当
該
製
品
を
開
こ
う
と
し
た
と
こ
ろ
、
転
倒
し
、
足
を
負

傷
し
た
。
 

 
調
査
の
結
果
、
当
該
製
品
は
、
折
り
畳
ん
だ
状
態
か
ら
開
け
な
い
又
は
開
き
に
く
い
状
態
に
な
っ
て
い
た
こ
と
か
ら
、
支
え
が
な
い
と
立
っ
て
い
ら
れ
な
い

身
体
状
態
の
使
用
者
が
、
当
該
製
品
の
ハ
ン
ド
ル
グ
リ
ッ
プ
に
つ
か
ま
り
、
開
こ
う
と
し
た
際
に
開
く
こ
と
が
で
き
ず
、
バ
ラ
ン
ス
を
崩
し
て
転
倒
し
た
も
の

と
推
定
さ
れ
る
。
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介
護
サ
ー
ビ
ス
情
報
の
公
表
制
度
に
つ
い
て
 

 １
 
制
度
の
趣
旨

 

平
成
１
８
年
４
月
か
ら
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
を
行
っ
て
い
る
事
業
者
に
介
護
サ
ー
ビ
ス
情
報
の
公
表
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

 

 
 
こ
の
制
度
は
、
介
護
保
険
の
基
本
理
念
で
あ
る
「
利
用
者
本
位
」
、
「
高
齢
者
の
自
立
支
援
」
、
「
利
用
者
に
よ
る
選
択
（
自
己

決
定
）
」
を
現
実
の
サ
ー
ビ
ス
利
用
に
お
い
て
保
障
す
る
た
め
、
利
用
者
が
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
を
選
択
す
る
に
当
た
っ
て
の
判

断
に
資
す
る
介
護
サ
ー
ビ
ス
情
報
を
、
円
滑
か
つ
容
易
に
取
得
で
き
る
環
境
整
備
を
図
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
い
ま
す
。

 

 ２ 制度の概要   介護サービス事業者は、年に１回、介護サービス情報を報告する必要
が
あ
り
ま
す
｡報
告
さ
れ
た
情
報
が
記
入
漏
れ
や

記
入
誤
り
等
が
な
け
れ
ば
、
報
告
し
た
内
容
が
公
表
さ
れ
ま
す
。

 

ま
た
、
報
告
さ
れ
た
情
報
の
調
査
に
つ
い
て
は
、
平
成
２
４
年
度
以
降
は
任
意
と
な
っ
て
お
り
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
が
希
望

し
た
場
合
に
、
事
業
所
を
訪
問
し
て
実
施
し
ま
す
。

 

平
成
３
０
年
度
か
ら
、
政
令
市
（
北
九
州
市
、
福
岡
市
）
の
事
業
所
に
つ
い
て
は
、
報
告
先
及
び
調
査
の
実
施
が
、
所
管
の
政
令

市
に
な
っ
て
い
ま
す
。

 

（
公
表
さ
れ
る
内
容
）
   (1) 基本情報  

 
 

 
事
業
所
の
所
在
地
、
定
員
、
従
業
員
数
、
利
用
料
金
等
、
事
業
所
の
概
要
と
な
る
情
報

 

 
 

(2
) 
運
営
情
報

 

 
 

 
 
各
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
有
無
、
サ
ー
ビ
ス
記
録
の
有
無
等
、
事
業
所
の
運
営
上
の
情
報

 

                ３
 
対
象
事
業
 

 
(
1
)
 
対
象
と
な
る
サ
ー
ビ
ス
 

 
 
 
ア

 
訪
問
介
護
、
イ

 
訪
問
入
浴
介
護
（
介
護
予
防
を
含
む
）
、
ウ

 
訪
問
看
護
（
介
護
予
防
を
含
む
）
、
エ

 
訪
問
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ

ン
（
介
護
予
防
を
含
む
）
、
オ

 
通
所
介
護
、
カ

 
通
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
（
介
護
予
防
を
含
む
）
、
キ

 
特
定
施
設
入
居
者
生
活
介
護

（
介
護
予
防
を
含
む
）

(養
護
老
人
ホ
ー
ム
に
係
る
も
の
を
除
く
。

)、
ク

 
福
祉
用
具
貸
与
（
介
護
予
防
を
含
む
）
、
ケ

 
特
定
福
祉
用
具

販
売
（
介
護
予
防
を
含
む
）
、
コ

 
短
期
入
所
生
活
介
護
（
介
護
予
防
を
含
む
）
、
サ

 
短
期
入
所
療
養
介
護
（
介
護
予
防
を
含
む
）
（
介
護

保
険
法
施
行
規
則
（
平
成
１
１
年
厚
令
第
３
６
号
。
）
第
１
４
条
第
４
号
及
び
第
２
２
条
の
１
４
第
４
号
に
掲
げ
る
診
療
所
に
係
る
も
の

を
除
く
。
）
、
シ

 
居
宅
介
護
支
援
、
ス

 
介
護
福
祉
施
設
サ
ー
ビ
ス
、
セ

 
介
護
保
健
施
設
サ
ー
ビ
ス
、
ソ

 
介
護
療
養
施
設
サ
ー
ビ
ス
（
介

護
療
養
型
医
療
施
設
の
入
院
患
者
の
定
員
が
８
人
以
下
で
あ
る
病
院
又
は
診
療
所
に
係
る
も
の
を
除
く
。
）
、
タ

 
地
域
密
着
型
通
所
介
護
、

チ
 
認
知
症
対
応
型
通
所
介
護
（
介
護
予
防
を
含
む
）
、
ツ

 
地
域
密
着
型
特
定
施
設
入
居
者
生
活
介
護

(養
護
老
人
ホ
ー
ム
に
係
る
も
の
を

除
く
。

)、
テ

 
地
域
密
着
型
介
護
老
人
福
祉
施
設
入
所
者
生
活
介
護
、
ト

 
指
定
療
養
通
所
介
護
、
ナ

 
夜
間
対
応
型
訪
問
介
護
、
ニ

 
小

規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護

(介
護
予
防
を
含
む

)、
ヌ

 
認
知
症
対
応
型
共
同
生
活
介
護

(介
護
予
防
を
含
む

)、
ネ

 
定
期
巡
回
・
随
時
対
応

型
訪
問
介
護
看
護
、
ノ

 
複
合
型
サ
ー
ビ
ス
（
看
護
小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護
）
、
ハ

 
介
護
医
療
院

 

 
 
(
2
)
 
対
象
と
な
ら
な
い
サ
ー
ビ
ス
   ① 介護保険法（以下「法」という。）第７１条第１項本文の規定に

基
づ
き
、
法
第
４
１
条
第
１
項
本
文
の
指
定
が
あ
っ

た
も
の
と
み
な
す
も
の
、
法
第
７
２
条
第
１
項
本
文
の
規
定
に
基
づ
き
、
法
第
４
１
条
第
１
項
の
本
文
の
指
定
が
あ
っ
た
も
の
と
み

介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
 

《
基
本
情
報
》
 

例
）
事
業
所
の
職
員
体
制
、
設
備
・
面
積
、
 

 
 
 
 
 
利
用
料
金
、
サ
ー
ビ
ス
提
供
時
間
 
等
 

《
運
営
情
報
》
 

例
）
サ
ー
ビ
ス
に
関
す
る
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
有
無
、
身
体

拘
束
を
廃
止
す
る
取
組
み
の
有
無
 
等
 

 

報
 
告
 

福
岡
県
又
は
政
令
市
（
北
九
州
市
、
福
岡
市
）
 

利
用
者
（
高
齢
者
）
・
利
用
者
家
族
・
ケ
ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー
等
 

 

介
護
サ
ー
ビ
ス
情
報
に
基
づ
く
比
較
検
討
に
よ
り
、
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
を
選
択
 

調
査
（
確
認
）
※
希
望
し
た
場
合
に
実
施
 

 

公
 
表
 

 

な
す
も
の
、
又
は
法
第
１
１
５
条
の
１
１
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
７
１
条
第
１
項
本
文
及
び
法
第
７
２
条
第
１
項
の
規
定
に
基
づ

き
、
法
第
５
３
条
第
１
項
本
文
の
指
定
が
あ
っ
た
と
み
な
す
も
の

(以
下
「
み
な
し
指
定
」
と
い
う
。

)に
つ
い
て
は
、
み
な
し
指
定

と
な
っ
て
１
年
を
経
過
し
て
い
な
い
場
合
は
対
象
外
と
な
り
ま
す
。

 

・
 病院・診療所における（介護予防）訪問看護、（介護予防）訪問リハビ

リ
テ
ー
シ
ョ
ン
、
（
介
護
予
防
）
通
所

リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン

 

・
 介護老人保健施設における（介護予防）短期入所療養介護、（介護予防

）
通
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン

 

・
 介護医療院および指定介護療養型医療施設における（介護予防）短期

入
所
療
養
介
護

 

 
 

 
 
ま
た
、
（
介
護
予
防
）
短
期
入
所
療
養
介
護
の
事
業
所
の
う
ち
、
平
成

2
1
年
度
か
ら
新
た
に
提
供
可
能
と
な
っ
た
有
床
診
療
所

の
一
般
病
床
に
つ
い
て
は
、
対
象
外
と
な
り
ま
す
。

 

②
 
既
存
の
事
業
者
で
、
前
年
度
に
受
領
し
た
介
護
報
酬
の
額
（
利
用
者
負
担
額
を
含
む
。
）
が
、
居
宅
サ
ー
ビ
ス
及
び
介
護
予
防

サ
ー
ビ
ス
の
い
ず
れ
の
事
業
で
も
１
０
０
万
円
を
超
え
な
い
事
業
者
は
報
告
対
象
外
で
す
。

 

 ４
 
情
報
公
表
事
務
の
流
れ
 

 
(
1
)
 
計
画
の
策
定
    県（政令市）は、毎年、「介護サービス情報の報告に関する計画

」
、
「
調
査
事
務
に
関
す
る
計
画
」
及
び
「
情
報

公
表
事
務
に
関
す
る
計
画
」
を
「
介
護
サ
ー
ビ
ス
情
報
の
公
表
制
度
に
係
る
報
告
・
調
査
・
情
報
公
表
計
画
」
（
以
下
「
計
画
」

と
い
う
。
）
と
し
て
一
体
的
に
定
め
、
公
表
し
ま
す
。

 

 
 
(
2
)
 
通
知
    計画に基づき、対象事業者に報告方法等に関する通知文書を送付し

ま
す
。

 

 
 
(
3
)
 
情
報
の
報
告
    介護サービス事業者は、自らの責任において介護サービス情報(基

本
情
報
及
び
運
営
情
報

)を
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を

通
じ
て
県
（
政
令
市
）
に
報
告
し
ま
す
。
（
調
査
を
希
望
し
な
い
場
合
は
、
記
入
漏
れ
及
び
記
入
誤
り
等
が
な
け
れ
ば
「

(6
)情
報

の
公
表
」
と
な
り
ま
す
。
）

 

 
(
4
)
 
調
査
を
希
望
す
る
場
合
の
申
込
み
 

 
 

 
調
査
を
希
望
す
る
事
業
所
に
つ
い
て
は
、
調
査
希
望
の
申
込
み
を
行
い
ま
す
。
申
込
み
方
法
及
び
手
数
料
の
納
付
方
法

に
つ
い
て
は
、
県
（
政
令
市
）
が
指
定
し
た
方
法
で
行
っ
て
く
だ
さ
い
。

 

(
5
)
 
調
査
の
実
施
   調査希望の申込み及び手数料の納付を確認した後に、調査する日程

を
決
定
し
、
県
（
政
令
市
）
が
調
査
を
実
施
し

ま
す
。

 

(
6
)
 
情
報
の
公
表
 

介
護
サ
ー
ビ
ス
情
報
を
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
等
に
よ
り
公
表
し
ま
す
。

 

調
査
を
希
望
す
る
事
業
所
に
つ
い
て
は
、
調
査
結
果
に
基
づ
き
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
情
報
を
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
等
に
よ
り
公

表
し
ま
す
。

 

 
※

 
報
告
に
関
す
る
方
法
、
手
順
及
び
提
出
締
切
等
の
詳
細
に
つ
い
て
は
、
「

(2
)通
知
」
の
際
に
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

 

 ５
 
公
表
の
時
期
   新しく指定を受けた事業所（新規事業所）は事業開始時、前年度から

継
続
し
て
い
る
事
業
所
は
１
年
に
１
回
（
県
（
政

令
市
）
が
定
め
た
時
）
で
す
。

 

 
 
な
お
、
新
規
事
業
者
は
、
基
本
情
報
の
み
の
公
表
と
な
り
、
運
営
情
報
は
公
表
免
除
に
な
り
ま
す
が
、
事
業
開
始
後
に
任
意
で
公

表
す
る
こ
と
は
可
能
で
す
。

 

 ６
 
手
数
料
   公表手数料：なし 調査手数料：県又は政令市から通知しますので、確認してください

。
 
 

※
調
査
を
希
望
す
る
場
合
の
み
、
手
数
料
が
必
要
で
す
。
 

 ７
 
行
政
処
分
 

介
護
サ
ー
ビ
ス
情
報
の
公
表
制
度
は
、
介
護
保
険
法
に
基
づ
く
も
の
で
あ
り
、

 

 
①

 
報
告
を
行
わ
な
い
。

 

 
②

 
虚
偽
の
報
告
を
行
う
。

 

③
 調査を妨げる。 

 
な
ど
の
事
例
に
該
当
す
る
事
業
所
に
対
し
て
は
、
県
が
改
善
命
令
を
出
し
、
な
お
従
わ
な
い
場
合
は
、
指
定
若
し
く
は
許
可
の
取

消
し
、
又
は
指
定
若
し
く
は
許
可
の
全
部
又
は
一
部
の
効
力
を
停
止
す
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。
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介
護
職
員
等
に
よ
る
喀
痰
吸
引
等
の
実
施
に
つ
い
て

  平
成

2
4
年
度
の
社
会
福
祉
士
及
び
介
護
福
祉
士
法
の
改
正
に
よ
り
、
平
成

2
8
年
度
以
降
の

介
護
福
祉
士
国
家
試
験
合
格
者
及
び
そ
れ
以
外
の
研
修
を
受
け
た
介
護
職
員
等

(ホ
ー
ム
ヘ
ル

パ
ー
等
の
介
護
職
員
、
前
記
以
外
の
介
護
福
祉
士
、
特
別
支
援
学
校
教
員
等

)は
、
一
定
の
条
件

の
下
で
、
喀
痰
吸
引
等
の
実
施
が
可
能
と
な
り
ま
し
た
。

 

な
お
、
用
語
の
定
義
と
し
て
、
介
護
福
祉
士
（
平
成

2
8
年
度
以
降
の
合
格
者
に
限
る
。
）
で

あ
っ
て
実
地
研
修
を
修
了
し
た
者
が
実
施
で
き
る
行
為
を
「
喀
痰
吸
引
等
」
と
い
い
、
都
道
府

県
又
は
登
録
研
修
機
関
が
実
施
す
る
喀
痰
吸
引
等
研
修
を
修
了
し
、
都
道
府
県
知
事
か
ら
認
定

特
定
行
為
業
務
従
事
者
認
定
証
を
交
付
さ
れ
た
介
護
職
員
等
に
よ
り
実
施
で
き
る
行
為
を
「
特

定
行
為
」
と
い
い
ま
す
。
（
実
施
で
き
る
行
為
の
内
容
は
同
じ
で
す
）

   ○喀痰吸引等（特定行為）の種類   （１） 口腔内の喀痰吸引  
 
（
２
）

 
鼻
腔
内
の
喀
痰
吸
引

 

 
 
（
３
）

 
気
管
カ
ニ
ュ
ー
レ
内
部
の
喀
痰
吸
引

 

 
 
（
４
）

 
胃
ろ
う
又
は
腸
ろ
う
に
よ
る
経
管
栄
養

 

 
 
（
５
）

 
経
鼻
経
管
栄
養

  １
 老人福祉法・介護保険法に基づく事業所で喀痰吸引等（特定行為）を

実
施
す
る
た

め
に
は

   喀痰吸引等（特定行為）を実施できる介護福祉士又は認定特定行為
業
務
従
事
者
認

定
証
を
交
付
さ
れ
た
介
護
職
員
等
（
以
下
、「
認
定
特
定
行
為
業
務
従
事
者
」
と
い
う
。
）
が
所
属

し
て
お
り
、
医
療
や
看
護
と
の
連
携
に
よ
る
安
全
確
保
が
図
ら
れ
て
い
る
こ
と
等
の
一
定
の
条
件

を
満
た
し
て
い
る
と
し
て
、
そ
の
事
業
所
ご
と
・
事
業
種
別
ご
と
に
、「
登
録
喀
痰
吸
引
等
事
業
者

（
登
録
特
定
行
為
事
業
者
）
」
の
登
録
を
受
け
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

   ○登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）の登録 喀
痰
吸
引
等
（
特
定
行
為
）
業
務
を
開
始
し
よ
う
と
す
る
３
０
日
前
ま
で
に
、
申
請
書
に
関
係

書
類
を
添
え
て
、
県
に
登
録
の
申
請
を
し
て
く
だ
さ
い
。
要
件
に
全
て
に
適
合
し
て
い
る
と
認
め

ら
れ
る
場
合
、
登
録
を
行
っ
た
旨
を
通
知
し
ま
す
。

 

登
録
申
請
時
に
提
出
し
た
介
護
福
祉
士
・
認
定
特
定
行
為
業
務
従
事
者
名
簿
に
変
更
が
生
じ
た

場
合
は
、
変
更
の
日
か
ら
３
０
日
以
内
に
変
更
の
届
出
を
し
て
く
だ
さ
い
。

 

登
録
申
請
に
必
要
な
書
類
は
、
県
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
し
て
い
ま
す
。

 

ト
ッ
プ
ペ
ー
ジ
＞
テ
ー
マ
か
ら
探
す
＞
健
康
・
福
祉
・
子
育
て
＞
介
護
・
高
齢
者
福
祉
＞
介

護
職
員
・
介
護
支
援
専
門
員
＞
「
喀
痰
吸
引
等
事
業
者
（
特
定
行
為
事
業
者
）
の
登
録
申
請

等
」

 

  
 
な
お
、
登
録
喀
痰
吸
引
等
事
業
者
に
あ
っ
て
は
、
介
護
福
祉
士
が
基
本
研
修
又
は
医
療
的
ケ
ア

を
修
了
し
て
い
る
場
合
で
あ
っ
て
、
実
地
研
修
を
修
了
し
て
い
な
い
場
合
に
は
、
当
該
事
業
所
に

お
い
て
、
そ
の
介
護
福
祉
士
に
対
し
て
実
地
研
修
を
行
う
必
要
が
あ
り
ま
す
。

 

 

 
 

２
 介護福祉士・介護職員等が喀痰吸引等（特定行為）を実施するには

 
 ○介護福祉士   基本研修または医療的ケアを修了している介護福祉士が喀痰吸引

等
を
実
施
す
る

た
め
に
は
、
登
録
喀
痰
吸
引
等
事
業
者
ま
た
は
登
録
研
修
機
関
で
実
地
研
修
を
修
了
し
、
実
施
で

き
る
喀
痰
吸
引
等
が
付
記
さ
れ
た
介
護
福
祉
士
登
録
証
の
交
付
を
受
け
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

 

 
 
介
護
福
祉
士
登
録
証
に
実
施
で
き
る
喀
痰
吸
引
等
の
行
為
を
記
載
す
る
手
続
き
に
つ
い
て
は
、

「
公
益
財
団
法
人
社
会
福
祉
振
興
・
試
験
セ
ン
タ
ー
」
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
ご
確
認
く
だ
さ
い
。
 

 ○
認
定
特
定
行
為
業
務
従
事
者

 
介
護
職
員
等
が
喀
痰
吸
引
等
の
行
為
を
実
施
す
る
た
め
に
は
、
喀
痰
吸
引
等
を
行
う
の
に
必
要

な
知
識
及
び
技
能
を
修
得
す
る
た
め
の
研
修
（
喀
痰
吸
引
等
研
修
）
を
修
了
し
、
県
か
ら
認
定
特

定
行
為
業
務
従
事
者
認
定
証
の
交
付
を
受
け
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

 

交
付
申
請
を
受
け
付
け
た
日
か
ら
３
０
日
以
内
に
認
定
証
を
交
付
し
ま
す
の
で
、
交
付
日
以
降
、

実
施
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

 

認
定
証
の
交
付
申
請
に
必
要
な
書
類
は
、
県
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
し
て
い
ま
す
。

 

ト
ッ
プ
ペ
ー
ジ
＞
テ
ー
マ
か
ら
探
す
＞
健
康
・
福
祉
・
子
育
て
＞
介
護
・
高
齢
者
福
祉
＞
介

護
職
員
・
介
護
支
援
専
門
員
＞
「
介
護
職
員
が
喀
痰
吸
引
等
を
実
施
す
る
た
め
に
は
（
認
定

特
定
行
為
業
務
従
事
者
認
定
証
の
交
付
申
請
等
）
」

  ３
 喀痰吸引等研修 喀
痰
吸
引
等
研
修
に
は
、
次
の
研
修
課
程
が
あ
り
、
登
録
研
修
機
関
で
受
講
す
る
こ
と
が
で
き

ま
す
。

 

第
１
号
研
修
：
喀
痰
吸
引
及
び
経
管
栄
養
の
す
べ
て
（
不
特
定
多
数
の
者
対
象
）

 

第
２
号
研
修
：
喀
痰
吸
引
及
び
経
管
栄
養
の
う
ち
任
意
の
行
為
（
不
特
定
多
数
の
者
対
象
）

 

第
３
号
研
修
：
各
喀
痰
吸
引
等
の
個
別
の
行
為
（
特
定
の
者
対
象
）

  な
お
、
登
録
喀
痰
吸
引
等
事
業
者
に
お
い
て
介
護
福
祉
士
に
対
し
実
地
研
修
を
行
う
場
合
の
実

地
研
修
指
導
講
師
※
に
な
る
た
め
の
研
修
（
講
師
養
成
課
程
）
に
つ
い
て
は
、
県
が
実
施
し
て
い
ま

す
。

 

※
医
療
従
事
者
に
限
定
さ
れ
て
い
ま
す
。

  
○
登
録
研
修
機
関

 
県
内
の
登
録
研
修
機
関
の
名
簿
は
、
県
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
し
て
い
ま
す
。

 

ト
ッ
プ
ペ
ー
ジ
＞
テ
ー
マ
か
ら
探
す
＞
健
康
・
福
祉
・
子
育
て
＞
介
護
・
高
齢
者
福
祉
＞
介

護
職
員
・
介
護
支
援
専
門
員
＞
「
介
護
職
員
が
喀
痰
吸
引
等
を
実
施
す
る
た
め
に
は
（
認
定

特
定
行
為
業
務
従
事
者
認
定
証
の
交
付
申
請
等
）
」

 

ま
た
は

 

ト
ッ
プ
ペ
ー
ジ
＞
テ
ー
マ
か
ら
探
す
＞
健
康
・
福
祉
・
子
育
て
＞
介
護
・
高
齢
者
福
祉
＞
介

護
職
員
・
介
護
支
援
専
門
員
＞
「
（
喀
痰
吸
引
等
研
修
）
登
録
研
修
機
関
の
登
録
申
請
等
」

 

 
○
講
師
養
成
課
程

 
今
年
度
の
実
施
に
つ
い
て
詳
細
が
決
定
次
第
、
県
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
し
ま
す
。
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  医
師
・
歯
科
医
師
・
看
護
師
等
の
免
許
を
有
さ
な
い
者
に
よ
る
医
行
為
等
に
つ
い
て
 

 Ⅰ 医療機関以外の高齢者介護・障害者介護の現場等において判断
に
疑
義
が
生
じ
る
こ
と
の
多
い
行
為
で
あ

っ
て
原
則
と
し
て
医
行
為
で
は
な
い
と
考
え
ら
れ
る
も
の

 

 
項
目

 
具
体
的
行
為

 

１
 
体
温
の
測
定

 
水
銀
体
温
計
・
電
子
体
温
計
に
よ
り
腋
下
で
体
温
を
計
測
す
る
こ
と

 

耳
式
電
子
体
温
計
に
よ
り
外
耳
道
で
体
温
を
測
定
す
る
こ
と

 
 

２
 
血
圧
の
測
定

 
自
動
血
圧
測
定
器
に
よ
り
血
圧
を
測
定
す
る
こ
と

 
 

３
 
動
脈
血
酸
素
飽
和
度
の

測
定

 

新
生
児
以
外
の
者
で
あ
っ
て
入
院
治
療
の
必
要
が
な
い
も
の
に
対
し
て
、
動
脈
血
酸
素

飽
和
度
を
測
定
す
る
た
め
、
パ
ル
ス
オ
キ
シ
メ
ー
タ
を
装
着
す
る
こ
と

 
 

４
 
軽
微
な
切
り
傷
、
擦
り

傷
、
や
け
ど
等
の
処
置

 

専
門
的
な
判
断
や
技
術
を
必
要
と
し
な
い
処
置
を
す
る
こ
と
（
汚
物
で
汚
れ
た
ガ
ー
ゼ

の
交
換
を
含
む
。
）

 
 

５
 
皮
膚
へ
の
軟
膏
の
塗
布

（
褥
瘡
の
処
置
を
除

く
。
）
、
皮
膚
へ
の
湿

布
の
貼
付
、
点
眼
薬
の

点
眼
、
一
包
化
さ
れ
た

内
用
薬
の
内
服
（
舌
下

錠
の
使
用
も
含
む
）
、

肛
門
か
ら
の
坐
薬
挿
入

又
は
鼻
腔
粘
膜
へ
の
薬

剤
噴
霧
を
介
助
す
る
こ

と
 

 

(1
)患
者
の
状
態
が
以
下
の
３
条
件
を
満
た
し
て
い
る
こ
と
を
医
師
、
歯
科
医
師
又
は

看
護
職
員
が
確
認
し
て
い
る

 

①
 
患
者
が
入
院
・
入
所
し
て
治
療
す
る
必
要
が
な
く
容
態
が
安
定
し
て
い
る
こ
と

 
 

②
 
副
作
用
の
危
険
性
や
投
薬
量
の
調
整
等
の
た
め
、
医
師
又
は
看
護
職
員
に
よ
る
連

続
的
な
容
態
の
経
過
観
察
が
必
要
で
あ
る
場
合
で
は
な
い
こ
と

 
 

③
 
内
用
薬
に
つ
い
て
は
誤
嚥
の
可
能
性
、
坐
薬
に
つ
い
て
は
肛
門
か
ら
の
出
血
の
可

能
性
な
ど
、
当
該
医
薬
品
の
使
用
の
方
法
そ
の
も
の
に
つ
い
て
専
門
的
な
配
慮
が
必
要

な
場
合
で
は
な
い
こ
と

 

(2
)医
師
、
歯
科
医
師
又
は
看
護
職
員
の
免
許
を
有
し
な
い
者
に
よ
る
医
薬
品
の
使
用

の
介
助
が
で
き
る
こ
と
を
本
人
又
は
家
族
に
伝
え
て
い
る

 

(3
)事
前
の
本
人
又
は
家
族
の
具
体
的
な
依
頼
に
基
づ
き
、
医
師
の
処
方
を
受
け
、
あ

ら
か
じ
め
薬
袋
等
に
よ
り
患
者
ご
と
に
区
分
し
授
与
さ
れ
た
医
薬
品
に
つ
い
て
、
医
師

又
は
歯
科
医
師
の
処
方
及
び
薬
剤
師
の
服
薬
指
導
が
あ
る

 

(4
)看
護
職
員
の
保
健
指
導
・
助
言
を
遵
守
し
た
医
薬
品
の
使
用
を
介
助
す
る
こ
と
。

 
 Ⅱ

 
原
則
と
し
て
、
医
師
法
第

1
7
条
、
歯
科
医
師
法
第

1
7
条
及
び
保
健
師
助
産
師
看
護
師
法
第

3
1
条
の
規
制
の
対
象
と

す
る
必
要
が
な
い
も
の

 

 
項
目

 
具
体
的
行
為

 

１
 
爪
の
処
置

 
爪
そ
の
も
の
に
異
常
が
な
く
、
爪
の
周
囲
の
皮
膚
に
も
化
膿
や
炎
症
が
な
く
、
か
つ
、

糖
尿
病
等
の
疾
患
に
伴
う
専
門
的
な
管
理
が
必
要
で
な
い
場
合
に
、
そ
の
爪
を
爪
切
り

で
切
る
こ
と
及
び
爪
ヤ
ス
リ
で
や
す
り
が
け
す
る
こ
と

 

２
 
口
腔
の
処
置

 
重
度
の
歯
周
病
等
が
な
い
場
合
の
日
常
的
な
口
腔
内
の
刷
掃
・
清
拭
に
お
い
て
、
歯
ブ

ラ
シ
や
綿
棒
又
は
巻
き
綿
子
な
ど
を
用
い
て
、
歯
、
口
腔
粘
膜
、
舌
に
付
着
し
て
い
る

汚
れ
を
取
り
除
き
、
清
潔
に
す
る
こ
と

 
 

３
 
耳
垢
の
処
置

 
耳
垢
を
除
去
す
る
こ
と
（
耳
垢
塞
栓
の
除
去
を
除
く
）

 

４
 
ス
ト
マ
装
置
の
処
置

 
ス
ト
マ
装
具
の
パ
ウ
チ
に
た
ま
っ
た
排
泄
物
を
捨
て
る
こ
と
。
（
肌
に
接
着
し
た
パ
ウ

チ
の
取
り
替
え
を
除
く
。
）

 

５
 
自
己
導
尿
の
補
助

 
自
己
導
尿
を
補
助
す
る
た
め
、
カ
テ
ー
テ
ル
の
準
備
、
体
位
の
保
持
な
ど
を
行
う
こ
と

 

６
 
浣
腸

 
市
販
の
デ
ィ
ス
ポ
ー
ザ
ブ
ル
グ
リ
セ
リ
ン
浣
腸
器
（
※
）
を
用
い
て
浣
腸
す
る
こ
と

 
 

※
 
挿
入
部
の
長
さ
が
５
か
ら
６

c
m
程
度
以
内
、
グ
リ
セ
リ
ン
濃
度

5
0
％
、
成
人
用
の

場
合
で

4
0
ｇ
程
度
以
下
、
６
歳
か
ら

1
2
歳
未
満
の
小
児
用
の
場
合
で

2
0
ｇ
程
度
以

下
、
１
歳
か
ら
６
歳
未
満
の
幼
児
用
の
場
合
で

1
0
ｇ
程
度
以
下
の
容
量
の
も
の

 
 

 

  
   【
注
意
】

 

※
 
Ⅰ
及
び
Ⅱ
に
掲
げ
る
行
為
は
、
原
則
と
し
て
医
行
為
又
は
医
師
法
第

1
7
条
、
歯
科
医
師
法
第

1
7
条
及
び
保
健
師
助

産
師
看
護
師
法
第

3
1
条
の
規
制
の
対
象
と
す
る
必
要
が
あ
る
も
の
で
な
い
と
考
え
ら
れ
る
が
、
病
状
が
不
安
定
で
あ

る
こ
と
等
に
よ
り
専
門
的
な
管
理
が
必
要
な
場
合
に
は
、
医
行
為
で
あ
る
と
さ
れ
る
場
合
も
あ
り
得
る
た
め
、
介
護

サ
ー
ビ
ス
事
業
者
等
は
サ
ー
ビ
ス
担
当
者
会
議
の
開
催
時
等
に
、
必
要
に
応
じ
て
、
医
師
、
歯
科
医
師
又
は
看
護
職

員
に
対
し
て
、
そ
う
し
た
専
門
的
な
管
理
が
必
要
な
状
態
で
あ
る
か
ど
う
か
確
認
す
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。
さ
ら

に
、
病
状
の
急
変
が
生
じ
た
場
合
そ
の
他
必
要
な
場
合
は
、
医
師
、
歯
科
医
師
又
は
看
護
職
員
に
連
絡
を
行
う
等
の

必
要
な
措
置
を
速
や
か
に
講
じ
る
必
要
が
あ
る
。

 
 

 

※
 
Ⅰ
の
１
か
ら
３
ま
で
に
掲
げ
る
行
為
に
よ
っ
て
測
定
さ
れ
た
数
値
を
基
に
投
薬
の
要
否
な
ど
医
学
的
な
判
断
を
行

う
こ
と
は
医
行
為
で
あ
り
、
事
前
に
示
さ
れ
た
数
値
の
範
囲
外
の
異
常
値
が
測
定
さ
れ
た
場
合
に
は
医
師
、
歯
科
医

師
又
は
看
護
職
員
に
報
告
す
る
べ
き
も
の
で
あ
る
。

 
 

 

※
 
Ⅰ
及
び
Ⅱ
に
掲
げ
る
行
為
は
原
則
と
し
て
医
行
為
又
は
医
師
法
第

1
7
条
、
歯
科
医
師
法
第

1
7
条
及
び
保
健
師
助
産

師
看
護
師
法
第

3
1
条
の
規
制
の
対
象
と
す
る
必
要
が
あ
る
も
の
で
は
な
い
と
考
え
ら
れ
る
も
の
で
あ
る
が
、
業
と
し

て
行
う
場
合
に
は
実
施
者
に
対
し
て
一
定
の
研
修
や
訓
練
が
行
わ
れ
る
こ
と
が
望
ま
し
い
こ
と
は
当
然
で
あ
り
、
介

護
サ
ー
ビ
ス
等
の
場
で
就
労
す
る
者
の
研
修
の
必
要
性
を
否
定
す
る
も
の
で
は
な
い
。

 
ま
た
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
の

事
業
者
等
は
、
事
業
遂
行
上
、
安
全
に
こ
れ
ら
の
行
為
が
行
わ
れ
る
よ
う
監
督
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。

 
 

 

※
 
今
回
の
整
理
は
あ
く
ま
で
も
医
師
法
、
歯
科
医
師
法
、
保
健
師
助
産
師
看
護
師
法
等
の
解
釈
に
関
す
る
も
の
で
あ

り
、
事
故
が
起
き
た
場
合
の
刑
法
、
民
法
等
の
法
律
の
規
定
に
よ
る
刑
事
上
・
民
事
上
の
責
任
は
別
途
判
断
さ
れ
る

べ
き
も
の
で
あ
る
。

 
 

 

※
 
Ⅰ
及
び
Ⅱ
に
掲
げ
る
行
為
に
つ
い
て
、
看
護
職
員
に
よ
る
実
施
計
画
が
立
て
ら
れ
て
い
る
場
合
は
、
具
体
的
な
手

技
や
方
法
を
そ
の
計
画
に
基
づ
い
て
行
う
と
と
も
に
、
そ
の
結
果
に
つ
い
て
報
告
、
相
談
す
る
こ
と
に
よ
り
密
接
な

連
携
を
図
る
べ
き
で
あ
る
。
上
記
５
に
掲
げ
る
医
薬
品
の
使
用
の
介
助
が
福
祉
施
設
等
に
お
い
て
行
わ
れ
る
場
合
に

は
、
看
護
職
員
に
よ
っ
て
実
施
さ
れ
る
こ
と
が
望
ま
し
く
、
ま
た
、
そ
の
配
置
が
あ
る
場
合
に
は
、
そ
の
指
導
の
下

で
実
施
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
。

 
 

 

※
 
Ⅰ
の
４
は
、
切
り
傷
、
擦
り
傷
、
や
け
ど
等
に
対
す
る
応
急
手
当
を
行
う
こ
と
を
否
定
す
る
も
の
で
は
な
い
。

 

  ＜
参
考
＞

 

「
医
師
法
第

1
7
条
、
歯
科
医
師
法
第

1
7
条
及
び
保
健
師
助
産
師
看
護
師
法
第

3
1
条
の
解
釈
に
つ
い
て
（
通
知
）
」

 

厚
生
労
働
省
医
政
局
長
通
知
（
平
成

1
7
年
７
月

2
6
日
付

 
医
政
発
第

0
7
2
6
0
0
5
号
）
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「共生型サービス」の概要について  
■ 共生型サービスとは？   共生型サービスとは、「介護保険」又は「障がい福祉」のどちらかの指定を受けている事業所
が、もう一方の指定も受けやすくすることを目的に創設されたものです。 
例えば、介護保険の「訪問介護」の指定を受けている事業所は、障がい福祉サービスの「居宅

介護」や「重度訪問介護」の事業所の指定が受けやすくなります。  
■ 共生型サービスの対象となるのは？   共生型サービスの対象となるのは、次表のとおりです。 

種類 介護保険サービス  障がい福祉サービス等 
ホームヘルプ 
サービス 訪問介護 ⇔ 居宅介護 

重度訪問介護 
デイサービス 通所介護 

（地域密着型を含む） ⇔ 生活介護（注１） 
自立訓練（機能訓練・生活訓練） 
児童発達支援（注２） 
放課後等デイサービス（注２） 

療養通所介護 ⇔ 生活介護（注３） 
児童発達支援（注４） 
放課後等デイサービス（注４） 

ショートステイ 短期入所生活介護 
（介護予防を含む） ⇔ 短期入所 

「通所・訪問・

宿泊」といった

サービスの組合

せを一体的に提

供するサービス 
（看護）小規模多機能型居

宅介護（介護予防を含む）  
・通所 ⇒ 生活介護（注１） 

自立訓練（機能訓練・生活訓練） 
児童発達支援（注２） 
放課後等デイサービス（注２） 

・宿泊 ⇒ 短期入所 
・訪問 

⇒ 居宅介護 
重度訪問介護  （注１）主に重症心身障害者を通わせる事業所を除く。（注２）主に重症心身障害児を通わせる事業所を除く。  （注３）主に重症心身障害者を通わせる事業所に限る。（注４）主に重症心身障害児を通わせる事業所に限る。 
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人
権
が
尊
重
さ
れ
る
社
会
を
目
指
し
て

～
県
内
で
発
生
し
た
人
権
侵
害
～

県
で
は
、
人
権
教
育
・
啓
発
に
関
す
る
施
策
を
総
合
的
に
推

進
し
て
い
ま
す
が
、
依
然
と
し
て
、
社
会
の
様
々
な
場
面
で
、
偏

見
や
差
別
が
存
在
し
て
い
ま
す
。

こ
の
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
で
は
、
近
年
の
人
権
侵
害
の
状
況
や
、

本
県
で
発
生
し
た
人
権
侵
害
の
実
例
を
ご
紹
介
し
て
お
り
ま

す
。 県
民
の
皆
さ
ん
が
人
権
問
題
を
考
え
る
参
考
に
し
て
い
た
だ

け
れ
ば
幸
い
で
す
。

令
和
２
年
４
月

福
岡
県
福
祉
労
働
部
人
権
・
同
和
対
策
局

人
権
侵
害
の
状
況

法
務
省
：
人
権
侵
犯
事
件
の
状
況
に
つ
い
て
（
概
要
）
か
ら

平
成
３
１
年
及
び
令
和
元
年
に
お
け
る
法
務
省
の
人
権
擁
護
機
関
の
「
人
権
侵
犯
事
件
」
に
対
す
る
取
組
状
況

（
１
）
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
の
人
権
侵
害
情
報
に
関
す
る
事
件
数
が
、
平
成
２
９
年
に
次
い
で
過
去
２
番
目
に
多
い
件
数

を
記
録
（
１
，
９
８
５
件
）
を
記
録

（
２
）
セ
ク
シ
ュ
ア
ル
・
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
に
関
す
る
事
件
数
が
４
４
５
件
で
、
前
年
に
引
き
続
き
増
加
（
対
前
年
比

８
．
５
％
増
加
）

人
権
問
題
に
関
す
る
県
民
意
識
調
査
（
平
成
２
８
年
度
）
か
ら

～
あ
な
た
は
、
こ
れ
ま
で
人
権
を
侵
害
さ
れ
た
こ
と
が
あ
り
ま
す
か
？
～

平
成
２
８
年
度
に
実
施
し
た
「
人
権
問
題
に
関

す
る
県
民
意
識
調
査
」
で
は
、
「
こ
れ
ま
で
に

受
け
た
人
権
侵
害
」
と
し
て

◆
「
職
場
等
で
の
不
当
な
待
遇
や
上
司
の

言
動
に
よ
る
嫌
が
ら
せ
」
１
６
．
５
%

◆
「
あ
ら
ぬ
噂
や
悪
口
に
よ
る
、
名
誉
・
信
用

な
ど
の
侵
害
」

１
５
．
６
％

◆
「
地
域
・
家
庭
・
職
場
な
ど
に
お
け
る
暴
力
・

脅
迫
・
仲
間
は
ず
れ
・
無
理
じ
い
・

嫌
が
ら
せ
」

１
４
．
１
％

が
ワ
ー
ス
ト
３
と
な
っ
て
い
ま
す
。

※
「
配
偶
者
や
恋
人
等
か
ら
の
暴
力
（
Ｄ

Ｖ
：
ド
メ
ス
テ
ィ
ッ
ク
・
バ
イ
オ
レ
ン
ス
）
」

（
3
.0
％
）
な
ど
、
一
見
小
さ
い
割
合

の
よ
う
で
す
が
、
福
岡
県
の
有
権
者
4
1
3

万
人
を
母
集
団
と
す
る
調
査
結
果
で
す

か
ら
、
統
計
上
は
県
内
で
1
2
万
人
前
後

が
、
Ｄ
Ｖ
の
被
害
を
受
け
た
こ
と
に
な
り

ま
す
。
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障
が
い
者
就
労
支
援
施
設
に
お
け
る
暴
行
事
件

平
成
２
５
年
２
月
、
県
内
の
障
が
い
者
施
設
の
男
性
職
員
が
利
用
者
に
対
す
る
暴
行
容

疑
で
逮
捕
さ
れ
ま
し
た
。
ま
た
、
逮
捕
後
、
こ
の
容
疑
者
は
他
県
の
系
列
施
設
で
も
障
が
い

の
あ
る
人
に
さ
ま
ざ
ま
な
虐
待
な
ど
を
行
っ
て
い
た
こ
と
も
わ
か
っ
て
い
ま
す
。

障
が
い
者
施
設
は
、
障
が
い
の
あ
る
方
々
が
個
人
の
尊
厳
を
保
持
し
つ
つ
、
自
立
し
た
生

活
を
地
域
社
会
に
お
い
て
営
む
こ
と
が
で
き
る
よ
う
支
援
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
設
置
さ
れ

て
い
る
も
の
で
す
。
そ
の
よ
う
な
施
設
に
お
い
て
、
虐
待
行
為
が
起
こ
る
こ
と
は
断
じ
て
あ
っ

て
は
な
ら
な
い
こ
と
で
す
。

発
生
場
所

N
P
O
法
人
が
運
営
す
る
障
が
い
福
祉
サ
ー
ビ
ス
事
業
所

加
害
者

同
施
設
の
男
性
職
員

虐
待
の
内
容

（
逮
捕
容
疑
）

・
男
性
利
用
者
の
頭
の
上
に
的
を
置
き
、
千
枚
通
し
で
ダ
ー
ツ
を
し
た

・
エ
ア
ガ
ン
で
撃
つ

等

■
障
が
い
者
虐
待
事
件
の
概
要

福
岡
県
の
取
組

県
で
は
、
毎
年
、
障
が
い
者
施
設
の
管
理
者
や
従
事
者
に
対
し
て
、
障
害
者
基
本
法
や

障
害
者
虐
待
防
止
法
の
周
知
徹
底
、
障
が
い
の
あ
る
人
の
権
利
擁
護
な
ど
に
つ
い
て
、
研

修
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
施
設
内
に
お
い
て
も
改
め
て
研
修
の
実
施
を
促
す
な
ど
指
導
を

行
っ
て
き
た
と
こ
ろ
で
す
。

こ
の
事
件
を
踏
ま
え
、
障
が
い
者
施
設
の
職
員
に
対
す
る
虐
待
の
実
例
を
交
え
た
指
導

の
実
施
、
障
害
者
施
設
に
お
け
る
虐
待
防
止
体
制
の
整
備
の
推
進
な
ど
、
再
発
防
止
の
た

め
の
取
組
を
進
め
て
い
ま
す
。

事
例
１
：
障
が
い
の
あ
る
人
の
人
権

[新
聞
見
出
し
（
H
2
5
.2
.1
0
）
]

妻
の
連
れ
子
に
対
す
る
児
童
虐
待
事
件

福
岡
県
の
取
組事
例
２
：
こ
ど
も
の
人
権

県
で
は
、
児
童
相
談
所
の
相
談
援
助
体
制
を
強
化
す
る
た
め
、
児
童
虐
待
防
止
法
が
施

行
さ
れ
た
平
成
１
２
年
か
ら
令
和
元
年
度
ま
で
に
、
県
内
６
つ
の
児
童
相
談
所
の
職
員
数
を

８
５
名
か
ら
１
７
９
名
と
大
幅
に
増
員
し
ま
し
た
。

さ
ら
に
、
警
察
官
や
弁
護
士
を
配
置
す
る
な
ど
、
児
童
虐
待
防
止
対
策
を
推
進
し
て
き
ま

し
た
。

こ
れ
か
ら
も
、
子
ど
も
が
虐
待
を
受
け
る
こ
と
な
く
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
社
会
づ
く
り
を
進
め

る
た
め
、
児
童
虐
待
の
発
生
予
防
か
ら
、
早
期
発
見
・
早
期
対
応
、
再
発
防
止
に
い
た
る
ま

で
の
切
れ
目
の
な
い
取
組
を
実
施
し
ま
す
。

児
童
虐
待
対
応
件
数

平
成
２
４
年
２
月
、
県
内
の
男
性
が
妻
の
連
れ
子
３

人
に
対
す
る
児
童
虐
待
容
疑
で
逮
捕
さ
れ
ま
し
た
。

こ
の
男
性
は
、
子
ど
も
た
ち
に
刃
物
で
負
傷
さ
せ
、

た
こ
糸
の
よ
う
な
も
の
で
ず
さ
ん
に
縫
合
す
る
、
殺
虫

剤
の
針
を
足
に
刺
し
て
化
膿
さ
せ
る
な
ど
の
虐
待
行

為
を
行
っ
て
い
ま
し
た
。

[新
聞
見
出
し
（
H
2
4
.2
.1
5
）
]

(件
)

(件
)

H
２
６
年
度

H
２
7
年
度

H
２
８
年
度

H
２
９
年
度

H
３
０
年
度

全
国

8
8
,9
3
1

1
0
3
,2
8
6

1
2
2
,5
7
8

1
3
3
,7
7
8

1
5
9
,8
3
8

福
岡
県

1
,9
5
2

2
,3
9
8

4
,1
9
4

5
,5
1
5

6
,9
0
8

0

5
0
,0
0
0

1
0
0
,0
0
0

1
5
0
,0
0
0

2
0
0
,0
0
0

01
,0
0
0

2
,0
0
0

3
,0
0
0

4
,0
0
0

5
,0
0
0

6
,0
0
0

7
,0
0
0

8
,0
0
0
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認
知
症
の
父
親
に
対
す
る
高
齢
者
虐
待

福
岡
県
の
取
組事
例
３
：
高
齢
者
の
人
権

県
で
は
、
高
齢
者
保
健
福
祉
計
画
を
３
年
ご
と
に
策
定
し
て
、
県
や
市
町
村
が
目
指
す
べ

き
基
本
的
な
政
策
目
標
を
定
め
、
取
り
組
む
べ
き
施
策
の
方
向
を
明
ら
か
に
し
て
い
ま
す
。

第
８
次
福
岡
県
保
健
福
祉
計
画
（
平
成
３
０
年
度
～
平
成
３
２
年
度
）
で
は
、
「
高
齢
者
が

い
き
い
き
と
活
躍
で
き
、
医
療
や
介
護
が
必
要
に
な
っ
て
も
、
住
み
慣
れ
た
地
域
で
安
心
し

て
生
活
で
き
る
社
会
づ
く
り
」
を
基
本
理
念
と
し
て
い
ま
す
。

こ
の
中
で
、
高
齢
者
が
尊
厳
を
尊
重
さ
れ
な
が
ら
地
域
で
安
心
し
て
生
活
で
き
る
よ
う
、
虐

待
防
止
対
策
や
認
知
症
高
齢
者
を
支
え
る
体
制
づ
く
り
を
進
め
て
い
ま
す
。

県
内
に
お
け
る
養
介
護
施
設
従
事
者
等
に
よ
る
虐
待

平
成
２
２
年
１
１
月
、
県
内
の
男
性
が
同
居
す
る
７
６
歳

の
父
親
に
対
す
る
暴
行
と
傷
害
の
疑
い
で
逮
捕
さ
れ
ま

し
た
。

約
３
年
前
か
ら
認
知
症
で
動
作
が
不
自
由
に
な
っ
た

父
親
に
腹
を
立
て
、
日
常
的
に
暴
力
を
ふ
る
い
、
顎
の

骨
を
折
る
な
ど
の
重
傷
を
負
わ
せ
た
虐
待
行
為
で
し

た
。

[新
聞
見
出
し
（
H
2
2
.1
1
.1
0
）
]

平
成
２
６
年
度

平
成
２
７
年
度

平
成
２
８
年
度

平
成
２
９
年
度

平
成
３
０
年
度

虐
待
件
数

1
5
件

3
1
件

2
6
件

2
0
件

2
2
件

被
虐
待
高
齢
者
数

2
1
人
以
上

4
2
人
以
上

4
1
人
以
上

5
2
人
以
上

4
2
人
以
上

同
和
問
題
に
関
す
る
悪
質
な
差
別
落
書
き

平
成
２
３
年
１
０
月
か
ら
１
２
月
に
か
け
、
福
岡
市
早
良
区
・
東
区
に
お
い
て
同
和
問
題
に

関
す
る
悪
質
な
差
別
落
書
き
が
合
計
５
４
カ
所
で
発
見
さ
れ
、
さ
ら
に
、
翌
年
７
月
に
は
「
同

和
問
題
啓
発
強
調
月
間
」
の
期
間
中
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
同
市
中
央
区
で
、
新
た
に
発
見
さ

れ
て
い
ま
す
。

ま
た
、
平
成
３
０
年
２
月
か
ら
３
月
に
か
け
て
、
筑
紫
野
市
の
児
童
館
や
公
園
の
ト
イ
レ

で
、
同
和
問
題
に
関
す
る
悪
質
な
差
別
落
書
き
が
発
見
さ
れ
て
い
ま
す
。

福
岡
県
の
取
組

差
別
落
書
き
は
人
の
心
を
傷
つ
け
、
ま
た
差
別
を
助
長
す
る
決
し
て
許
す
こ
と
の
で
き
な

い
行
為
で
す
。
県
で
は
、
法
務
局
、
警
察
及
び
県
内
市
町
村
と
連
携
し
な
が
ら
、
再
発
防
止

に
向
け
た
取
組
を
進
め
ま
す
。

ま
た
、
差
別
落
書
き
を
な
く
す
た
め
に
は
、
す
べ
て
の
人
々
が
人
権
意
識
を
高
め
、
「
差
別

落
書
き
は
卑
劣
な
行
為
で
あ
り
、
絶
対
に
許
さ
な
い
」
と
い
う
機
運
を
醸
成
す
る
こ
と
が
重
要

で
す
。
県
や
市
町
村
な
ど
で
開
催
さ
れ
て
い
る
研
修
会
や
講
演
会
に
積
極
的
に
参
加
い
た

だ
き
、
県
民
の
皆
さ
ん
一
人
ひ
と
り
が
、
自
分
の
問
題
と
し
て
人
権
尊
重
の
重
要
さ
を
理
解

く
だ
さ
る
よ
う
お
願
い
し
ま
す
。

事
例
４
：
差
別
落
書
き

◇
◆
差
別
落
書
き
と
は
◆
◇

差
別
落
書
き
と
は
、
差
別
や
偏
見
に
基
づ
き
、
人
の
心
を
傷
つ
け
る
よ
う
な

「
差
別
語
」
や
「
差
別
表
現
」
を
用
い
た
落
書
き
の
こ
と
を
い
い
ま
す
。

[新
聞
見
出
し
（
H
2
4
.3
.1
0
）
]
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昭
和

４
４

（
１

９
６

９
）

年
制

定
の

「
同

和
対

策
特

別
措

置
法

」
以

降
、

３
０

有
余

年
に

わ
た

り
同

和
問

題
の

解
決

に
向

け
た

取
組

が
進

め
ら

れ
ま

し
た

。
 

福
岡

県
に

お
い

て
も

同
和

対
策

事
業

の
実

施
に

よ
っ

て
、

劣
悪

で
あ

っ
た

同

和
地

区
の

生
活

環
境

は
大

き
く

改
善

さ
れ

、
奨

学
金

制
度

の
充

実
な

ど
教

育
へ

の

取
り

組
み

に
よ

っ
て

、
「

不
就

学
児

童
・

生
徒

」
や

「
非

識
字

」
の

問
題

も
解

消

に
向

か
い

、
高

等
学

校
等

へ
の

進
学

率
も

上
昇

す
る

な
ど

、
同

和
地

区
住

民
の

生

活
実

態
も

大
き

く
変

わ
り

ま
し

た
。

 
し

か
し

、
同

和
地

区
住

民
の

産
業

・
労

働
問

題
に

つ
い

て
は

今
な

お
重

い
課

題
が

残
さ

れ
て

い
る

ほ
か

、
福

岡
県

が
実

施
し

て
い

る
「

県
民

意
識

調
査

」
に

も

一
部

あ
ら

わ
れ

て
い

る
よ

う
に

、
結

婚
に

際
し

て
、

あ
る

い
は

住
宅

を
選

ぶ
際

の

忌
避

意
識

、
さ

ら
に

は
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

上
で

の
書

込
み

な
ど

、
さ

ま
ざ

ま
な

形

で
の

差
別

事
象

が
後

を
絶

た
な

い
厳

し
い

現
実

が
あ

り
ま

す
。

 
             [
 

      

福
岡

県
福

祉
労

働
部

人
権

・
同

和
対

策
局

 

福
岡

市
博

多
区

東
公

園
７

番
７

号
 

℡
 

0
9
2
-
6
4
3
-
3
3
2
5
 

同
 

 
和

 
 

問
 

 
題

 

—
み

ん
な

の
力

で
差

別
を

な
く

そ
う

—
 

  
私

た
ち

は
、
「

差
別

は
い

け
な

い
こ

と
だ

」
と

い
う

こ
と

は
よ

く
知

っ
て

い
ま

す
。

し

か
し

、
そ

れ
だ

け
で

は
部

落
差

別
は

な
く

な
り

ま
せ

ん
。

 
 

ま
っ

た
く

い
わ

れ
の

な
い

こ
の

よ
う

な
差

別
を

解
消

す
る

た
め

に
は

、
ま

ず
私

た
ち

一

人
一

人
が

そ
の

差
別

が
ど

ん
な

に
不

合
理

で
あ

る
か

を
自

ら
に

問
い

か
け

、
自

ら
の

意
識

を
見

つ
め

な
お

す
こ

と
が

必
要

で
す

。
 

 
差

別
ほ

ど
人

の
心

を
傷

つ
け

る
も

の
は

あ
り

ま
せ

ん
。

何
気

な
く

発
し

た
つ

も
り

の
言

葉
で

あ
っ

て
も

、
そ

れ
に

よ
っ

て
は

か
り

し
れ

な
い

心
の

痛
み

を
覚

え
る

人
が

い
る

こ
と

を
決

し
て

忘
れ

な
い

よ
う

に
し

ま
し

ょ
う

。
 

同
和

問
題

の
解

決
の

た
め

に
は

 

「
部

落
差

別
の

解
消

の
推

進
に

関
す

る
法

律
」
（

平
成

２
８

年
法

律
第

１
０

９

号
）

が
平

成
２

８
年

１
２

月
１

６
日

か
ら

施
行

さ
れ

ま
し

た
。

 

裏
面

も
ご

覧
く

だ

さ
い

・
・

・
 

「
福

岡
県

部
落

差
別

の
解

消
の

推
進

に
関

す
る

条
例

」（
平

成
３

１
年

福
岡

県
条

例
第

６
号

）
を

平
成

３
１

年
３

月
１

日
に

施
行

し
ま

し
た

。
 

 

平
成

２
８

年
「

人
権

問
題

に
関

す
る

県
民

意
識

調
査

」
 

平
成

２
８

年
８

月
に

、
福

岡
県

の
有

権
者

５
,
０

０
０

人
を

対
象

に
調

査
を

行
い

、
１

,
９

５

４
人

の
方

か
ら

回
答

を
い

た
だ

き
ま

し
た

。
（

全
３

０
問

）
 

    
「

同
和

地
区

の
地

域
内

」
に

つ
い

て
の

忌
避

意
識

を
聞

い
た

と
こ

ろ
、
「

避
け

る
と

思

う
」

が
１

７
.
１

％
で

、
「

ど
ち

ら
か

と
い

え
ば

避
け

る
と

思
う

」
２

５
.
７

％
を

合
せ

る
と

４
２

.
８

％
と

な
っ

て
お

り
、

他
の

項
目

よ
り

強
い

忌
避

意
識

を
示

し
て

い
ま

す
。

 

 こ
れ

に
「

近
隣

に
生

活
が

困
難

な
人

が
多

く
住

ん
で

い
る

」
３

６
.
３

％
、
「

近
隣

に
外

国
籍

住
民

が
多

く
住

ん
で

い
る

」
３

５
.
４

％
、
「

近
く

に
精

神
科

病
院

や
障

害
の

あ
る

人

の
施

設
が

あ
る

」
３

１
.
２

％
が

続
い

て
い

ま
す

。
 

 「
小

学
校

区
が

同
和

地
区

と
同

じ
区

域
」

は
２

５
.
９

％
で

す
が

、
そ

れ
で

も
４

分
の

１

強
は

忌
避

意
識

を
示

し
て

い
ま

す
。

 

 

引
越

し
や

宅
地

建
物

の
取

引
に

お
い

て
、
「

同
和

地
区

の
物

件
で

す
か

。
」
、
「

そ
の

近
く

に
同

和
地

区
が

あ
り

ま
す

か
。
」

と
い

っ
た

役
所

へ
の

問
い

合
わ

せ
が

行
わ

れ
て

い
ま

す
。

 

こ
う

い
っ

た
問

い
合

わ
せ

の
背

景
に

は
、

あ
る

土
地

（
地

域
）

に
つ

い
て

、
「

で
き

れ
ば

避
け

た
い

。
」

と
い

っ
た

意
識

（
忌

避
意

識
）

が
残

っ
て

い
る

か
ら

で
は

な
い

で

し
ょ

う
か

。
 

こ
の

よ
う

に
同

和
地

区
の

有
無

を
問

い
合

わ
せ

た
り

、
調

査
す

る
こ

と
は

、
結

果

と
し

て
そ

の
土

地
に

住
む

人
び

と
全

体
に

対
す

る
差

別
を

助
長

す
る

こ
と

と
な

り
ま

す
。

 

ど
こ

で
暮

ら
し

て
い

る
か

に
よ

っ
て

差
別

す
る

こ
と

は
人

権
を

侵
害

す
る

こ
と

に

他
な

り
ま

せ
ん

。
住

ん
で

い
る

土
地

に
よ

っ
て

差
別

さ
れ

る
こ

と
の

問
題

を
私

た
ち

一
人

ひ
と

り
が

考
え

る
必

要
が

あ
り

ま
す

。
 

      

同
和
地
区
の
地
域
内

小
学
校
区
が
同
和
地
区
と
同
じ
区
域

近
隣
に
生
活
が
困
難
な
人
が
多
く
住
ん
で
い
る

近
隣
に
外
国
籍
住
民
が
多
く
住
ん
で
い
る

近
く
に
精
神
科
病
院
や
障
害
の
あ
る
人
の
施
設
が
あ
る

8
.8
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1
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8
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2
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2
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2
6
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2
5
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1
8
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1
8
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1
6

.5
 

2
0
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1
4

.1
 

3
1

.0
 

2
4

.4
 

2
7

.6
 

3
4

.5
 

1
9

.8
 

1
5

.6
 

1
8

.4
 

1
5

.8
 

1
5

.0
 

1
9

.5
 

3
.8

 

3
.9

 

3
.7

 

3
.8

 

3
.8

 

0
%

2
0

%
4

0
%

6
0

%
8

0
%

1
0

0
%

全
体
（
N
=
1
,9
5
4
）

避
け
る
と
思
う

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば
避
け
る
と
思
う

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば
避
け
な
い
と
思
う

ま
っ
た
く
気
に
し
な
い

わ
か
ら
な
い

回
答
な
し

単
数
回
答
（
○
は
１
つ
）

住
宅

を
選

ぶ
際

に
、

同
和

地
区

や
外

国
籍

住
民

が
多

く
住

ん
で

い
る

地
区

な
ど

を
避

け
る

こ
と

が
あ

る
と

思
い

ま
す

か
？
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(
別
紙
)
 

      
福
岡
県
は
、
国
、
市
町
村
、
企
業
、
地
域
な
ど
で
行
わ
れ
る
同
和
問
題
を
は
じ
め
と
す
る
人
権
問

題
に
係
る
啓
発
及
び
研
修
の
推
進
を
図
る
た
め
、
講
師
団
講
師
あ
っ
せ
ん
事
業
を
実
施
し
て
い
ま
す
。 

 
 

 

講
師
団
講
師
あ
っ
せ
ん
事
業
と
は
、
国
、
市
町
村
、
企
業
、
地
域
な
ど
の
求
め
に
応
じ
て
、
講
師

を
あ
っ
せ
ん
す
る
も
の
で
す
。
 

 
講
師
団
講
師
は
、
同
和
問
題
を
は
じ
め
と
す
る
人
権
問
題
に
関
す
る
歴
史
論
、
実
態
論
、
政
策
・

行
政
論
及
び
社
会
啓
発
論
の
各
部
門
か
ら
な
り
、
学
識
経
験
者
、
マ
ス
コ
ミ
、
企
業
、
行
政
な
ど
幅

広
い
ジ
ャ
ン
ル
の
講
師
で
構
成
し
て
い
ま
す
。
 

 

【
講
師
団
各
部
門
の
内
容
に
つ
い
て
】
 

 

 
○
歴
史
論
部
門
…
…
…
…
…
同
和
地
区
の
起
こ
り
、
身
分
制
度
の
成
り
立
ち
、
被
差
別
部
落
や

 

解
放
へ
の
歴
史
な
ど
に
関
す
る
部
門
 

 
○
実
態
論
部
門
…
…
…
…
…
同
和
地
区
に
お
け
る
教
育
、
職
業
、
居
住
、
結
婚
な
ど
の
差
別
の

 

実
態
に
関
す
る
部
門
 

 
○
政
策
・
行
政
論
部
門
…
…
人
権
・
同
和
問
題
に
つ
い
て
の
行
政
の
取
組
み
な
ど
に
関
す
る
部
門
 

 
○
社
会
啓
発
論
部
門
…
…
…
歴
史
論
、
実
態
論
、
政
策
・
行
政
論
を
ベ
ー
ス
と
し
た
内
容
で
、

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
人
権
・
同
和
問
題
研
修
の
導
入
に
関
す
る
部
門
 

 

【
費
用
負
担
に
つ
い
て
】
 

  
企
業
、
地
域
な
ど
が
行
う
研
修
に
講
師
団
講
師
を
あ
っ
せ
ん
し
た
場
合
の
謝
金
・
旅
費
に
つ
い
て

は
、
福
岡
県
が
負
担
し
ま
す
。
 

 
 
 

【
研
修
情
報
誌
「
す
ば
る
」
に
つ
い
て
】
 

  
講
師
団
講
師
あ
っ
せ
ん
事
業
の
概
要
や
利
用
方
法
等
を
掲
載
し
た
情
報
誌
を
作
成
し
て
い
ま
す
。

 

 
県
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
も
掲
載
し
て
い
ま
す
の
で
、
御
参
照
く
だ
さ
い
。

 

 
（
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
ア
ド
レ
ス
）

h
tt
p
s:

//
w

w
w

.p
re

f.
fu

k
u
o
k
a.

lg
.j
p
/g

yo
se

i-
sh

ir
yo

/s
u
b
ar

u
.h

tm
l 

       
問
い
合
わ
せ
先

 

講
 師 団 講 師 あ っ せ ん 事 業 福

岡
県
福
祉
労
働
部
 

 
 
 

 
人
権
・
同
和
対
策
局
調
整
課
（
調
整
係
）
 

 
 
 
電
話

 
 
 
０
９
２
－
６
４
３
－
３
３
２
５
 

 
 
 
ﾌｧ
ｸｼ
ﾐﾘ

 
 
０
９
２
－
６
４
３
－
３
３
２
６

 

企
業
や
業
界
団
体
等
が
講
師
団
講
師
あ
っ
せ
ん
事
業
を
活
用
し
て
研
修
を
実
施
し
た
場
合
は
、
福
岡
県
入
札

参
加
資
格
審
査
に
お
け
る
地
域
貢
献
活
動
評
価
項
目
の
人
権
・
同
和
啓
発
研
修
の
対
象
と
な
り
ま
す
。
 

詳
し
く
は
、
福
岡
県
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か
ら
「
人
権
・
同
和
啓
発
研
修
」
を
検
索
し
て
く
だ
さ
い
。
 介

護
現
場
に
お
け
る
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
対
策
マ
ニ
ュ
ア
ル

 

  介護現場における利用者や家族等からのハラスメントの実態を調
査
す
る
と
と
も
に
、

介
護
職
員
が
安
心
し
て
働
く
こ
と
が
で
き
る
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
の
な
い
労
働
環
境
を
構
築
す
る
た
め
の

ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
対
策
マ
ニ
ュ
ア
ル
が
作
成
さ
れ
ま
し
た
。

 

 ○
「
介
護
現
場
に
お
け
る
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
対
策
マ
ニ
ュ
ア
ル
」

 

（
H
3
1
.4

.1
0
介
護
保
険
最
新
情
報

 
V
o
l.7

1
8
）

 

  URL  https://www.pref.fukuoka.lg.jp/uploaded/life/524123_60245
0
0
6
_
m

is
c
.p

d
f 

   
み
ん
な
で
目
指
そ
う
！

L
G

B
T
フ
レ
ン
ド
リ
ー
な
ま
ち
づ
く
り

 

  福岡県では、性的少数者（ＬＧＢＴ）に対する正しい理解と認識を
深
め
、
性
的
少
数
者

の
方
々
が
安
心
し
て
生
活
し
、
活
躍
で
き
る
社
会
の
実
現
に
向
け
た
取
組
み
を
進
め
て
い
ま
す
。

 

 
こ
の
取
組
み
の
一
環
と
し
て
、
性
的
少
数
者
の
方
々
へ
の
配
慮
事
項
な
ど
に
つ
い
て
学
べ
る

 

ガ
イ
ド
ブ
ッ
ク
を
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人

R
a
in
b
o
w

 S
o
u
p
（
レ
イ
ン
ボ
ー
ス
ー
プ
）
と
協
働
し
作
成
し
ま
し
た
。
 

 ○
「
レ
イ
ン
ボ
ー
ガ
イ
ド
ブ
ッ
ク
」

   URL https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/rainbowguidebook.h
tm

l 
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高
齢
者
虐
待
防
止
・
身
体
拘
束
廃
止
に
関
す
る
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
つ
い
て

 

 

養
介
護
施
設
（
高
齢
者
福
祉
施
設
や
介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
等
）
に
お
け
る
高
齢
者
虐
待

を
防
止
す
る
た
め
に
は
、
施
設
等
の
管
理
者
を
先
頭
に
、
実
際
に
高
齢
者
の
介
護
に
あ
た
る
職
員

だ
け
で
な
く
、
他
の
職
員
も
含
め
た
施
設
等
全
体
で
の
取
組
が
必
要
で
す
。

 

そ
の
た
め
に
は
、
虐
待
を
防
止
す
る
た
め
に
取
組
み
に
つ
い
て
、
職
員
が
十
分
に
理
解
で
き
る

よ
う
定
期
的
な
研
修
を
継
続
し
て
行
う
こ
と
が
大
事
で
す
。

 

特
に
、
新
規
採
用
し
た
職
員
に
つ
い
て
は
、
虐
待
の
定
義
や
身
体
拘
束
に
係
る
正
し
い
知
識
を

早
期
に
習
得
さ
せ
る
必
要
が
あ
り
、
初
任
者
研
修
に
お
い
て
、
身
体
拘
束
廃
止
に
加
え
て
、
高
齢

者
虐
待
防
止
に
つ
い
て
も
十
分
な
説
明
を
行
う
必
要
が
あ
り
ま
す
。

 

 下
記
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
は
、
厚
生
労
働
省
や
福
岡
県
等
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
な
り
ま
す
の
で
、
最

新
の
情
報
を
随
時
確
認
し
、
事
業
所
で
の
対
策
に
役
立
て
て
く
だ
さ
い
。

 

 〇
 高
齢
者
虐
待
防
止
研
修
で
役
立
つ
資
料
等

 

高
齢
者
福
祉
施
設
等
に
お
け
る
虐
待
防
止
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
（
福
岡
県
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
）

 

h
tt

p
s
:/
/w

w
w

.p
re

f.
fu

k
u
o
k
a

.l
g

.j
p

/c
o

n
te

n
ts

/k
o

u
re

is
y
a

g
y
a

k
u

ta
i-

le
a

fl
e
t.

h
tm

l 

高
齢
者
虐
待
等
の
学
習
支
援
情
報
（
認
知
症
介
護
情
報
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
）

 

h
tt

p
s
:/
/w

w
w

.d
c
n
e

t.
g

r.
jp

/s
u

p
p
o

rt
/ 

身
体
拘
束
ゼ
ロ
の
手
引
き
（
福
岡
県
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
）

 

h
tt

p
s
:/
/w

w
w

.p
re

f.
fu

k
u
o
k
a

.l
g

.j
p

/u
p

lo
a

d
e
d

/l
if
e

/3
8

3
7
7

2
_
5
4

3
6
5

5
2

7
_
m

is
c
.p

d
f 

 〇
高
齢
者
虐
待
防
止
に
係
る
調
査
、
通
知
等

 

高
齢
者
虐
待
防
止
関
連
調
査
・
資
料
（
厚
生
労
働
省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
）

 

 h
tt

p
s
:/

/w
w

w
.m

h
lw

.g
o

.j
p

/s
tf

/s
e

is
a

k
u
n

it
s
u

it
e

/b
u
n

y
a

/h
u

k
u

s
h

i_
k
a

ig
o

/k
a

ig
o

_
k
o
u

re
is

h
a

 

/b
o

u
s
h

i/
in

d
e

x
.h

tm
l 

 

国
通
知
・
介
護
保
険
最
新
情
報

V
o

l.
5

0
2
（
独
立
行
政
法
人
福
祉
医
療
機
構
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
）

 

h
tt

p
s
:/
/w

w
w

.w
a

m
.g

o
.j
p
/c

o
n

te
n

t/
w

a
m

n
e

t/
p

c
p
u
b

/r
e

s
o

u
rc

e
s
/4

6
f2

e
2

1
e

-7
d

1
6

-4
e

9
0

-

9
f8

1
-

4
5

0
6

4
6
5

2
5
e

a
d

/%
E

4
%

B
B

%
8

B
%

E
8

%
A

D
%

B
7
%

E
4

%
B

F
%

9
D

%
E

9
%

9
9

%
B

A
%

E
6

%

9
C

%
8

0
%

E
6

%
9
6

%
B

0
%

E
6

%
8
3

%
8

5
%

E
5

%
A

0
%

B
1

V
o

l.
5
0

2
.p

d
f 福

岡
県
身
体
拘
束
ゼ
ロ
宣
言
に
つ
い
て
 

 

利
用
者
の
ケ
ア
の
質
の
向
上
を
図
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
事
業
所
内
で
の
身
体
拘
束
ゼ
ロ
に
向
け

た
取
組
を
行
う
こ
と
を
宣
言
し
た
介
護
保
険
事
業
所
等
を
登
録
し
、
ポ
ス
タ
ー
の
配
付
や
県
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
で
の
公
表
等
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
現
場
の
職
員
の
意
識
高
揚
を
図
る
と
と
も
に
、
身
体
拘

束
廃
止
に
向
け
た
取
組
を
行
っ
て
い
る
事
業
所
で
あ
る
こ
と
を
利
用
者
、
家
族
を
含
め
県
民
に
広
く

周
知
す
る
事
業
を
行
っ
て
い
ま
す
。

 

詳
し
く
は
、
下
記
の
Ｕ
Ｒ
Ｌ
及
び
次
頁
以
降
の
資
料
を
ご
参
照
く
だ
さ
い
。

 

 

Ｕ
Ｒ
Ｌ
：

h
tt

p
s
:/
/w

w
w

.p
re

f.
fu

k
u
o

k
a

.l
g
.j
p

/c
o

n
te

n
ts

/z
e

ro
s
e

n
g
e

n
.h

tm
l 

（
ト
ッ
プ
ペ
ー
ジ

 
>
 
健
康
・
福
祉
・
子
育
て

 
>
 
介
護
・
高
齢
者
福
祉

 
>
 
介
護
施
設
・
サ
ー
ビ
ス
事
業
所

 
>
 

 
福
岡
県
身
体
拘
束
ゼ
ロ
宣
言
を
実
施
し
て
い
ま
す
）

 

 【
事
業
イ
メ
ー
ジ
図
、
宣
言
書
・
ポ
ス
タ
ー
様
式
の
イ
メ
ー
ジ
】

 

  
 
 
県
・
政
令
市
・

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
②
宣
言
書
の
提
出

 
 

 
 

 
 
県

 

 
 
中
核
市
等
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
③
ポ
ス
タ
ー
の
送
付
・

 

①
 
事
業
の
周
知

 
 

 
 

 
 
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
所

 
 

 
 

 
県
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
の
公

表
 

  
 

〈
身
体
拘
束
ゼ
ロ
宣
言
書
イ
メ
ー
ジ
〉

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〈
ポ
ス
タ
ー
イ
メ
ー
ジ
〉
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C16999
テキスト注釈
https://www.pref.fukuoka.lg.jp/uploaded/life/517583_60173330_misc.pdf



個
人
情
報
保
護
に
関
す
る
事
項

 

  
○

 
個
人
情
報
の
保
護
に
関
す
る
法
律
（
平
成

1
5
年
法
律
第

5
7
号
）

 

 
○

 
医
療
・
介
護
関
係
事
業
者
に
お
け
る
個
人
情
報
の
適
切
な
取
扱
い
の
た
め
の
ガ
イ
ダ
ン
ス

 

(
H
2
9
.
4
.
1
4
厚
生
労
働
省
通
知
、

H
2
9
.
5
.
3
0
適
用

)
 

 

(
1
)
 
個
人
情
報

 

 
 

 
 
個
人
情
報
と
は
、
生
存
す
る
個
人
に
関
す
る
情
報
で
あ
っ
て
、
当
該
情
報
に
含
ま
れ
る
記
述
等
に
よ
り
特

定
の
個
人
を
識
別
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
を
い
う
。

 
 

介
護
関
係
事
業
者
に
お
け
る
個
人
情
報
の
例
と
し
て
は
、
ケ
ア
プ
ラ
ン
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
提
供
に
か
か
る

計
画
、
提
供
し
た
サ
ー
ビ
ス
内
容
等
の
記
録
、
事
故
の
状
況
等
の
記
録
等
が
あ
る
。

 
 

(
2
)
 
利
用
目
的
の
特
定

 

 
 

 
個
人
情
報
を
取
り
扱
う
に
当
た
っ
て
は
、
そ
の
利
用
の
目
的
（
利
用
目
的
）
を
で
き
る
限
り
特
定
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。
特
定
さ
れ
た
利
用
目
的
の
達
成
に
必
要
な
範
囲
を
超
え
て
、
個
人
情
報
を
取
り
扱
う
場
合

に
は
、
あ
ら
か
じ
め
本
人
の
同
意
を
得
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

 
 

 
介
護
関
係
事
業
者
が
利
用
者
か
ら
個
人
情
報
を
取
得
す
る
場
合
、
当
該
情
報
を
利
用
者
に
対
す
る
介
護
サ

ー
ビ
ス
の
提
供
や
介
護
保
険
事
務
等
で
利
用
す
る
こ
と
は
、
利
用
目
的
の
範
囲
内
な
の
は
明
ら
か
で
あ
る
。

 

①
 
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
者
へ
の
介
護
の
提
供
に
必
要
な
利
用
目
的

 

 
 

 
 
〔
介
護
関
係
事
業
者
の
内
部
で
の
利
用
に
係
る
事
例
〕

 

 
 

 
 

 
・
当
該
事
業
者
が
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
者
等
に
提
供
す
る
介
護
サ
ー
ビ
ス

 

 
 

 
 

 
・
介
護
保
険
事
務
等

 

 
 

 
 
〔
他
の
事
業
者
等
へ
の
情
報
提
供
を
伴
う
事
例
〕

 

・
当
該
利
用
者
に
居
宅
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
他
の
居
宅
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
や
居
宅
介
護
支
援
事
業
者

等
と
の
連
携
（
サ
ー
ビ
ス
担
当
者
会
議
等
）
、
照
会
へ
の
回
答
等

 

・
介
護
保
険
事
務
の
う
ち
、
保
険
事
務
の
委
託
、
審
査
支
払
機
関
へ
の
レ
セ
プ
ト
の
提
出
等

 

・
損
害
賠
償
保
険
な
ど
に
係
る
保
険
会
社
等
へ
の
相
談
又
は
届
出
等

 

②
 
①
以
外
の
利
用
目
的

 

 
 

 
〔
介
護
保
険
事
業
者
の
内
部
で
の
利
用
に
係
る
事
例
〕

 

 
 

 
 
 
・
介
護
サ
ー
ビ
ス
や
業
務
の
維
持
・
改
善
の
た
め
の
基
礎
資
料

 

 
 

 
 
 
・
介
護
保
険
施
設
等
に
お
い
て
行
わ
れ
る
学
生
の
実
習
へ
の
協
力

 
 

(
3
)
 
利
用
目
的
の
通
知
等

 

 
介
護
関
係
事
業
者
は
、
個
人
情
報
を
取
得
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
あ
ら
か
じ
め
そ
の
利
用
目
的
を
公
表
し

て
お
く
か
、
個
人
情
報
を
取
得
し
た
場
合
に
は
、
速
や
か
に
、
そ
の
利
用
目
的
を
、
本
人
に
通
知
し
、
又
は

公
表
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

利
用
目
的
の
公
表
方
法
と
し
て
は
、
事
業
所
内
等
に
掲
示
す
る
と
と
も
に
、
可
能
な
場
合
に
は
ホ
ー
ム
ペ

ー
ジ
へ
の
掲
載
等
の
方
法
に
よ
り
、
な
る
べ
く
広
く
公
表
す
る
必
要
が
あ
る
。

 

 
 

 
個
人
情
報
の
保
護
に
関
す
る
法
律
第

1
8
条
第

4
項
第

4
号
に
お
い
て
、「
利
用
目
的
が
明
ら
か
で
あ
る
と

認
め
ら
れ
る
場
合
」
に
は
公
表
し
な
く
て
よ
い
こ
と
と
な
っ
て
い
る
が
、
介
護
関
係
事
業
者
に
は
、
利
用
者

に
利
用
目
的
を
わ
か
り
や
す
く
示
す
観
点
か
ら
、
利
用
目
的
を
公
表
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。

 
 (
4
)
 
安
全
管
理
措
置
、
従
業
者
の
監
督
及
び
委
託
先
の
監
督

 

 
介
護
関
係
事
業
者
は
、
個
人
デ
ー
タ
（
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
等
を
構
成
す
る
個
人
情
報
）
の
安
全
管
理
の
た
め
、

事
業
者
の
規
模
、
従
業
者
の
様
態
等
を
勘
案
し
て
、
以
下
に
示
す
よ
う
な
取
組
を
参
考
に
必
要
な
措
置
を
行

う
も
の
と
す
る
。

 

①
 個人情報保護に関

す
る
規
程
の
整
備
、
公
表

 

②
 個人情報保護推進

の
た
め
の
組
織
体
制
等
の
整
備

 

③
 個人データの漏え

い
等
の
問
題
が
発
生
し
た
場
合
等
に
お
け
る
報
告
連
絡
体
制
の
整
備

 

④
 雇用契約時におけ

る
個
人
情
報
保
護
に
関
す
る
規
程
の
整
備

 

⑤
 従業者に対する教

育
研
修
の
実
施

 

⑥
 物理的安全管理措

置
（
入
退
室
管
理
の
実
施
、
機
器
・
装
置
等
の
固
定
等
）

 

⑦
 技術的安全管理措

置
（
個
人
デ
ー
タ
に
対
す
る
ア
ク
セ
ス
管
理

 
等
）

 

⑧
 個人データの保存

 

⑨
 不要となった個人

デ
ー
タ
の
廃
棄
、
消
去

 

⑩
 委託先の監督（契

約
に
お
い
て
個
人
情
報
の
適
切
な
取
扱
い
に
関
す
る
内
容
を
盛
り
込
む
等
）

 
  

(
5
)
 
個
人
デ
ー
タ
の
第
三
者
提
供

 

 
 

 
 
介
護
関
係
事
業
者
は
、
あ
ら
か
じ
め
本
人
の
同
意
を
得
な
い
で
、
個
人
デ
ー
タ
を
第
三
者
に
提
供
し
て
は

な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
以
下
に
掲
げ
る
場
合
に
つ
い
て
は
本
人
の
同
意
を
得
る
必
要
は
な
い
。

 

①
 法令に基づく場合

 

例
 
・
サ
ー
ビ
ス
提
供
困
難
時
の
事
業
者
間
の
連
絡
・
紹
介

 

・
居
宅
介
護
支
援
事
業
者
等
と
の
連
携

 

・
利
用
者
が
不
正
な
行
為
等
に
よ
っ
て
保
険
給
付
を
受
け
て
い
る
場
合
等
の
市
町
村
へ
の
通
知

 

・
利
用
者
の
病
状
の
急
変
が
生
じ
た
場
合
の
主
治
医
へ
の
連
絡
等

 

・
市
町
村
に
よ
る
文
書
提
出
等
の
要
求
へ
の
対
応

 

・
厚
生
労
働
大
臣
又
は
県
知
事
に
よ
る
報
告
命
令
、
帳
簿
書
類
等
の
提
示
命
令
等
へ
の
対
応

 

・
県
知
事
に
よ
る
立
入
検
査
等
へ
の
対
応

 

・
市
町
村
が
行
う
利
用
者
か
ら
の
苦
情
に
関
す
る
調
査
へ
の
協
力
等

 

・
事
故
発
生
時
の
市
町
村
へ
の
連
絡

 

②
 人の生命、身体又

は
財
産
の
保
護
の
た
め
に
必
要
が
あ
る
場
合
で
あ
っ
て
、
本
人
の
同
意
を
得
る
こ

と
が
困
難
で
あ
る
と
き
。

 

③
 公衆衛生の向上又

は
児
童
の
健
全
な
育
成
の
推
進
の
た
め
に
特
に
必
要
が
あ
る
場
合
で
あ
っ
て
、
本

人
の
同
意
を
得
る
こ
と
が
困
難
で
あ
る
と
き
。

 

④
 国の機関若しくは

地
方
公
共
団
体
又
は
そ
の
委
託
を
受
け
た
者
が
法
令
の
定
め
る
事
務
を
遂
行
す

る
こ
と
に
対
し
て
協
力
す
る
必
要
が
あ
る
場
合
で
あ
っ
て
、
本
人
の
同
意
を
得
る
こ
と
に
よ
り
当
該
事

務
の
遂
行
に
支
障
を
及
ぼ
す
お
そ
れ
が
あ
る
と
き
。

 
 

(
6
)
 
そ
の
他
の
事
項

 

 
・
保
有
個
人
デ
ー
タ
に
関
す
る
事
項
の
公
表
等

 

 
・
本
人
か
ら
の
求
め
に
よ
る
保
有
個
人
デ
ー
タ
の
開
示
、
訂
正
、
利
用
停
止
等

 

 
 
（
保
有
個
人
デ
ー
タ
の
開
示
等
の
求
め
に
つ
い
て
、
利
用
者
等
の
自
由
な
求
め
を
阻
害
し
な
い
た
め
、
医

療
・
介
護
関
係
事
業
者
に
お
い
て
、
開
示
等
の
求
め
に
係
る
書
面
に
理
由
欄
を
設
け
る
こ
と
な
ど
に
よ
り

開
示
等
を
求
め
る
理
由
の
記
載
を
要
求
す
る
こ
と
及
び
開
示
等
を
求
め
る
理
由
を
尋
ね
る
こ
と
は
不
適
切

で
あ
る
。
）

 

 
・
苦
情
の
処
理

 
 〇
厚
生
労
働
省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
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〇
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
に
関
す
る
こ
と

 
 

h
tt

p
s
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/
w

w
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p
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利
用
者
負
担
を
軽
く
す
る
制
度

 
  

高
額
医
療
合
算
介
護
（
予
防
）
サ
ー
ビ
ス
費

 

医
療
保
険
と
介
護
保
険
の
両
方
を
利
用
し
て
年
間
（

8
月
か
ら
翌
年

7
月
）
の
自
己
負
担
額
の
合
計
が
所
得
区
分
に
応

じ
た
限
度
額
を
超
え
た
場
合
、
申
請
に
よ
り
超
え
た
額
が
払
い
戻
さ
れ
ま
す
。

 

【
自
己
負
担
限
度
額

(世
帯
の
年
間
限
度
額

)】
 
※
同
一
世
帯
で
も
別
の
医
療
保
険
の
加
入
者
は
合
算
さ
れ
ま
せ
ん
。

 

所
得
区
分

 

対
象
年
度
の
末
日

(7
/
3
1
)時
点
で
加
入
し
て
い
る

 

医
療
保
険
の
基
準
に
よ
り
ま
す

 

後
期
高
齢
者

 

医
療
制
度

 

＋
 

介
護
保
険

 

国
民
健
康
保
険

 

＋
 

介
護
保
険

 

後
期
高
齢
者
医
療
加
入
者

 

お
よ
び

7
0
～

7
4
歳

 
7
0
歳
未
満

 
7
0
歳
～

 

7
4
歳

 

7
0
歳

 

未
満

 

①
低
所
得
者

 
Ⅰ

 

世
帯
全
員
の
所
得
が

0
円
の
世
帯
に
属
す
る

人
（
公
的
年
金
等
控
除
額
は

8
0
万
円
と
し
て

計
算
し
ま
す
）
 

1
9
万
円

 
1
9
万
円

 
3
4
万
円

 

Ⅱ
 
市
民
税
世
帯
非
課
税
で
Ⅰ
以
外
の
人
等

 
3
1
万
円

 
3
1
万
円

 

②
一
般
（
①
③
以
外
の
人
）
 
旧
た
だ
し
書
所
得
（
※
）
2
1
0
万
円
以
下

 
5
6
万
円

 
5
6
万
円

 
6
0
万
円

 

③
現
役
並
み
所
得
者

 

旧
た
だ
し
書
所
得
（
※
）
 

2
1
0
万
円
超

6
0
0
万
円
以
下

 
6
7
万
円

 
6
7
万
円

 
6
7
万
円

 

旧
た
だ
し
書
所
得
（
※
）
 

6
0
0
万
円
超

9
0
1
万
円
以
下

 
1
4
1
万
円

 
1
4
1
万
円

 
1
4
1
万
円

 

旧
た
だ
し
書
所
得
（
※
）
 

9
0
1
万
円
超

 
2
1
2
万
円

 
2
1
2
万
円

 
2
1
2
万
円

 

※
総
合
事
業
に
よ
る
サ
ー
ビ
ス
（
指
定
事
業
者
に
よ
る
サ
ー
ビ
ス
の
み
）
に
つ
い
て
も
、
高
額
医
療
合
算
介
護
（
予
防
）

サ
ー
ビ
ス
費
に
相
当
す
る
事
業
が
あ
り
ま
す
。

 

※
旧
た
だ
し
書
所
得
と
は
、
総
所
得
金
額
等
か
ら
住
民
税
の
基
礎
控
除
を
差
し
引
い
た
額
。
 

  

社
会
福
祉
法
人
等
に
よ
る
利
用
者
負
担
の
軽
減
 

介
護
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
を
行
う
社
会
福
祉
法
人
ま
た
は
市
町
村
が
経
営
す
る
社
会
福
祉
事
業
体
（
当
該
事
業
を
行
う

申
し
出
を
行
っ
た
も
の
に
限
る
。
）
が
、
低
所
得
者
で
特
に
生
計
が
困
難
な
人
に
対
し
て
、
利
用
者
負
担
の
軽
減
を
行
い

ま
す
。

 

対
象
と
な
る
施
設
と
サ
ー
ビ
ス

 

○
対
象
施
設
：
社
会
福
祉
法
人
等
の
う
ち
、
軽
減
を
行
う
旨
を
事
業
所
・
施
設
所
在
地
の
県
・
市
町
村
に
申
し
出
た
法
人

 

○
対
象
と
な
る
サ
ー
ビ
ス
：
そ
の
法
人
等
が
行
う
以
下
の
介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
〔
食
費
、
居
住
費
（
滞
在
費
）
、
宿
泊
費

も
含
む
〕

 

・
訪
問
介
護

 
 
・
通
所
介
護

 
 
・

(
介
護
予
防

)
短
期
入
所
生
活
介
護

 
 
・
地
域
密
着
型
通
所
介
護

 

・
定
期
巡
回
・
随
時
対
応
型
訪
問
介
護
看
護

 
 

 
 
 

 
・
夜
間
対
応
型
訪
問
介
護

 

・
(
介
護
予
防

)
認
知
症
対
応
型
通
所
介
護

 
 
 

 
 
 

 
・
(
介
護
予
防

)
小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護

 

・
地
域
密
着
型
介
護
老
人
福
祉
施
設
入
所
者
生
活
介
護

 
 
・
看
護
小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護

 

・
介
護
老
人
福
祉
施
設

 

・
総
合
事
業
の
う
ち
、
予
防
給
付
型
の
訪
問
・
通
所
型
サ
ー
ビ
ス
（
自
己
負
担
割
合
が
保
険
給
付
と
同
様
の
も
の
に

限
る
。
）
 

 

軽
減
の
対
象
者
お
よ
び
軽
減
内
容

 
 

対
 
象
 
者
 

利
用
者
負
担
軽
減
割
合

 

老
齢
福
祉
年
金
受
給
者
で
一
定
の
要
件
を
満
た
す
人

 
5
0
％
 

収
入
が
年

1
5
0
万
円
以
下
の
人
で
一
定
の
要
件
を
満
た
す
人

 
2
5
％
 

※
生
活
保
護
受
給
者
は
、
個
室
の
居
住
費

(
滞
在
費

)
の
み
対
象
で
、
全
額
軽
減
さ
れ
ま
す
。

 

 

○
高
額
介
護
サ
ー
ビ
ス
等
に
関
す
る
制
度
周
知
に
つ
い
て
 

（
平
成

2
8
年
３
月

2
8
日
 
V
o
l
.
5
3
1
）
 

h
tt

p
s:

//
w

w
w

.p
re

f.
fu

k
u

o
k

a
.l
g
.j
p

/u
p

lo
a
d

e
d

/l
if

e
/5

2
0
3
9
8
_
6
0
2
0
5
4
9
4
_
m

is
c.

p
d

f 

 

（
上
記
通
知
の
一
部
改
正
）

 

○
高
額
介
護
（
予
防
）
サ
ー
ビ
ス
費
の
見
直
し
お
け
る
運
用
に
つ
い
て

 

（
平
成

3
0
年
８
月
３
日
 
V
o
l
.
6
7
4
）
 

h
tt

p
s:

//
w

w
w

.p
re

f.
fu

k
u

o
k

a
.l
g
.j
p

/u
p

lo
a
d

e
d

/l
if

e
/5

2
4
4
1
4
_
6
0
2
4
5
4
9
0
_
m

is
c.

p
d

f 

 

○
高
額
医
療
・
高
額
介
護
合
算
療
養
費
制
度
の
見
直
し
（
平
成

3
0
年
８
月
か
ら
）
 

h
tt

p
s:

//
w

w
w

.m
h

lw
.g

o
.j
p

/s
e
is

a
k

u
n

it
su

it
e
/b

u
n

y
a
/k

e
n

k
o
u

_
ir

y
o
u

/i
ry

o
u

h
o
k

e
n

/d
l/
ry

o
u

y
o
u

-0
1
.p

d
f 

  ○
地
域
の
実
情
に
合
っ
た
総
合
的
な
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
に
向
け
た
ガ

イ
ド
ラ
イ
ン
 

～
平
成
２
８
年
３
月
 
厚
生
労
働
省
～
 

※
 
本
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
は
、
福
祉
サ
ー
ビ
ス
を
総
合
的
に
提
供
す
る
上
で
、
現
行
制
度
の
規
制
等
に
つ
い
て
、
運
用
上
対
応

可
能
な
事
項
を
整
理
し
た
も
の
。
 

 

h
tt

p
:/
/w

w
w

.m
h

lw
.g

o
.j
p

/f
il

e/
0
5
-S

h
in

g
ik

a
i-

1
2
2
0
1
0
0
0
-S

h
a
k

a
ie

n
g
o
k

y
o
k

u
sh

o
u

g
a
ih

o
k

e
n

fu
k

u
sh

ib
u

-

K
ik

a
k

u
k

a
/0

0
0
0
1
1
9
2
8
3
.p

d
f 

  ○
人
材
確
保
等
支
援
助
成
金
（
雇
用
管
理
制
度
助
成
コ
ー
ス
、
介
護
福
祉
機

器
助
成
コ
ー
ス
、
介
護
・
保
育
労
働
者
雇
用
管
理
制
度
助
成
コ
ー
ス
）
 

 

～
平
成
３
０
年
４
月
 
厚
生
労
働
省
～
 

～
「
職
場
定
着
支
援
助
成
金
」
、「
人
事
評
価
改
善
等
助
成
金
」
、
及
び
「
建
設
労
働
者
確
保
育
成
助
成
金
」
の
一
部
コ
ー
ス

に
つ
い
て
は
、
平
成

3
0
年
度
か
ら
「
人
材
確
保
等
支
援
助
成
金
」
へ
統
合
さ
れ
ま
し
た
～
 

 （
雇
用
管
理
制
度
助
成
コ
ー
ス
）

 

h
tt

p
s:

//
w

w
w

.m
h

lw
.g

o
.j
p

/s
tf

/s
e
is

a
k

u
n

it
su

it
e
/b

u
n

y
a
/0

0
0
0
1
9
9
2
9
2
_
0
0
0
0
5
.h

tm
l 

（
介
護
福
祉
機
器
助
成
コ
ー
ス
）

 

h
tt

p
s:

//
w

w
w

.m
h

lw
.g

o
.j
p

/s
tf

/s
e
is

a
k

u
n

it
su

it
e
/b

u
n

y
a
/0

0
0
0
1
9
9
2
9
2
_
0
0
0
0
6
.h

tm
l 

（
介
護
・
保
育
労
働
者
雇
用
管
理
制
度
助
成
コ
ー
ス
）

 

h
tt

p
s:

//
w

w
w

.m
h

lw
.g

o
.j
p

/s
tf

/s
e
is

a
k

u
n

it
su

it
e
/b

u
n

y
a
/0

0
0
0
1
9
9
2
9
2
_
0
0
0
0
7
.h

tm
l 
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福
岡
県
が
行
う
介
護
人
材
確
保
・
定
着
に
係
る
主
な
取
組
み
に
つ
い
て
 

  （
１
）
福
岡
県
介
護
情
報
ひ
ろ
ば

 

 
 
 
介
護
人
材
の
確
保
・
定
着
を
促
進
す
る
た
め
、
本
県
の
介
護
の
仕
事
等
に
関
す
る
情
報
を
発

信
す
る
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
開
設
し
て
い
ま
す
。

 

 
 
 
→

 
h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
f
u
k
u
o
k
a
-
c
a
r
e
s
q
u
a
r
e
.
j
p
/
 

 
【
主
な
内
容
】

 

 
 
○
介
護
の
仕
事
に
就
き
た
い
方
向
け
の
ペ
ー
ジ

 

 
 
 
介
護
の
仕
事
に
関
す
る
資
格
な
ど
の
情
報
を
掲
載

 

 
 
○
介
護
の
仕
事
を
し
て
い
る
方
向
け
の
ペ
ー
ジ

 

 
 
 
資
質
向
上
の
た
め
の
研
修
の
受
講
案
内
な
ど
を
掲
載

 

 
 
○
介
護
事
業
者
の
方
向
け
の
ペ
ー
ジ

 

 
 
 
雇
用
管
理
、
処
遇
改
善
に
関
す
る
情
報
を
掲
載

 

 
 
○
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
ペ
ー
ジ

 

 
 
 
・
私
の
介
護
の
仕
事
…
介
護
施
設
等
で
働
く
様
々
な
職
種
の
方
や
、
介
護
職
を
目
指
し
て
学

ん
で
い
る
学
生
の
方
を
紹
介

 

・
施
設
紹
介
…
他
施
設
の
参
考
と
な
る
よ
う
な
取
組
を
行
っ
て
い
る
施
設
等
を
紹
介

 

・
Ｅ
Ｐ
Ａ
受
入
れ
事
例
紹
介
…
Ｅ
Ｐ
Ａ
（
経
済
連
携
協
定
）
に
基
づ
く
介
護
福
祉
士
候
補
者

を
受
け
入
れ
て
い
る
施
設
を
紹
介

 

  （
２
）
介
護
職
員
技
術
向
上
研
修
事
業

 

介
護
職
員
と
し
て
の
資
質
向
上
を
図
る
た
め
、
介
護
の
キ
ャ
リ
ア
段
階
に
応
じ
た
研
修

 
を

開
催
し
ま
す
。
経
験
年
数
が
少
な
い
職
員
は
離
職
率
が
高
い
傾
向
に
あ
る
こ
と
か
ら
、
現
場
で

対
応
で
き
る
知
識
・
技
術
を
身
に
つ
け
て
も
ら
い
、
早
期
離
職
を
防
止
す
る
ね
ら
い
も
あ
り
ま

す
。

 

 

コ
ー
ス
 

対
 

 
象
 

定
 
員
 

内
 

 
容
 

技
術
向
上
研
修
Ⅰ
 
実
務
経
験
１
年
未
満

の
方
 

各
会
場

2
5
人
 
介
護
の
基
本
と
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
技
法
、
人
の
尊
厳

と
権
利
擁
護
、
身
体
の
基
本
構
造

 
等
 

技
術
向
上
研
修
Ⅱ
 
実
務
経
験
２
～
３
年

程
度
の
方

 
各
会
場

2
5
人
 

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
技
法
、
人
の
尊
厳
と
権
利
擁
護
、

身
体
の
基
本
構
造
・
ボ
デ
ィ
メ
カ
ニ
ク
ス
（
力
学
的
原
理

を
活
用
し
た
介
護
の
方
法

 
等
）
 

技
術
向
上
研
修
Ⅲ
 
実
務
経
験
４
～
８
年

程
度
の
方

 
各
会
場

5
0
人
 
介
護
と
医
療
の
連
携
と
理
解
、
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

 

等
 

  
【
令
和
元
年
度
実
施
状
況
】

 

開
催
時
期
：
令
和
元
年
８
月
～
令
和
２
年
２
月

 

開
催
場
所
：
（
Ⅰ
）
2
8
会
場
、
（
Ⅱ
）

3
2
会
場
、
（
Ⅲ
）

2
4
会
場
 

 
 

 
 （
３
）
小
規
模
事
業
所
連
携
体
制
構
築
支
援
事
業
『
介
護
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
・
ゼ
ミ
ナ
ー
ル
』

 

 
 

 
小
規
模
事
業
所
ほ
ど
、
離
職
率
が
高
い
傾
向
に
あ
り
ま
す
が
、
少
人
数
で
同
じ
事
業
所
内
に

気
軽
に
相
談
で
き
る
先
輩
職
員
や
同
年
代
の
職
員
が
い
な
か
っ
た
り
す
る
こ
と
が
理
由
と
考

え
ら
れ
ま
す
。

 

そ
こ
で
、
近
隣
の
小
規
模
事
業
所
同
士
で
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
形
成
し
、
協
力
体
制
を
構
築
す

る
た
め
、
複
数
の
小
規
模
事
業
所
で
ユ
ニ
ッ
ト
（
１
ユ
ニ
ッ
ト
は

1
5
事
業
所
程
度
）
を
構
成
し
、

以
下
の
事
業
を
実
施
し
ま
す
。

 

       

    
【
令
和
元
度
実
施
状
況
】

 

 
 
開
催
時
期
：
令
和
元
年
８
月
～
令
和
２
年
３
月

 

 
 
開
催
場
所
：

2
0
会
場

 

  （
４
）
介
護
職
員
等
技
能
向
上
支
援
事
業

 

介
護
職
員
等
の
研
修
機
会
の
確
保
及
び
資
格
取
得
を
促
進
す
る
た
め
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業

所
等
の
介
護
職
員
等
が
研
修
を
受
講
す
る
際
に
代
替
職
員
を
派
遣
し
ま
す
。

 

         
 研
修
初
日
に
各
ユ
ニ
ッ
ト
で
１
０
の
テ
ー
マ
の
中
か
ら
４
つ
を
選

び
、
参
加
者
全
員
で
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
を
行
う
。
「
学
び
→
語
り

→
気
づ
き
→
成
長
す
る
」
の
サ
イ
ク
ル
を
循
環
・
完
結
さ
せ
、
進
捗

確
認
や
ア
ド
バ
イ
ス
を
す
る
こ
と
で
、
参
加
者
の
成
長
と
事
業
所
等

の
課
題
解
決
を
図
る
。
 

・
代
替
職
員
派
遣
申
請

・
研
修
計
画
の
提
出

  所属職員を 外部研修等へ 計画定期に派遣
委
託

 
・
代
替
職
員
の
派
遣
（
６
か
月
）

受
講
証
明
書
等
の

発
行

・
実
績
報
告

           県       人材派遣会社       ・介護職員の確
保

・
対
象
施
設
の
募
集

 
    

     特別養護老人ホーム    介護老人保健施設   介護サービス事業所      （対象となる研
修
）
 

  介護職員初任
者
研
修

 
  介護職員実務

者
 

養
成
研
修

   等 

学
び
 
 
 
 
語
り
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

成
長
 
 
 
気
づ
き
 

事
業
所
等
の
課
題
解
決
、
 

参
加
者
の
成
長
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 （
５
）
介
護
職
員
管
理
能
力
向
上
事
業
『
明
る
い
介
護
職
場
づ
く
り
塾
』
 

介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
の
管
理
者
や
法
人
等
の
役
員
を
対
象
と
し
て
、
定
着
率
に
係
る
数
値

目
標
を
設
定
さ
せ
た
上
で
、
業
務
改
善
、
人
材
育
成
等
に
関
す
る
研
修
会
を
実
施
し
ま
す
。

 

さ
ら
に
、
そ
の
目
標
達
成
の
た
め
に
職
場
課
題
解
決
の
支
援
を
行
う
ほ
か
、
離
職
率
が
高
い

小
規
模
事
業
所
を
中
心
に
、
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
派
遣
を
行
い
、
職
場
の
実
情
に
応
じ
た
具
体
的

な
指
導
や
助
言
を
行
い
ま
す
。

 

 
 

          

【
令
和
元
年
度
実
施
状
況
】

 

開
催
時
期
：
令
和
元
年
８
月
～
令
和
２
年
３
月

 

開
催
場
所
：

2
4
会
場

 

 
研
修
内
容
 

 
研
修
内
容

 

１
日
目
 
働
き
方
改
革
／
仕
事
の
進
め
方

 
４
日
目

 
ワ
ー
ク
・
エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ
ン
ト
／
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン

 

２
日
目
 
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト

 
５
日
目

 
仕
事
と
人
の
改
革
／
サ
ー
バ
ン
ト
・
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ

 

３
日
目
 
ア
ン
ガ
ー
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

 
６
日
目

 
人
材
育
成
（

1
o
n
1
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
取
り
方
）
 

 （
６
）
介
護
職
員
処
遇
改
善
加
算
取
得
促
進
支
援
事
業
（
新
規
）

 

 
介
護
職
員
処
遇
改
善
加
算
を
取
得
し
て
い
な
い
事
業
所
を
対
象
と
し
て
、
制
度
の
趣
旨
等
を

正
し
く
理
解
す
る
た
め
の
勉
強
会
を
開
催
す
る
と
と
も
に
、
加
算
（
Ⅳ
）
及
び
（
Ⅴ
）
、
加
算
取

得
な
し
の
事
業
所
に
限
定
し
て
、
処
遇
改
善
加
算
の
取
得
に
必
要
な
手
続
き
の
段
階
に
応
じ
、

社
会
保
険
労
務
士
等
の
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
を
派
遣
し
ま
す
。

 

 
【
実
施
内
容
（
予
定
）
】

 

 
 
○
勉
強
会

 

・
今
さ
ら
聞
け
な
い
介
護
職
員
処
遇
改
善
加
算

 

・
処
遇
改
善
加
算
、
取
得
し
な
い
と
ど
う
な
る
？

 
 
等
 

 
 
○
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
派
遣

 
 
 
 

 
支
援
内
容

 

１
年
目
 
職
位
・
職
責
・
職
務
内
容
に
応
じ
た
任
用
要
件
や
賃
金
体
系
の
整
備
、
処
遇
改
善
加
算
届
出
の
作
成

 

２
年
目
 
賃
金
改
善
の
実
施
、
実
績
報
告
を
念
頭
に
置
い
た
賃
金
台
帳
の
整
備

 

３
年
目
 
実
績
報
告
の
作
成

 

 
 （
７
）
介
護
ロ
ボ
ッ
ト
導
入
支
援
事
業

 

移
乗
介
護
、
移
動
支
援
、
排
泄
支
援
、
見
守
り
・
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
、
入
浴
支
援
、
介

護
業
務
支
援
の
６
分
野
に
お
い
て
、
介
護
業
務
の
負
担
軽
減
や
効
率
化
の
た
め
に
利
用
す
る
介

護
ロ
ボ
ッ
ト
を
導
入
す
る
介
護
施
設
等
に
対
し
て
助
成
を
行
い
ま
す
。

 

 
【
内
容
】
 

 
 
○
補
助
率

 

１
／
２

 

 
 
○
補
助
上
限
額

 

 
 

 
１
機
器
に
つ
き

3
0
万
円

 

         （
８
）
Ｉ
Ｃ
Ｔ
導
入
支
援
事
業
（
新
規
）

 

 
 

 
介
護
記
録
・
情
報
共
有
・
報
酬
請
求
等
の
業
務
効
率
化
を
通
じ
て
職
員
の
負
担
軽
減
を
図
る

た
め
、
介
護
記
録
か
ら
請
求
業
務
ま
で
が
一
気
通
貫
で
行
う
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
介
護
ソ
フ

ト
及
び
タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末
等
に
係
る
導
入
費
用
の
一
部
を
助
成
し
ま
す
。

 

 
【
内
容
】
 

 
 
○
補
助
率

 

３
／
４

 

 
 
○
補
助
上
限
額

 

事
業
所
規
模
 

（
従
業
員
数
）
 

補
助
上
限
額
 

～
1
0
人
 

5
0
万
円
 

1
1
人
～

2
0
人
 

8
0
万
円
 

2
1
人
～

3
0
人
 

1
0
0
万
円
 

3
1
人
～

 
1
3
0
万
円
 

   
 

移
乗
介
助

（
装
着
型
）
 移乗介助 （非装着型） 移動 支援 排泄 支援 見守り・ｺﾐｭﾆ ｹｰｼｮﾝ 入浴 支援 
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 （
９
）
ノ
ー
リ
フ
テ
ィ
ン
グ
ケ
ア
普
及
促
進
事
業
（
新
規
）

 

 
 
 
「
ノ
ー
リ
フ
テ
ィ
ン
グ
ケ
ア
」
と
は
、
持
ち
上
げ
・
抱
え
上
げ
・
引
き
ず
り
な
ど
の
ケ
ア
を

廃
止
し
て
、
リ
フ
ト
等
の
福
祉
用
具
を
積
極
的
に
使
用
す
る
と
と
も
に
、
継
続
的
な
中
腰
姿
勢

で
行
わ
れ
る
作
業
な
ど
職
員
の
身
体
に
負
担
の
か
か
る
作
業
や
職
場
環
境
を
見
直
し
、
職
員
の

誰
も
が
安
心
し
て
働
け
る
職
場
づ
く
り
を
図
る
も
の
で
す
。

 

 
【
実
施
内
容
（
予
定
）
】

 

 
 
○
管
理
者
向
け
研
修
会

 

 
 
 
ノ
ー
リ
フ
テ
ィ
ン
グ
ケ
ア
の
正
し
い
知
識
、
管
理
者
と
し
て
取
り
組
む
べ
き
職
場
環
境
改
善

等
に
つ
い
て
研
修
を
行
う
も
の
。

 

 
 
○
モ
デ
ル
施
設
を
対
象
と
し
た
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
研
修

 

 
 
 
モ
デ
ル
施
設
が
研
修
を
受
け
な
が
ら
業
務
リ
ス
ク
調
査
の
実
施
、
福
祉
用
具
購
入
等
の
作
業

環
境
整
備
、
職
員
の
教
育
体
制
整
備
等
に
取
り
組
む
も
の
。
 

 
 
○
モ
デ
ル
施
設
に
よ
る
取
組
結
果
報
告
会

 

 
 
 
腰
痛
発
生
件
数
の
減
少
等
、
取
組
結
果
を
発
信
す
る
。

 
  （
1
0
）
外
国
人
介
護
人
材
集
合
研
修
事
業

 

 
 

 
介
護
職
種
の
技
能
実
習
生
及
び
介
護
分
野
に
お
け
る
第
１
号
特
定
技
能
外
国
人
が
円
滑
に

就
労
・
定
着
で
き
る
よ
う
に
す
る
た
め
、
介
護
の
日
本
語
や
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
技
術
等
に

関
す
る
集
合
研
修
を
実
施
し
ま
す
。

 

【
令
和
元
年
度
実
施
状
況
】

 

開
催
時
期
：
令
和
元
年

1
2
月
～
令
和
２
年
３
月

 

開
催
場
所
：
４
会
場
 

  

（
1
1
）
外
国
人
留
学
生
奨
学
金
等
支
援
事
業

 

 
 
 
介
護
施
設
等
が
、
介
護
福
祉
士
資
格
の
取
得
を
目
指
す
留
学
生
の
修
学
期
間
中
の
支
援
を
図

る
た
め
、
当
該
留
学
生
に
対
し
奨
学
金
等
を
支
給
（
給
付
又
は
貸
与
）
し
た
場
合
に
、
そ
の
一

部
を
助
成
し
ま
す
。
 

 
【
内
容
】

 

補
助
対
象
期
間
 

対
象
経
費
 

基
準
額
 

補
助
率

 

日
本
語
学
校
修
学
中
 

１
年
以
内

 

学
費

 
年
額

6
0
0
千
円
以
内
 

基
準
額
の

 

１
／
３

 
居
住
費
な
ど
の
生
活
費

 
年
額

3
6
0
千
円
以
内
 

介
護
福
祉
士
養
成
施
設
 

正
規
の
修
学
期
間
 

学
費

 
年
額

6
0
0
千
円
以
内
 

基
準
額
の

 

１
／
３

 

入
学
準
備
金

 
2
0
0
千
円
以
内
（

1
回
限
り
）
 

就
職
準
備
金

 
2
0
0
千
円
以
内
（

1
回
限
り
）
 

国
家
試
験
受
験
対
策
費
用

 
一
年
度

4
0
千
円
以
内
 

居
住
費
な
ど
の
生
活
費

 
年
額

3
6
0
千
円
以
内
 

 

 
 （
1
2
）
外
国
人
介
護
人
材
受
入
れ
施
設
環
境
整
備
事
業

(
新
規

)
 

 
 

 
外
国
人
介
護
人
材
の
受
入
れ
施
設
又
は
受
入
れ
予
定
の
施
設
等
が
行
う
取
組
に
係
る
経
費

の
一
部
を
助
成
し
ま
す
。

 

 
【
内
容
（
予
定
）
】

 

 
 
○
日
本
人
職
員
、
外
国
人
介
護
職
員
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
者
等
の
相
互
間
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ

ー
シ
ョ
ン
支
援
に
資
す
る
取
組

 

 
 
○
外
国
人
介
護
人
材
の
支
援
体
制
の
強
化
に
資
す
る
取
組

 

 
 
○
介
護
福
祉
士
養
成
施
設
に
お
け
る
留
学
生
へ
の
教
育
の
質
の
向
上
に
資
す
る
取
組

 

  （
1
3
）
介
護
福
祉
士
資
格
の
取
得
を
目
指
す
外
国
人
留
学
生
マ
ッ
チ
ン
グ
支
援
体
制
構
築
事
業
（
新
規
）
 

 
 
県
が
実
施
主
体
と
な
り
マ
ッ
チ
ン
グ
支
援
団
体
に
委
託
し
て
以
下
の
取
組
み
を
実
施
し
、
県

内
養
成
施
設
に
留
学
さ
せ
、
県
内
介
護
施
設
等
に
就
職
す
る
ま
で
の
マ
ッ
チ
ン
グ
を
一
元
的
に

行
い
ま
す
。

 
【
マ
ッ
チ
ン
グ
支
援
団
体
の
役
割
】

 
 
①
県
内
養
成
施
設
・
介
護
施
設
等
の
ニ
ー
ズ
把
握

 
①

’
送
り
出
し
国
の
留
学
生
候
補
者
に
対
す
る
県
内
養
成
施
設
・
介
護
施
設
等
の
情
報
提
供

 
②
現
地
教
育
機
関
等
か
ら
の
留
学
生
候
補
者
に
関
す
る
情
報
収
集

 
②

’
県
内
養
成
施
設
・
介
護
施
設
等
に
対
す
る
留
学
生
候
補
者
の
情
報
提
供

 
③
現
地
合
同
説
明
会
の
開
催
、
留
学
生
と
県
内
養
成
施
設
・
介
護
施
設
等
と
の
マ
ッ
チ
ン
グ

           
 県
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
、
各
事
業
の
詳
細
や
Ｑ
＆
Ａ
を
掲
載
し
て
い
ま
す
。

 
■
介
護
人
材
確
保
・
定
着
促
進
に
係
る
取
組

 
 
ト
ッ
プ
ペ
ー
ジ
＞
健
康
・
福
祉
・
子
育
て
＞
介
護
・
高
齢
者
福
祉
＞
介
護
職
員
・
介
護
支
援
専

門
員
＞
「
介
護
人
材
確
保
・
定
着
に
係
る
取
組
」

 
■
外
国
人
介
護
人
材

 
 
ト
ッ
プ
ペ
ー
ジ
＞
健
康
・
福
祉
・
子
育
て
＞
介
護
・
高
齢
者
福
祉
＞
介
護
職
員
・
介
護
支
援
専

門
員
＞
「
外
国
人
介
護
人
材
」
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. 

運営推進会議の手引き 
 

久留米市 健康福祉部 介護保険課 

 

 目 次  
１. 運営推進会議とは                １頁 

２. 運営推進会議の基準               １頁 

３. 対象サービスと開催回数             １頁 

４. 運営推進会議の役割               ２頁 

５. 運営推進会議の流れ 

（１） 構成員の選定                ３頁 

（２） 会議の日程調整               ３頁 

（３） 議題の設定                 ４頁 

（４） 会議の開催                 ５頁 

（５） 議事録の作成・保存・提出及び公表      12 頁 

６. 合同開催についての留意点            13 頁 

７. 久留米市からのお願い              14 頁 

８. おわりに                    15 頁 

《参考資料》運営推進会議での事例集、参考様式     

 

R１改訂版 
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１．運営推進会議とは 

  「運営推進会議」とは、 

「久留米市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営等の基準に関する条例」 

  及び 

「久留米市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サー

ビスに係る介護予防のための効果的な支援の方法等の基準に関する条例」 

の規定に基づき、地域密着型サービス事業者が自ら設置するもので、利用者の家族や地

域住民の代表者等に、提供しているサービス内容を明らかにすることでサービスの質を

確保し、地域との連携を図ることを目的としています。 

 

 

 

 

 

２． 運営推進会議の基準 

  運営推進会議には、活動状況の報告またはサービスごとに示された開催回数を除き、具

体的な議題内容を示す規定等はありません。 

  したがって、運営推進会議を事業所運営のためにどう役立て、地域関係者と一緒にどの

ようにこの仕組みを活用していくのかを考えることが大切です。事業所が運営推進会議で

明確な目標を設定したり、地域との連携・ネットワーク構築を意識して会議への参加を依

頼したりするなど、積極的な姿勢で取り組む必要があります。 

３． 対象サービスと開催回数 

  開催回数の基準はサービスごとに異なりますが、運営推進会議の設置及び開催は義務付

けられており、実施されていない場合は指導の対象（指定基準違反）になりますのでご注

意ください。 

サービス種別 開催回数 

 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

 （介護予防）認知症対応型共同生活介護 

 （介護予防）小規模多機能型居宅介護 

 看護小規模多機能型居宅介護 

おおむね２月に１回以上 

 地域に開かれたサービスとして、地域密着型サービス事業者が質の確保・向

上を図っていくための有効な手段のひとつです。 

 単に報告や情報交換に留まらず、利用者や市町村職員、地域の代表者等とい

った会議メンバーから率直な意見をもらい、サービスの向上を図るというも

の。事業所と地域との相互理解の場にもなるため、継続が重要です。 

POINT 
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 地域密着型通所介護 

 （介護予防）認知症対応型通所介護 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護（※） 

おおむね６月に１回以上 

※運営推進会議に代わって、「介護・医療連携推進会議」の開催となります。 

※地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護及び認知症対応型共同生活介護においては、「身体

的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会」を、３月に１回以上開催することとしています

が、この場合、運営推進会議を活用することができます。 

４． 運営推進会議の役割 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考：公益社団法人 日本認知症グループホーム協会 認知症グループホームにおける運営推進会議の実態調査・研究事業 報告書」】 

 

（認知症ケアの理解の促進、 

相談援助機能の発揮） 

事業所からの話題提供だけでなく、地域

の側からの情報提供や、学習会の実施、

新聞記事の紹介など、議題は多岐に及ぶ。

利用者家族の悩みなどを地域住民が聞く

場としても活用することができる。 

（１） 情報提供機能 

（２）  

 

（スタッフの研修効果） 

事業所のスタッフが企画・運営をすること

により、発想力やプレゼンテーション能力

等を向上できる。また、会議の中で利用者

の生活や支援の内容が話し合われること

で、自らの業務の客観性と振り返りにつな

がる。 

（２）教育研修機能 

 

（行政機関等との連携） 

会議を介して行政や地域包括支援セン

ターとつながり、「相談し合う関係」を

構築する。行政とは指導する・指導され

るといった関係だけでなく、お互いに地

域の状況を把握し、新しい高齢者支援の

施策を計画するための機会となる。 

（３） 地域連携･調整機能 

（４）  

 

（安心して暮らす地域づくり、 

サービスの質の向上） 

事業所の活動の振り返りと利用者や家族

のニーズの再発見、地域からの事業所の活

動への理解と協働が促進される。地域のつ

ながりを広げ、事業所が地域づくりの拠点

としての役割を担っていくための成長の

場になる。 

（４）地域づくり、資源開発機能 

（事業所運営の透明性の確保） 

会議においてヒヤリハットや事故の報告を議題に上げることで、参加者から率直な意見や、

改善策に対する考えを提示してもらうなど、オープンなやりとりができるようになる。事業

所にとっては、別の視点からの意見を聞くことができる貴重な機会となる。 

（５） 評価・権利擁護機能 
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５． 運営推進会議の流れ 

 

 

 

 

（１） 構成員の選定 

 人員・・・・・・・・・・５名以上が望ましい。 

 会議成立の要件・・・・・過半数以上の参加が望ましい。 

 構成メンバー 

①事務局の構成 

 事業所代表者、管理者、計画策定担当者の出席が望ましい。 

②市の職員又は地域包括支援センターの職員 

③利用者及び利用者の家族（１名以上） 

 負担にならない範囲で依頼してください。家族の代わりに利用者の後見人を選出

することも考えられます。 

④地域住民の代表者（２名以上） 

 国の解釈通知では、町内会役員、民生委員、老人クラブの代表者等が考えられる

とされていますが、その他にも例えば、事業所の近隣にお住まいの方、婦人会、学

校関係者、NPO 法人、ボランティアグループ、認知症サポーター、消防団など、多

様な観点での選出が可能です。また、役職や肩書きなどは要しません。 

 事業所が所在する地域において、運営について広く知っていただきたい方から選

出してください。なお、委員を依頼する際は、できるだけ直接お会いして行い、内

容や役割について十分に理解いただける説明となるよう配慮してください。 

⑤当該サービスに知見を有する者 

 知見を有する者とは、学識経験者である必要はなく、例えば高齢者福祉事業や認

知症ケアに携わっている方や携わった経験がある方なども含め、介護サービスにつ

いて知見を有する者として客観的、専門的な立場から意見を述べることができる方

をいいます。 

⑥地域の医療関係者（定期巡回・随時対応型訪問介護看護の場合） 

 

（２） 会議の日程調整 

構成員の都合を確認したうえで、おおむね３週間前までに日程調整を行います。 

（１） 

構成員の 

選定 

（２） 

日程 

調整 

（３） 

議題の 

設定 

 

（４） 

会議の 

開催 

 

（５） 

議事録の 

作成等 
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開催案内は、郵送・FAX 等で構成員へ送付してください。 

 

 

 

 

 

（３） 議題の設定 

運営推進会議に対して、「活動状況を報告し、評価を受けるとともに、必要な要望、

助言等を聴く機会を設ける」ことが義務付けられています。 

事業所における運営や日々の活動内容、利用者の状態などを報告するとともに、会議

の参加者から質問や要望、助言などについて気軽に発言できるよう配慮し、できる限り

双方的な会議になるように議題を設定してください。 

 

 議題の例 

【活動状況の報告についての例】 

・ 事業所の運営方針や特色 

・ 運営状況（日々の活動内容、利用者数や平均介護度の推移など） 

・ サービス内容やレクリエーション等の取り組み 

・ 行事報告、今後の予定行事等 

 

【地域との連携等に関する議題の例】 

・ 地域やボランティア団体等との連携及び協力、地域行事参加について 

・ 自治会や老人会、子ども会等との交流やイベントの共同開催 

・ 地域の課題およびその支援活動、社会参加の促進等 

・ 非常災害時の取り組み（避難訓練など） 

 

【事業所の運営に関する議題の例】 

・ 要望や助言、課題や問題点等への対応、改善状況 

・ 苦情、事故、ヒヤリハット事例およびその対応状況や再発防止策 

・ 研修その他従業者の資質向上のための取り組みの状況 

 出席調整の都合上、市及び包括への案内は、おおむね３週間前までに 

必ず文書でお知らせいただきますようお願いします。 

 案内方法は、ＦＡＸ・郵送・持参いずれでも結構です。 

 運営推進会議のレジメに、次回開催日の記載がある場合でも必ず別途通知

をお願いします。 

お願い 
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・ 人員体制や人事異動に関すること 

・ 感染症や食中毒等の予防 

・ 認知症ケア、終末期ケア（看取り）などの事例 

・ 自己評価の果およびその改善策 

※上記はあくまで例示です。実際の報告事項や議題は、会議開催時の事業所における課題や会議

出席者（委員）の意見などを基に判断してください。 

 

 

・代表事業所が、会議次第を作成します（会議次第の例は「参考様式４」参照）。 

・次第を基に、事業所間で持ち時間等の事前調整をします。通常よりも時間がかかるため、

円滑な議事進行となるよう、また、事業所からの一方的な報告とならないよう調整し、 

事業所それぞれの特色に応じた会議ができるようにしてください。 

・各事業所の議題設定、当日使用のレジメについては、通常開催時と同様の様式及び方式で

構いません。必ずしも合同で作成する必要はなく、それぞれの事業所で独自に作成しても

構いません。 

・合同開催では、特に個人情報・プライバシーの保護に配慮してください。写真資料につい

てはプライバシーに配慮し、場合によっては会議終了後の回収等もご検討ください。 

 

（４） 会議の開催 

運営推進会議の進行についてよくある事例に併せて、進行にあたりご配慮いただきた

い点や、その他の事例等を紹介します。 

必ずこの手順で開催しなければならないということではありませんが、会議の円滑な

進行や、有意義な情報交換のために役立つと考えられる点を挙げていますので、参考に

してください。 

合同開催の場合 
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-

 

 外部評価について 

平成 27年度の介護保険制度改正により、定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所、

小規模多機能型居宅介護事業所、看護小規模多機能型居宅介護事業所については、外部

評価機関による評価から、事業所による自己評価を運営推進会議に報告し、そこで評価

を受けるという方法に変更されました。 

実施にあたっては、資料の配布時や運営推進会議時に、趣旨や実施手順の概要を説明

し理解を得るとともに、積極的に意見や評価等を挙げていただくよう配慮してください。 

 

【議事進行の際の留意点】 

・はじめに、自己評価及び外部評価の趣旨、実施手順、配布資料等について説明し、

十分に理解を得てから進めましょう。 

・「わからない／意見がない」と言われる場合が多々ありますが、それぞれ出席者が

わかる範囲で回答を得ていただければ結構です。 

 特に、地域関係者等の役員交替があった場合など、事業所に来たことがまず少な

いという可能性もありますが、「わからない」ことも１つの評価であり、事業所が

地域との連携を深めていくための課題となります。事業所はそれらの評価を受け、

のちの運営推進会議の課題・テーマとして検討していくことが考えられます。 

- 165 -



【外部評価実施の流れ】（小規模多機能型居宅介護事業所の場合） 

自己 

評価 

作成 

→ 

委員 

説明 

・ 

依頼 

→ 
概要 

説明 

自己 

評価 

説明 

意見

聴取 

地域 

① 

回収 

集約 

作業 
→ 

記録 

作成 
→ 

記録 

確認 
→ 

提出 

・ 

公表 

    
この部分は 

運営推進会議で実施 
      

 

小規模多機能型居宅介護事業の場合は、自己評価の説明や、地域かかわりシート①の

記入・回収・集約に時間がかかるため、以下のとおり事前に一定の作業を済ませておく

等の対応も考えられます。 

１４日程度前 出席者に自己評価及び地域かかわりシート①を配布し、説明する。 

７日程度前 シート①を回収し集約のうえ、地域かかわりシート②の原案を作成する。 

会 議 当 日 地域かかわりシート②の原案をもとに説明し、意見を聴取する。 

あらかじめ原案を作成しておくことで、先に出た意見に関連して意見等を得られる 

可能性もありますし、発言及び集約作業の時間短縮にもつながります。 

 

（５） 議事録の作成・保存・提出及び公表 

 議事録の作成 

会議の開催後は速やかに議事概要（議事録）を作成してください。 

なお、利用者や委員のプライバシー保護のため、利用者個人が特定される部分は議事

録から削除するなど配慮をしてください。利用者については頭文字・委員は苗字のみの

記載でも結構です。 

また、運営推進会議を法人として合同で又は同日に行っている事業所がありますが、

あくまで運営推進会議や議事録については事業所毎に記録の整備を行う必要があるため、

議事録の記録、整備については混在しないよう注意してください。 

 

 議事録の保存 

基準において、活動状況の報告内容、評価、要望、助言等についての「記録」（議事

録）を作成することが義務付けられておりますので、完結の日から２年間保存し、求め

に応じ提出できるようしておいてください。 
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 議事録の提出 

議事録については、開催後１ヶ月以内を目安として、必ず市介護保険課及び地域包括

支援センターに提出するようにしてください。なお、提出は窓口持参のほか、郵送やＦ

ＡＸ等でも結構です。 

 

 議事録の公表 

基準において、上記「活動状況の報告内容、評価、要望、助言等についての記録」を

公表しなければならないとされています。公表については、 

・事業所のホームページに掲載する。 

・事業所の玄関など、訪問者が見やすいところへ掲示する。 

・会報等により、利用者宅、地域団体、会議出席者その他の関係者へ配布する。 

   などが考えられます。 

 

６．合同開催についての留意点 

運営推進会議の効率化や、事業所間のネットワーク形成の促進等の観点から、次に掲

げる条件を満たす場合においては、複数の事業所の運営推進会議を合同で開催して差し

支えないとされています。 

(ア) 利用者及び利用者家族については匿名とするなど、個人情報・プライバシーを保護

すること。 

○具体例 

出席者の自己紹介時にはプライバシーに配慮する、報告資料処分の際はシュレッ

ダー破棄を促す、写真資料については会議終了後に回収する 等 

 

(イ) 同一の日常生活圏域内に所在する事業所であること。ただし、事業所間のネットワ

ーク形成の促進が図られる範囲で、地域の実情に合わせて、市町村区域の単位等内

に所在する事業所であっても差し支えないこと。 

○日常生活圏域内について 

小学校区域等を目安とする。例えば、校区内の事業所で合同開催する 等 
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(ウ) また、運営推進会議の複数の事業所の合同開催については、合同で開催する回数が、

１年度に開催すべき運営推進会議の開催回数の半数を超えないこと。（地域密着型

通所介護、認知症対応型通所介護は除く。） 

(エ) 外部評価を行う運営推進会議は、単独開催で行うこと。 

 

 その他実施時の注意点 

合同開催にあたっては、出席者にその趣旨をご理解いただき、それぞれの事業所の

報告事項等が要領よくまとめられ、出席者に伝わるようにすることが必要です。 

以下の点にご注意ください。 

○開催案内時に、合同開催である旨を明示したうえで丁寧な周知をしてください。 

・通常の開催よりも時間がかかることを申し添え、予定終了時間を案内する 

・開催場所が通常と異なる場合、間違いが生じないように地図を添付する 等 

○事業所の報告資料を合同で作成することはできません。別々に作成するとともに、

それぞれの大まかな報告内容や所要時間について事業所間で確認をしておくなど、

事前調整をしてください。 

○議事進行にあたり、報告と質疑意見等の時間に適切な区切りを設け、各事業所が

一方的に報告して終了とならないようにしてください。 

例：A事業所の報告→質疑・意見→B事業所の報告→質疑・意見→ 

地域からの報告や情報共有→質疑 

 

７．久留米市からのお願い 

 運営推進会議への出席について 

 市と地域包括支援センターが連携して、できる限り出席する体制を整えてまいり

ますが、業務の都合上やむを得ず出席できない場合もありますので、ご了承くださ

い。なお、市職員に限らず出席者の一部が欠けても開催には問題ありません。 

 高齢者福祉施策について 

 高齢者福祉施策については、大変多くの分野にわたっており、議題の内容によっ

ては介護保険制度の専門外になり、介護保険課で回答ができない可能性があります

が、ご了承をお願いします。 

 開催時期に関するお願い 

 ①地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

  おおむね６月に１回以上の開催となっておりますが、開催時期がそれぞれ 

  ９月と３月に偏っている状況です。 
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 ②「運営推進会議における外部評価」を実施する事業所 

  その実施時期が２月～３月に偏っている状況です。 

⇒ これらの開催時期が偏ることで、地域関係者等の出席の調整に支障をきたす可

能性がありますので、（参加しやすい環境を整える観点からも）年度末以外の開催

で調整できないかご検討いただき、スケジュールに余裕をもった実施をお願い致し

ます。 

 

８．おわりに 

運営推進会議では、様々な立場の方々の違った視点から要望や助言などを得ることで、

これまで自分達だけでは気が付かなかった事業所の課題やサービス改善・向上のための

ヒントが見つかり、事業所（従業員）の能力を高めるきっかけにもなります。 

また、「義務だから仕方なく･･･」と消極的な姿勢で取り組んだりするのではなく、事

業所を地域の方々に広く知っていただく機会と捉え、皆様の事業所がそれぞれの特色に

応じた会議を開催いただきますようお願いいたします。 

 

 

 参考資料 

 運営推進会議での事例集 

 参考様式 

参考として様式を作成しております。ただし、必ず本様式を使用しなければ

ならない訳ではありません。事業所独自の取り組みや、地域独自の取り組み

との連携などを会議内容に盛り込んで、充実した会議になるよう努めてくだ

さい。 

・【参考様式１】開催案内   ・【参考様式２】会議次第及び議事録 

・【参考様式３】合同開催案内 ・【参考様式４】合同会議次第 
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☺職員のスキルアップのため、管理者や計画作成担当者などの出席だ
けでなく、その他の職員についても関わりを持っている

（地域関係者の顔なじみの関係を強め、地域との連携意識、地域密
着型事業所としての意識を高めることが期待できる）

☺スタッフ自らが企画してテーマを設け、定期的に事業所の取り組み
事例を出席者に紹介している（例：「介護食について」「感染症予
防について」 「熱中症対策のための経口補水液の作り方」等）

☺事業所からの報告や意見聴取だけでなく、事業所から出席者各位に
相談してみる（例：利用者の日常生活での役割分担が少なく、退屈
してあることが多い。何か楽しみやレクになるものがないか…等）

☺事業所だよりや会報等に運営推進会議のことを掲載している
☺事業所だよりや会報等を運営推進会議で配布している

☺事業所の自己評価・外部評価等で挙がった課題を、運営推進会議の
中で議題に挙げて検討している（参加者からの助言等を得る）

事例紹介１

 

☺校区等と連携して取り組んだ活動内容を紹介している
(例)・認知症高齢者の行方不明に係る対応訓練を行いました

・地域の高齢者学級に呼ばれ、転倒予防の学習会を行いました
・認知症サポーター養成講座を行いました
・地域の防災訓練に事業所も参加しました 等

☺家族会やイベント日と併せて開催し、家族等の参加を促している

☺事業所の空きスペース、広場、駐車場等を活用し、地域の集まり
やイベントに提供することで、事業所のことを知ってもらう

☺定例の運営報告の他、地域代表者等から地域のお祭りやイベント、
ボランティア活動等の意見を取り込んで、議題を設定する
⇒事業所と地域との双方向の意見交換を通して、参加者の
当事者意識向上を図る

事例紹介２
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第  回 運営推進会議の開催について（送信票） 参考様式１ 

 

運営推進会議 関係者の皆様 

・包括支援センター（圏域：   ）担当  宛て 

・久留米市介護保険課 担当   宛て 

 

令和  年  月  日 

サービス種別 ●●●●●●●● 

事業所名 ●●●●●●●● 

管理者  ●● ●●   

ＴＥＬ：●●●●●●●／ＦＡＸ●●●●●●● 

 

 

平素より大変お世話になっております。 

さて、介護保険制度において、「指定地域密着型サービス」に位置づけられております当事業所

は、久留米市の条例により、事業の運営に当たり、地域住民又はその自発的な活動等との連携及

び協力を行う等の地域との交流を図ることが規定されています。また、運営推進会議を設置し、事

業所の活動状況を報告し、評価を受けるとともに、必要な要望、助言等を聴く機会を設けることが

規定されています。 

このことについて、今般、第   回の運営推進会議を開催いたしたく、下記のとおりご案内をさ

せていただきますので、ご多用中恐縮に存じますが、お繰り合わせのうえご出席いただきますよう

お願い申し上げます。 

 

記 

 

１. 日 時  令和  年  月  日  ●●：●●～ （約●●分程度） 

２. 場 所  

３. 議 案  事業所の運営、活動状況についての報告 

 行事報告及び行事計画等 

 地域との連携、情報交換、ご意見及びご要望等 

 その他 

 

４. その他  ご欠席の場合は、上記の連絡先宛てにご連絡ください。（担当：●●） 

 外部評価の実施を予定しておりますので宜しくお願いします。 

 

以上、よろしくお願いいたします。 
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 第  回 運営推進会議次第（及び議事録）例   参考様式２  

 

         事業所名：                  

開催日時：令和  年  月   日（  ）  :  ～         

開催場所：                

 

１. 挨拶 

 

２. 出席者 

役 職 氏 名 出欠 役 職 氏 名 出欠 

自治会   事業所管理者   

民生委員   計画作成担当者   

公民館   法人代表者   

老人会/クラブ等   ほか職員   

地域・近隣関係者等   包括支援センター   

利用者/家族等   久留米市   

 

３. 議事 

概  要 質疑、意見及び対応等 

 

① 事業所の状況 

 現在の利用者数   名（男性  名、女性  名） 

※定員  名、入所待ち  名、利用相談件数  件 等 

 

 利用者の平均年齢 85.0 歳（前回＋0.5 歳） 

最少年齢  歳 ～ 最高年齢  歳 

 

 利用者の介護度  平均介護度 3.2（前回－0.2） 

 介１ 介２ 介３ 介４ 介５ 合計 

１月  名  名  名  名  名  名 

２月  名  名  名  名  名  名 

 

 月ごと述べ利用回数（１日あたり平均利用者数 約  人） 

 通い 訪問 宿泊 看護 

１月  回  回  回  回 

２月  回  回  回  回 

  ※通所系・小規模系の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 前回会議以後の行事等の報告 

   月 日  参加   名 

   月 日  参加   名 

   月 日  参加   名 

   月 日  参加   名 

   月 日  参加   名 

例：事業所内行事、地域との連携行事、ボランティア来訪・参加、慰問、実習受入等 

 

 

 

 

進行時は１つ１つ読み上げるこ

とまでは必要ありません。概略

での説明で結構です。 

議事の項目や行幅・列幅などの

書式についても適宜設定し、見

やすくするように調整してくだ

さい。 

参加者から意見等が挙がりやす

く記録もしやすいよう、欄を設

けています。 

当日の質疑・意見・対応等を入

力し、そのまま議事録とするこ

とも可能です。（そのまま市等へ

の報告にも活用いただけます。） 

写真や映像等を加えると、参加者

にわかりやすく伝わります。アル

バムを参加者に回覧したり、テレ

ビに映したりする例もあります。 

 

必ず本様式を使用しなければならない訳ではありません。事業所独自の

取り組みや、地域独自の取り組みとの連携などを会議内容に盛り込んで、

充実した会議になるよう努めてください。 

 

想定される会議構成員の例であり、必ずこれらの構成

で実施しなければならない訳ではありません。 

地域の状況等により判断し設定してください。 
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概  要 意見・質疑・対応等 

 

③ 次回行事までの行事等の予定 

   月 日  

   月 日  

   月 日  

   月 日  

   月 日  

   月 日  

例：事業所内行事、地域との連携行事、ボランティア来訪・参加、慰問、実習受入等 

 

 

 

④ 利用者様/ご家族様/地域の皆様等からの情報やご意見等 

 利用者のテーマ 

利用者や家族からの意見聴取・報告等 

 地域のテーマ 

 町内行事の案内や報告、地域清掃活動の報告等 

 非常災害時における消防団や地域連携の取り組み 等 

 地域との交流を深める取り組み 

 利用者の社会参加の促進について 

 地域における高齢者の課題及び支援について 等 

 外部交流等その他のテーマ 

自治会や老人会・保育園・幼稚園や小中学校との交流 

相互の行事見学やイベントの共同開催 

ボランティア活動の紹介（披露）、新聞記事の紹介等 

 市からのお知らせ・包括からのお知らせ 

 

 

 

 

 

 

⑤ 事業所の運営に係る報告事項 

 事業所内のサービス、取り組み等の紹介 

生活機能の維持または向上について  

効果的な機能訓練、レクリエーションについて 

 認知症ケアについて、認知症サポーター養成講座について 

  認知症についての勉強会・情報提供等 

 前回会議における要望・助言・課題等への対応状況  

 終末期ケア（看取り）について 

 苦情、事故またはヒヤリハット等の報告（別紙等でも可） 

 職員研修、訓練等の報告（別紙等でも可） 

 離設対策及び行方不明時の協力依頼等 

 職員の増減や入退職、広報誌の説明、非常災害対策、 

防火対策、防犯対策、感染症や食中毒対策等 

 自己評価報告と今後の取組、実地指導等の報告 

 

 

⑥ 次回会議日程  その他の連絡事項 

 次回会議予定   月  日 

 避難訓練等のご協力のお願い 

 外部評価へのご協力のお願い   等 

 

 

 

地域と連携できる行事などは、

自治会や老人会、地域コミュニ

ティセンターや公民館などで情

報が得られる場合もあるので、

事前に確認しておくと連携が図

りやすいです。 

※あくまで例示です。実際の議題や報告

事項は、会議開催時の事業所における

課題や会議出席者の意見等を基に判断

してください。 
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（別紙）事故発生状況      

発生日時 
氏名 

(ｲﾆｼｬﾙ) 

要介

護度 
内容 結果 状況・原因 対応策 備考 

 月  日  時頃  
 

     

 月  日  時頃  
 

     

 月  日  時頃  
 

     

 月  日  時頃  
 

     

 月  日  時頃  
 

     

 

（別紙）ヒヤリハット発生状況 

発生日時 
氏名 

(ｲﾆｼｬﾙ) 

要介

護度 
内容 結果 状況・原因 対応策 備考 

 月  日  時頃  
 

     

 月  日  時頃  
 

     

 月  日  時頃  
 

     

 月  日  時頃  
 

     

 月  日  時頃  
 

     

 

 

（別紙）職員研修等の状況 

受講日・ 

開催日 

受講者職氏名 

または参加人数 
内容 備考 

月   日    

月   日    

月   日    

月   日    

月   日    

 

 

※参考例であり、別紙により作成しなければなら

ない訳ではありません。 

※個人情報の取扱いについてはご配慮ください。 
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第  回 運営推進会議の合同開催について（送信票） 参考様式３ 

 

各事業所 運営推進会議 関係者の皆様 

・包括支援センター（圏域：   ）担当  宛て 

・久留米市介護保険課 担当   宛て 

 

令和  年  月  日 

[合同会議とりまとめ事業所] 

サービス種別 ●●●●●●●● 

事業所名 ●●●●●●●● 

管理者  ●● ●●   

担当者  ●● ●●   

ＴＥＬ：●●●●●●●／ＦＡＸ●●●●●●● 

 

 

平素より大変お世話になっております。 

さて、介護保険制度において、「指定地域密着型サービス」に位置づけられている事業所は、久留米

市の条例により、事業の運営に当たり、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等

の地域との交流を図ることが規定されています。また、運営推進会議を設置し、事業所の活動状況を報

告し、評価を受けるとともに、必要な要望、助言等を聴く機会を設けることが規定されています。 

 

このたび、運営推進会議の効率化や、事業所間のネットワーク形成の促進等の観点から、複数の事

業所による合同の運営推進会議を開催いたします。下記のとおりご案内をさせていただきますので、ご

多用中恐縮に存じますが、お繰り合わせのうえご出席いただきますようお願い申し上げます。 

 

記 

 

１. 日 時  令和  年  月  日  ●●：●●～ （約●●分程度） 
 

２. 場 所  

３. 参加 

事業所 

 （サービス種別）事業所名 

 （サービス種別）事業所名 

 （サービス種別）事業所名 

４. 議 案  事業所の運営、活動状況についての報告 

 行事報告及び行事計画等 

 地域との連携、情報交換、ご意見及びご要望等 

 その他 

 

５. その他  ご欠席の場合は、下記までご連絡ください。 

 合同開催のため、通常の開催よりも所要時間が長くなっております。

何卒ご了承ください。 

 開催場所につきましては、別添の地図をご参照ください。 

６. 担当者 

連絡先 

事業所名 ●●●●●●●● 

担当者  ●● ●●   

ＴＥＬ：●●●●●●●／ＦＡＸ●●●●●●● 

 

以上、よろしくお願いいたします。 
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 第  回 合同運営推進会議 次第  参考様式４  

 

事業所名：                

事業所名：                

事業所名：                

開催日時： 令和  年  月  日  時～ 

開催場所：                     

 

１． 挨拶 

 

２． 出席者 

所属 氏名（役職） 出欠 

○○事業所   

○○事業所   

○○事業所   

自治会   

民生委員   

地域・近隣関係者   

包括支援センター   

久留米市   

 

３． 報告及び質疑・意見 

（１）○○事業所 

     ①報告 

 

     ②質疑・意見 

 

（２）○○事業所 

     ①報告 

 

     ②質疑・意見 

 

（３）○○事業所 

     ①報告 

 

     ②質疑・意見 

 

４． 総括 

 

 

 

５． 次回開催日程 その他連絡事項 
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久留米市健康福祉部介護保険課 

〒830-8520福岡県久留米市城南町１５番地３ 

ＦＡＸ：０９４２－３６－６８４５ 

メール：kaigo@city.kurume.fukuoka.jp 

●事業所の指定・指導に関すること 

ＴＥＬ：０９４２－３０－９２４７ 

●要介護認定に関すること 

ＴＥＬ：０９４２－３０－９２０５ 

●給付に関すること 

ＴＥＬ：０９４２－３０－９０３６ 

●保険料に関すること 

ＴＥＬ：０９４２－３０－９２４０ 
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